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巻頭言

　本学教職教育センターは設立後４年が過ぎ，本研究報告も第３巻の発刊を迎えるこ

ととなりました。当初，本研究報告の発刊は教職課程再課程認定を念頭においていた

ため９月としていましたが，今年度からは当センターの活動報告も含め１年を総括

し，名前を「教職教育センター年報」として，年度末の３月末日の発刊といたしまし

た。ご了承願います。

 再課程認定後の課題としては，新カリキュラムによる教育課程や教員育成指標，教員

研修計画に基づく教員養成にどのように向き合っていくか，について十分に検討する

必要性を感じます。例えば，総合的な学習の指導については，現在の大学のカリキュ

ラムの構成が，学問分野ごとに細分化された研究内容を講義するものがほとんどで，

学問全体を俯瞰するようなカリキュラム構成にはなっていないため，その内容を十分

に検討する必要があると思われます。理科に関する例でしかないのですが，本学に入

学してくる学生の場合，同じ論理が成り立つ問題でも，場面が異なると回答できなく

なる学生が多くいます。これは多くの学生が問題の本質を理解せずに，例題や類題に

頼って回答しているに過ぎないことを示しています。　　 

　また，今後開始される探求の学習は，本学のような理工学系の大学では，実験や実

習の時間が多く，理科の探求の学習内容を考える上では有利でありますが，現場での

授業の成否には下実験や器具の用意を含む授業前の準備が重要で，このことを理解す

るのには，教員が授業の裏でどのような準備を行っているかを体験することが効果的

と思われます。さらに，教員の生徒指導における対応力の向上には，生徒指導の模擬

体験が行えるような授業を検討する必要があるでしょう。

　一方，本学のような開放系の教職課程では，教員免許を申請する各専門学科の協力

が不可欠ですが，専門学科の教職課程に対する理解は十分とはいえないのが現状で

す。また，近年のマスコミの報道などにより，教員に対して負のイメージがあります

が，教員を希望する学生の意識はどうなのか，気になるところです。このように，こ

れから検討していかなくてはならない多くの課題がありますが，今年度は，リーディ

ングスキルテストを利用した本学学生の読解力に関した研究や，本学で開催された神

私教育協におけるアンケート結果に対する総括も含め，教職課程の教育に携わる教員

の研究成果をまとめることができました。

　特に，今回の報告では先に述べた２件の他，平均・分散・相関関係に関するもの，

情報教育に関する実践報告，法律に関するもの，CGコンテンツの開発やものづくり教

育の視点に関するものなど７件，合計９件の研究論文が収められています。教職課程

を希望する学生の教育を進めていく上で，何らかの参考になること期待しておりま

す。

神奈川工科大学　教職教育センター所長　三井和博 
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平均・分散・相関係数の条件を満たす２変量データの作成 

川﨑宣昭 

筑波大学附属高等学校  (nkawasak@high-s.tsukuba.ac.jp) 

神奈川工科大学非常勤講師 

Making Two Variable Data Satisfying the Condition of Average, Variance, 

and Coefficient of Correlation 

Abstract 

高等学校の数学Ⅰでは，データの分析の内容を学習することになっており，生徒はデータの

平均・分散・標準偏差を求めたり，２変量のデータの相関係数を求めたりすることを学習して

いる。教師の立場として相関係数の指導を行うとき，その教材を作成するにあたり，平均・分

散（標準偏差）・相関係数の値だけから対になっている２つの変量 ,X Y それぞれのデータを

作成したいと考えたことはないだろうか。理論的には可能な作業であるが，これらのデータを

手作業で作成することはきわめて困難である。 

そこで，フリーソフトＲを用いて，平均・分散（標準偏差）・相関係数の条件を満たす対に

なっている２つの変量 ,X Y のデータを自動的に作成するプログラムを開発した。

本稿では最初に，平均・分散・相関係数の条件を満たす２つの変量 ,X Y それぞれのデータ

の作成が可能であることの数学的な解説と，それぞれの過程におけるフリーソフトＲのブログ

ラムを紹介する。プログラムは，いくつかの関数を組み合わせて作成したものであり，それぞ

れの関数が数学的な証明のどの部分に相当するのかを説明する。最後に，開発したブログラム

の使用方法を教材作成の立場から解説し，相関係数の値が指定されている描きたい散布図を自

由に作成できることを紹介する。

なお，生徒が相関係数を求める問題では，筆算または電卓で計算できる程度とするために，

２変量のデータが整数値となっていることがほとんどだが，今回作成したプログラムで作成で

きるデータは実数値であり，表示される結果はその実数値を小数で表したものである。 

Key Words:  Free software named “R”, Statistic education, Developing the tools, Average, Variance, 

, The coefficient of correlation,  Scatter chart 

1. はじめに

高等学校の数学の授業では，必修科目の数学Ⅰの中に

「データの分析」を指導する部分があり，平均や分散，

標準偏差，箱ひげ図，相関係数などについて学習するこ

とになっている。中学校では，ヒストグラムなどを作成

して異なる母集団の傾向の違いを比較したり，母集団の

特徴をより厳密に数値で表すための統計量として平均，

範囲，中央値，最頻値などを学習したりしてする。高等

学校の「データの分析」では，分散や標準偏差などを求

めたり，四分位数を求めて箱ひげ図を作成させたりする

など，データの散らばりについて中学校での学習事項を

踏まえてより詳しく学習する。散布図や相関係数の内容

を扱うことにより，中学校以来学習してきた統計分野の

中では初めて２変量の関係についての分析方法について

学ぶことになる。中学校や高等学校の教材作成ツールの

開発については，2017 年度の神奈川工科大学教職教育セ

ンター報告書の「フリーソフト「Ｒ」を用いた統計学習

ツールの開発」の中で紹介したが，対になっている２変

量のデータの散布図とその相関係数の教材を開発するツ

ールについては未完成であった。対になっている２変量

のデータが先にあり，それらの散布図を描いたり，その

相関係数を求めたりすることは，EXCEL やフリーソフ

トＲを利用すれば簡単にできる。しかし，対のデータの

個数とそれぞれの平均，分散（標準偏差），相関係数が

与えられ，それらの条件を満たすデータを作成するため

の EXCEL やフリーソフトＲのツールは教育現場ではほ

とんど使われていないと思われる。教師が散布図や相関

係数の教材を作成するにあたり，このようなツールが開

発されれば．これらの内容の教材作成が比較的容易にな

ると思われる。実際に高等学校の教科書の中で，いくつ

かの相関係数の値に対する散布図を対応させている部分

【研究論文】

神奈川工科大学教職教育センター年報
第3巻　2020年3月
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があり，高校生に相関係数のイメージを持たせるような

教材が掲載されているが，散布図自体が，指定した相関

係数の値になる対のデータを作成することは難しい。 

そこで筆者では，対になっている２変量のデータにつ

いて，２変量データの対の個数，それぞれの平均，分散

（標準偏差），相関係数を与え，散布図とそのデータを

自動作成するツールを開発した。例えば，対の個数が

20 である２変量 ,X Y について，相関係数が 0.7 ，そ

れぞれの平均が50 , 65，標準偏差が10 , 15となるよう

なデータを自動作成できるツールであり，これらの数値

は自由に変えることができる。開発にはフリーソフトＲ

を用いており，その R-Console 画面のプロンプト部分に， 

>x=fmdata(20,0.7,50,65,10,15)

と１行だけ入力すれば，データが自動作成されて散布図

も描かれるツールである。また，x に対のデータが格納

される。本稿では，どのような数学的根拠に基づいてデ

ータを作成するのかについて順を追って述べ，それぞれ

の過程においてフリーソフトＲのプログラムを紹介する。

なお，プログラムは，５種類の関数を用いて作成されて

おり，関数ごとに数学的な作業の意味について説明する。

最後に，このツールを用いて作成することができた対の

データと平均，分散（標準偏差），散布図，相関係数を

紹介し，高等学校の教科書に掲載されている散布図と相

関係数を対応させる事例を作成できることを確認する。 

なお，生徒に散布図を描かせたり，相関係数を計算さ

せたりする場合には，整数値のデータを利用するが，今

回開発したツールで作成することかできるデータは実数

値であり，その実数値をコンピュータの誤差の限界によ

り小数で表現したものである。 

2. 使用している関数

プログラムは，５種類の関数を用いて作成されており，

それぞれの関数とその作業内容は以下の通りである。 

・variance.R 母分散の計算

Ｒには，不偏分散（標本抽出による母分散の推定値）

を計算する関数はあるが，母分散を直接計算する命令は

ない。したがって，母分散を直接計算する関数を作成す

る必要がある。 

・makedata.R 仮の２変量データの作成

作成したい対のデータの個数分の正規乱数を自動発生

させる。これら値に数学的な操作を施して条件を満たす

データを作成する。 

・stand.R データの標準化

２変量データのそれぞれを標準化するためのプログラ

ムである。

・twovariables.R 仮の２変量データの作成

指定した相関係数の値となる２変量データを作成する

ためのプログラムである。それぞれのデータの標準化，

相関行列の対角化，２変量データの無相関化（ホワイト

ニング（whitenig）），コレスキー分解，与えられた平

均や分散（標準偏差）となるための変換などがこのプロ

グラムに含まれている。

・fmdata.R 条件を満たす２変量データの作成

今回開発したツールのメインの部分である。実際にデ

ータを作成するときは，このプログラムのみを実行すれ

ばよい。作成した様々な関数を自動的に読み込んでそれ

らのプログラムを実行し，散布図も指定した座標軸の値

の範囲内で描くことができる。 

以下，それぞれのプログラムと，その作業過程を解説

する。 

2.1 母分散を直接計算するプログラムの作成 

ここで扱う分散とは母分散の意味である。 n 個のデー

タ
1 2, , , nx x x を母集団全体とし，母分散を

2 ，母

平均を m とすれば， 

1

1 n

i

i

m x
n =

=    2 2

1

1
( )

n

i

i

x m
n


=

= −

として計算する。Ｒでは，不偏分散の値を計算する命令

はあるが，母分散 2 の値を直接計算する命令文はない

ので，この値を直接計算できる関数 variance.R を作成

した。プログラムは以下の通りである。 

#-------------------- 

# variance 

#  y=variance(x) 

#-------------------- 

# 

 variance=function(x){ 

 m=mean(x)  #平均の計算 

s2=mean((x-m)^2) #分散の計算 

  return(list(variance=s2)) 

} 

2.2 仮の２変量データの作成 

２変量 ,X Y それぞれのデータ数を n ，相関係数を r

とする。最初に，正規乱数を n 個ずつ二種類発生させる。

それぞれの正規乱数を
1 2,x x の列ベクトルで表し，

1x ： 1n  行列（列ベクトル）

2x ： 1n  行列（列ベクトル）

とする。また，これらの 2 つの列ベクトルを横に並べて， 

1 2( )=x x x ： 2n 行列 

とする。このプログラムは，makedata.R のプログラム名

の関数で保存されており，プログラムは以下の通りであ

る。 

#------------------------------------ 

# makedata 

# 仮の二変量データ x1,x2の作成 

6



#    x=makedata(n) 

#       nは x1,x2のデータのサイズ 

#------------------------------------ 

# 

 makedata=function(n){ 

  # 大きさが nの二変量の仮データを作成 

set.seed(0) 

x=matrix(rnorm(2*n),ncol=2) 

 return(x) 

 } 

2.3 二変量データの標準化 

  
1x と

2x のそれぞれを標準化したものを
1 2,z z とし， 

  
1 2( )=z z z  

とする。これで，
1 2,z z のそれぞれは，平均 0，標準偏

差 1 となっている。このプログラムは，stand.R のプロ

グラム名の関数で保存されており，プログラムは以下の

通りである。 

#---------------------- 

# ベクトル xの標準化 

#  stand(x) 

#  z=stand(x) 

#---------------------- 

# 

 stand=function(x){ 

  v=variance(x)$variance  # 母分散の計算 

 z=(x-mean(x))/sqrt(v)  # 標準化の計算 

return(z)  # 標準化されたベクトルを返す． 

 } 

2.4 相関係数が rの２変量データ
1 2,w w の作成

ここから先の数学的な手続きとその説明は以下の通り

である。 

最初に，それぞれが標準化された２変量データとそれ

らの相関係数の値の関係について述べる。次に相関行列

を対角化し，無相関な２変量テータを作成する。そして，

正方行列のコレスキー分解を紹介し，最後に相関係数が

r の２変量データ
1 2,w w を作成する方法について述べ

る。なお，相関係数の値だけではなく，
1 2,w w それぞ

れの平均や分散の値の条件も満たすようにする。 

2.4.1 標準化された２変量データと相関係数との関係 

z の相関行列を R とすると，

1 tR
n

= zz

となっている。したがって，

 
t nR=zz  

である。 

2.4.2 相関行列の対角化 

相関行列 R を対角化する。 Dを対角行列，V を直交

行列とするとき，
1 tV V− =  なので， 

tVRV D=

となる。ここで， 

0

0

k
D

 
=  
 

（ 0k ≧ ） 

とする。 

2.4.3 無相関な２変量データの作成 

0

0

k
D

 
=  
 
 

 で表すことにすると， 

tVRV D D= 

より，両辺の左側と右側から 1( )D − をかければ， 

1 1( ) ( )tD VRV D E− − = （単位行列） 

となる。
1 tR
n

= zz  を代入して， 

1 11
( ) ( ) ( )t tD V V D E

n

− − =zz

1 1( ) ( )t tD V V D nE− − =zz
1 1

1 1

( ) ( )

{ ( ) } { ( ) }

t t

t

D V V D nE

V D V D nE

− −

− −

=

 =

zz

z z

以上の結果から， 
1( )V D −=y z

とおくと， 
t nE=yy

となる。
1 2( )=y y y のそれぞれの行ベクトル

1 2,y y は無相関になっている。したがって，
1 2,y y の

相関行列は単位行列 E になっている。すなわち， 

1 t E
n

=yy

が相関行列（ここでは単位行列）である。 

2.4.4 コレスキー分解 

 相関係数が r となるような２変量データを作りたい場

合， 

1

1

t

r

r
CC R

r

 
= =  

 

（C は上三角行列，
tC は下三角行列）

となるようなC を求める。
rR をこのような形で表すこ

とを「コレスキー分解」という。このC の求め方は，

3.4.6 コレスキー分解のしくみで説明する。この行列C

が求まれば， t nE=yy より，

t

r

t

r

CEC R

C nE C nR

=

  =
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( )( )

1
( )( )

t t

r

t

r

t

r

C C nR

C C nR

C C R
n

=

=

=

yy

y y

y y

となる。 C=u y と定義し， 
1 2( )=u u u とすれば，

ふたつの列ベクトル
1 2,u u の相関行列は

rR となる。

2.4.4 指定した平均と標準偏差の値の利用 

1w を平均
1 ，標準偏差

1 ，
2w を平均

2 ，標準

偏差 2 のデータとするとき， 

1 1 1 1 2 2 2 2,   = + = +w u w u

とすれば，
1 2,w w は相関係数 r の２変量データとなる． 

2.4.5 コレスキー分解と２変量データの作成 
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の式を， 

2 2
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とする。ここで， 

cos , sin , cos , sinx z y u   = = = =

とおく。

   

 

+ = +

= − =

cos cos sin sin

cos( )

xy zu

r

x z

y u

 
 
 

を下三角行列とするために， 0 =  とすると，

1 0, , cos , sinx z y u = = = =

したがって， 

cosy r= =

となり，

  
21u r=  −  

とるが，簡単なために， 

21u r= −

とする． 

以上により， 

  
2

1

0 1

r
C

r
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=  
 − 

とすることができる。確かに， 

2 2
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となっていることが確認できる。 

以上の作業を行うプログラムは twovariables.R のプ

ログラム名の関数で保存されている。twovariables.R は，

以下のようなプログラムである。 

#----------------------------------------------- 

# 

# 相関係数が rの二変量データの作成 

# 

# twovariables=function(n,r,myu1,std1,myu2,std2) 

# n データの長さ 

# r 相関係数 

# myu1 変量 1の平均値   std1 変量 1の標準偏差 

# myu2 変量 2の平均値   std2 変量 2の標準偏差 

# w=twovariables(n,r,myu1,std1,myu2,std2) 

# 

#----------------------------------------------- 

# 

# 大きさが nの二変量の仮データを作成． 

twovariables= 

function(n,r,myu1,std1,myu2,std2){x=makedata(n) 

# 仮データの標準化  

z1=stand(x[,1]) 

z2=stand(x[,2]) 

z=cbind(z1,z2) 

 R=cor(z) # 相関行列の計算． 

 E=eigen(R) # 固有値と固有ベクトルの計算 

 D=diag(E$values) # 固有値を対角成分とする対角行列 

 V=E$vectors # 固有ベクトル 

# t(y)%*%y=n*E となるような yを作成． 

y=z %*% V %*% solve(sqrt(D)) 

# コレスキー分解 

C=chol(matrix(c(1,r,r,1), ncol=2)) 

 u=y %*% C   # 相関係数が rの二変量データの作成 

# 変量 1の平均と標準偏差の設定 

w1=std1*u[,1]+myu1 

# 変量 2の平均と標準偏差の設定 

w2=std2*u[,2]+myu2   

 w=cbind(w1,w2)   # 二変量を列ベクトルとする． 

# 

 return(w)  # 二変量の列ベクトルを返す． 

} 

2.4.5 ２変量データの作成と散布図の表示 

 開発したツールのメインの部分のプログラムであり，

今までに紹介してきたプログラムを呼び出し，指定した

平均，分散（標準偏差），相関係数の値を満たす２変量
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データを作成し，その散布図を指定した座標軸の値の範

囲内で表示させることができる。以下のプログラムが

fmdata.Rのプログラム名で保存されている。 

#-------------------------------------------------

# 

# fmdata 

# xは実数値で，x[,1],x[,2]のそれぞれが二変量のデ 

# ータである． 

# n    : x[,1],x[,2]のデータのサイズ 

# x[,1]: 平均 myu1 標準偏差 std1 

# x[,2]: 平均 myu2 標準偏差 std2 

# r    : x[,1]と x[,2]の相関係数 

# y=fmdata(n,r,myu1,myu2,std1,std2,range,xmin, 

# xmax,ymin,ymax)   

# 

#------------------------------------------------- 

# 

fmdata=function(n,r,myu1,myu2,std1,std2,range=0, 

xmin=0,xmax=100,ymin=0,ymax=100){ 

# 二変量データ x=(x[,1],x[,2])の作成 

# 

# 関数の読み込み 

 source('variance.R') 

 source('makedata.R') 

 source('stand.R') 

 source('twovariables.R') 

# 

 x=twovariables(n,r,myu1,std1,myu2,std2) 

 mean(x[,1])   # 変量 x[,1]の平均の表示 

 mean(x[,2])   # 変量 x[,2]の平均の表示 

# 変量 x[,1]の分散の計算とその値の表示 

vx1=variance(x[,1])$variance;vx1;sqrt(vx1) 

# 変量 x[,1]の分散の計算とその値の表示 

 vx2=variance(x[,2])$variance;vx2;sqrt(vx2) 

# 二変量 x[,1],x[,2]の相関係数の値の表示  

cor(x[,1],x[,2]) 

# 

# 作成されたデータの散布図 

if(range==0){ 

 xmin=min(x[,1]);xmax=max(x[,1]);ymin=min(x[,2]); 

ymax=max(x[,2])  

plot(x[,1],x[,2],xlim=c(xmin,xmax),ylim=c(ymin, 

ymax),pch=16,col="blue", 

main="実数データの散布図") 

} 

if(range==1){ 

 plot(x[,1],x[,2],xlim=c(xmin,xmax),ylim=c(ymin, 

ymax),pch=16,col="blue", 

main="実数データの散布図") 

} 

# 

 return(x)  # 作成されたデータを返す． 

} 

3. プログラムの使用方法とその結果

対の個数が20 である２変量 ,X Y で，相関係数が0.7 ，

それぞれの平均が50 , 65，標準偏差が10 , 15となるよ

うなデータを自動作成する方法を述べる．

フリーソフトＲの R-Console 画面で， 

>source(`fmfata.R`)

と入力してプログラムを呼び出し， 

>x=fmdata(20,0.7,50,65,10,15)

と入力するだけで目的を達成することができる。 

 対の個数が 20 である２変量 ,X Y のデータと散布図

は以下のようになる。 

   w1       w2 

[1,] 38.07595 47.70035 

[2,] 50.55590 77.78370 

[3,] 34.71040 59.08504 

[4,] 52.49913 47.87469 

[5,] 67.54151 96.70123 

[6,] 67.43467 65.01068 

[7,] 44.89959 51.64723 

[8,] 49.57167 72.32940 

[9,] 40.13167 38.33444 

[10,] 60.96493 90.71439 

[11,] 44.47195 53.09318 

[12,] 34.54151 47.68323 

[13,] 43.29880 70.47891 

[14,] 48.24755 55.16740 

[15,] 43.10017 69.54208 

[16,] 49.90372 67.33492 

[17,] 50.56960 62.81283 

[18,] 66.63304 75.68698 

[19,] 60.74658 84.60484 

[20,] 52.10165 66.41448 

また，散布図の横軸の範囲を 10 以上 100 以下，縦軸
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の範囲を 0 以上 120 以下として散布図を表示させたい場

合は，R-Console に， 

>x=fmdata(20,0.7,50,65,10,15,1,10,100,0,120)

と入力すればよい。結果は以下のようになる。

5. 様々な相関係数とその散布図の作成

対になっている２変量のデータについて，２変量デー

タの対の個数が 1000，それぞれの平均が 50, 65,分散（標

準偏差）が 100（10），225（15），相関係数 r の値が

0.99, 0.9, 0.7, 0.5, 0.3, －0.3, －0.5, －0.7, －0.9, －0.99

の散布図を作成すると以下のようになる。なお，座標軸

の値の範囲は，停軸，横軸ともに 0 以上 120 以下として

ある。作成時間は，以下の命令文のそれぞれの入力時間

のみ（30 秒程度）である。

> x=fmdata(1000,0.99,50,65,10,15,1,0,120,0,120)

> x=fmdata(1000,0.9,50,65,10,15,1,0,120,0,120)

> x=fmdata(1000,0.7,50,65,10,15,1,0,120,0,120)

> x=fmdata(1000,0.5,50,65,10,15,1,0,120,0,120)

> x=fmdata(1000,0.3,50,65,10,15,1,0,120,0,120)

> x=fmdata(1000,-0.3,50,65,10,15,1,0,120,0,120)

> x=fmdata(1000,-0.5,50,65,10,15,1,0,120,0,120)

> x=fmdata(1000,-0.7,50,65,10,15,1,0,120,0,120)

> x=fmdata(1000,-0.9,50,55,10,15,1,0,120,0,120)

> x=fmdata(1000,-0.99,50,65,10,15,1,0,120,0,120)

r=0.99 r=0.9 

r=0.7 r=0.5 

r=0.3 r=－0.3 

r=－0.5 r=－0.7 

r=0.9 r=－0.99 

4. 今後の課題

２変量 ,X Y データの対の個数，相関係数，それぞれ

の平均，標準偏差を指定したデータを作成するＲのプロ

グラムを作成することができた。 

この作成したツールにより，高等学校のデータの分析

をはじめとする統計教材，大学の数理統計学や確率統計

の講義の参考資料をできるだけたくさん作成し，授業や

講義に生かしていくことが今後の課題である。 
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技術科教育における CG 活用に関する検討

－リンク機構の理解を促進させる CG 教材開発－
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1
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2
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Study on CG Contents Utilization in Technology Education
-Development of the CG Contents Which Support the Understanding of Link Mechanism-

Tomoaki SATO1), Ryota KOJIMA2)

Abstract 

In recent years, education using ICT (Information and Communication Technology) has become 
widespread at educational sites, and the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology is 
strongly promoting ICT utilization education. The author has developed CG contents teaching materials 
and teaching tools to be used to explain the principles of heat engines used in higher institutions such as 
universities, and has studied the educational effects. Under such circumstances, among ICT teaching 
materials used in university education, there are teaching materials and teaching tools that may be used by 
educational institutions of lower age groups. We propose a method of applying teaching materials using 
3DCAD, which are used in the education of mechanical engineering at universities, to technical lessons in 
junior high schools. In this report, we introduce CG teaching materials that promote understanding of link 
mechanism.

Key Words: CG, Animation Content, Educational Material, Technical Education, Junior High School

1. はじめに

近年，教育現場では ICT(情報通信技術)を活用した教

育が普及し，文部科学省も ICT 活用教育を強く推進して

いる．著者らは，これまでに大学などの高等機関で使用

する熱機関の原理説明に活用する CG コンテンツ教材・

教具を開発しその教育効果を検討してきた(1), (2)．そうし

た中で，これまでに大学教育で使用される ICT 教材の中

には，より低い年齢層の教育機関でも活用できるのでは

ないかと考えられる教材や教具も存在する．そこで，本

研究では，大学で使用されてきた教材を中学校の技術教

育に活用する方法について検討を行った．本報では，大

学の機械工学分野の教育において活用されている

3DCAD 教育を中学校の技術科の授業に利用する方法に

ついて提案する．

2. 中学校技術科の教育の歴史的背景と効率よい教材開

発の必要性

文部科学省の中学校に関する指導要領は数年ごとに改

定されて現在に至っている．技術科については，歴史的

に見ると，指導要領の改定のたびに学習時間は削減され

ながら逆に学習内容は増えていくという矛盾をはらみな

がら現在に至っていると言える．

1958 年の「中学校学習指導要領」では，その目的とし

て「生活に必要な基礎技術を習得させ，創造し生産する

喜びを味わわせ，近代技術に関する理解を与え，生活に

処する基本的な態度を養う」とされていた．このことは，

高度経済成長を助ける技術革新の重要性の認識が背景と

してあった．1969 年に改訂された「中学校学習指導要領」

では，その目的が「生活に必要な技術を習得させ，それ

を通して生活を明るく豊かにするための工夫創造能力お

よび実践的な態度を養う」となった．ここでは，三種の

神器「テレビ・冷蔵庫・洗濯機」が既に一般家庭に行き

渡り，今度は，それによって豊かな生活を送る方法に関

心が向くようになったことが関係していると考えられる

（これらの家電によって，時間的なゆとりが生まれた）．

その結果，技術科の目的は「科学技術教育」から「生活

の工夫」へ変化した．

1977 年の改訂では，それまで選択科目として職業（選

択教科群「職業に関する教科」）に存在していた「農業」

「工業」「商業」「水産」「家庭」が教科「技術・家庭」

の選択科目として設置（他に音楽，美術，保健体育の選

択科目もあった）された．この選択制は，技術科の教員

【研究論文】

神奈川工科大学教職教育センター年報
第3巻　2020年3月
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自身の創意工夫による授業をためすことができる重要な

機械であった．しかし，2008 年の改訂によって，中学校

の選択教科は制度上実質的には機能しなくなった（選択

科目は，標準時間外に行わなくてはならなくなった，

「行っても良い」という書き方になったので，一部を除

き，取り入れるところは実質的に無くなった）．

1989 年の改定において，それまでの単元「木材加工」

「電気」「金属加工」「機械」「栽培」に加えて「情報

基礎」が新設された．この「情報基礎」は高等学校の共

通教育科「情報」へと接続する．小・中・高一貫した

「情報教育」の体系の一翼を担うこととなった．中学技

術における情報基礎は，「技術および労働の世界への手

ほどきという」ものではなく「情報を適切に処理して日

常生活や社会生活において活用する基礎的な能力」とし

ての側面が強い．現場においては，たとえばロボット制

御やオートメーション装置の製作など，基幹技術として

のコンピュータに関わらせるような積極的な試みも多く

行われるようになった．このように，技術科の学習内容

は日に日にそのバリエーションを増やしてきた．

一方でこうした中学校技術科の指導内容の変化の中で，

指導要領の変更に連動する形で授業時間は減らされてき

た．1977年改訂までの授業時間数は 105時間×3学年（1

～3 年生）＝計 315 時間であった．1977 年～1989 年には，

70 時間×2 学年（1，2 年生）＋105 時間×1 学年（3 年

生）＝計 245時間．更に，1989年以降は70時間×2学年

（1，2 年生）＋35 時間×1 学年（3 年生）＝計 175 時間

となった．

こうした内容の増加に反する学習時間の削減は，教育

内容の消化不良を起こすことになる．そこで，限られた

時間の中で有効に教育するための教材が求められる．そ

の有効な解決方法としては，1 つの教材で単元を超えた

いくつもの学習内容を同時に学習できる教材の開発が考

えられる．現在の中学校技術科学習指導要領(3)では大き

く分けて次の 4 つの単元内容が設定されている．それぞ

れ，「Ａ：材料と加工の技術」，「Ｂ：生物育成の技

術」，「Ｃ：エネルギー変換の技術」および「Ｄ：情報

の技術」である．特に材料と加工の技術の中では製図作

成や実際の工具を使った製作実習も含まれる．今回提案

する教材案は，この中で，「Ａ：材料と加工の技術」，

「Ｃ：エネルギー変換の技術」および「Ｄ：情報の技術」

の 3 つの分野・単元にまたがって学習させることができ

ると考える．その内容について以下に示す．

3. 3DCAD を用いたリンク機構の教材開発

本研究では，上述したような複数単元にまたがった教

材開発に，大学の設計製図の教育で活用されている

3DCAD を用いて中学生の教材として活用することができ

るのではないかと考えた．大学などの高等教育機関で利

用されている 3DCAD は機能が豊富で，2 次元製図図面の

作成はもちろん生成される 3D データを用いれば 3D プリ

ンターを使った実物を製作することも可能である．また，

作成したデータを使ってCGアニメーションの作成も可能

で，コンピュータを駆使した作業を伴うので，ICT 活用

の鍛錬にも有効である．そこで，本研究では，中学校の

学習指導要領および教科書で扱われているリンク機構の

学習において 3DCAD を用いた教材を考えた．

3. 1 中学校技術科教科書でのリンク機構の扱い

「Ｃ：エネルギー変換の技術」の中では，熱エネルギ

ーから動力の変換や電気エネルギーから動力への変換と

同時に，様々な動力からの動きを様々な機構を使って伝

達するリンク機構についても重要な学習内容として取り

上げられている．そこでは「てこクランク」「両手てこ

機構」「両クランク機構」および「往復スライダクラン

ク機構」などが扱われている．

3. 2 3D-CAD によるモデリング

3DCAD による図面作成は複雑な図面を作成するので

なければ，初心者程度でも簡単なモデリングは可能であ

る．中学校の授業においても，その使用方法を生徒に学

ばせることはそれほど難しくないと考える．むしろ，作

成の過程において立体的な構造と同時に 2 次元の図面も

すぐに作成できるので，2 次元的な図面の意味すること

を 3 次元に想像する力を学ばせることもできると考える．

また，作成された 3 次元データは変換することでそのま

ま 3D プリンターのデータとして 3 次元の部品を作り出

すことができる．それによって，機械や道具の構造や働

きを実際の物体の動きの中で理解することができると考

える．

3. 3 採用するリンク機構

リンク機構には様々な種類があるが，その動きが魅力

的なものの方が中学生の生徒には有効だと考える．そこ

で，その動きが幾何学的で美しく，そのうえで構造は比

較的簡単なものとしてテオ・ヤンセンのストランドビー

ストを選んだ．テオ・ヤンセン（Theo Jansen）はオラン

ダ出身の彫刻家・物理学者で，風を動力として使った複

雑な動きをする木製の機械を動かす動画を公開して，そ

の動きの面白さや美しさを評価されて世界的に有名にな

った造形彫刻家である．ストランドビースト機構は単純

な四節リンク機構を組み合わせて大きな動きを作り出す

動力伝達機構である．図 1 にテオ・ヤンセンの代表的な

作品を示す．

3. 4 3DCAD によるストランドビースト機構モデル

3DCAD を用いてストランドビースト機構のモデルを

作成した．本モデルはアセンブリデータを使って CG コ

ンテンツとして動作させることができる．使用した

3DCAD は PTC 社製 Creo Parametric 3.0M090 である．図 2
に作成したモデルを示す．
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Fig.1 Theo Jansen Strandbeest Legsystem (OTONANO-KAGAKU Vol.37)(4)

Fig. 2 Strandbeest Legsystem 3DCAD DATA

Fig. 3 Strandbeest Legsystem Model Created by 3D Printer
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3. 5 ストランドビースト機構教材の利用方法

ストランドビースト機構のモデルは，3DCAD アプリ

ケーションを使用して生徒自ら作成させる．作成したデ

ータは，生徒が 3D アニメーションとしてマウスなどを

使って見る角度や動作をコントロールすることができる

ので，見たい場所や角度を操作しながらその立体的な構

造の理解と同時に 2 次元図面の見方も学ばせることがで

きると考える．

次に，3DCAD 作成したデータから 3D プリンターを使

って，3 次元模型を作成する．作成した部品を生徒自ら

組み立てて，3DCG で見たその構造や動く実物を手に取

って確認できるので，学習効果が期待できる．図 3 に 3D
プリンターによって作製した教材を示した．

作業の過程でパーソナルコンピュータの使い方やデー

タの扱い方などが学べるので学習指導要領の中の 4 つの

単元の内「Ａ：材料と加工の技術」，「Ｃ：エネルギー

変換の技術」および「Ｄ：情報の技術」の 3 つの分野・

単元にまたがって学習させることができると考える．

4. おわりに

本研究では，大学で使用されてきた教材を中学校の技

術教育に活用する方法について検討を行った．本報では，

大学の機械工学分野の教育において活用されている

3DCAD 教育を中学校の技術科の授業に利用する方法に

ついて検討した．テオ・ヤンセンのビースト機構を扱い，

3DCAD を使って本機構を動作させるモデルを作成する

ことで「Ａ：材料と加工の技術」，「Ｃ：エネルギー変

換の技術」および「Ｄ：情報の技術」の 3 つの分野・単

元にまたがって学習させる教材を開発した．
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“情報科教育法”でのデータベース実習について 

－phpMyAdmin を使用した授業の実践報告－ 
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神奈川工科大学情報学部情報メディア学科(ooba@ic.kanagawa-it.ac.jp) 

About database training in "Educational Methods for Information Studies" 
－Practice Report of using phpMyAdmin in the curriculum－ 

Takanori OOBA 

Abstract 

「情報科教育法」などの授業でデータベース実習を取り入れようとした場合，授業者は学習

者が実習をするための環境を構築する必要がある。オープンソースのデータベースとして広く

使われている MariaDB(もしくは MySQL)は利用情報の入手が容易なので，実習授業で使われる

ことが多いと考える。しかしキャラクターベースのユーザーインターフェースを持つ MariaDB
モニタは，OS のシェル上の操作が必要なために実習授業では扱いにくい。そこで MySQL の管

理ツールの phpMyAdmin を利用したところ，学習者はブラウザを起動するだけでデータベース

の操作ができるなど，実習授業にとって利点が多いことがわかった。ここでは今年度の「情報

科教育法」の授業で試みた，Raspberry Pi および phpMyAdmin を利用したデータベース実習授業

の実践報告を行う。

Key Words:  Database, MariaDB, phpMyAdmin, Raspberry Pi, Raspbian 

1. はじめに

2019 年 7 月 15 日に「教職とプログラミング」と題す

る講演を，神奈川工科大学で行った。対象は，同大学情

報学部情報メディア学科の学生，約 160 名で，前期必履

修科目の「IT 基礎」の一コマとして企画されたものだっ

た。 

 内容は，高等学校情報科でのプログラミング教育を紹

介するものであったが，講演は同学科の学生への教員紹

介の意味もあるとのことで，筆者自身のプログラミング

遍歴を振り返りながら過去の出来事を語ることになった。 

 筆者がプログラミングを始めたのは，NEC が発売した

８ビットパソコン，PC-8801 を予約購入したのがきっか

けである。1981 年のことであった。当時はまだ街にパソ

コンショップはなく，どこに注文したらよいかわからな

かったため，迷った末，小田急線町田駅前にあった大丸

百貨店の電器売り場で注文したことが，懐かしく思い出

された。探偵小説作家の江戸川乱歩に「探偵小説四十年」

という著作があって，読者であった二十歳前の筆者は，

40 年とは気の遠くなるほど長い年月と思っていたが，気

づいてみると自分のプログラミング歴もそろそろ 40年で

ある。時の流れには感慨深いものがある。 

 この 40年，情報化の進展によって世の中は大きく変化

した。「高度情報化社会の実現」「ユビキタス社会の到

来」というキャッチフレーズはすでに過去のものになり，

情報化社会の利便性を享受しながらもセキュリティや情

報モラルについての新しい課題に注力する現状にある。 

 言うまでもなく現代社会の情報システムの基盤にある

のは，情報通信ネットワークと情報を集積したデータベ

ースである。我が国の高校生の教育課程（カリキュラム）

の基準である「高等学校学習指導要領」にも，情報通信

ネットワークやデータベースについての扱いが示されて

いる。 

2018 年 3 月に告示された高等学校学習指導要領では，

情報科の科目が再編された。すべての高校生がプログラ

ミングや情報セキュリティとネットワーク及びデータベ

ースの基礎を学べるよう，必履修科目を１科目に絞った

ことが目新しい。 

これまでは選択してどちらかを履修することになって

いた「社会と情報」と「情報の科学」という科目がなく

なり，代わりに「情報Ⅰ」と「情報Ⅱ」という科目が新

設された。「情報Ⅰ」は必履修科目なのですべての高校

【研究論文】

神奈川工科大学教職教育センター年報
第3巻　2020年3月
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生が学ぶことになる。この「情報Ⅰ」では「(4)情報通信

ネットワークとデータの活用」という項目でデータベー

スを扱うことになっている。高等学校学習指導要領には

「データを蓄積，管理，提供する方法，情報通信ネット

ワークを介して情報システムがサービスを提供する仕組

みと特徴について理解すること」と高校生が身に付ける

べき知識内容が示されている 1)。 

 本学での教職課程の科目「情報科教育法」においても

「情報検索とデータベースの指導法」という単元を設け

て，講義と実習の形式で，データベース管理システムや

情報通信ネットワークを介した情報システムについて扱

っている。 

2. Raspberry Pi を用いた実習環境

「情報科教育法」でのデータベースの授業では，デー

タベースシステムの概要を解説した後，学生がそれぞれ

のノートパソコンで DBMS(DataBase Management System)

を操作する実習を行うことにしている。具体的には，

SQL によって DBMS の操作をするとともに，データベー

スと連携した Web アプリケーションを作成してデータを

表示したり検索させたりするものだが，この授業で実習

を行うときは毎回サーバ機を教室に持ち込むことにして

いる。その際サーバ機として利用しているのは，学習用

シングルボードコンピュータの Raspberry Pi である。

Raspberry Pi を使用する以前は，玄人志向から発売され

ていた「玄箱 (KURO-BOX/HG) 」という NAS(Network 

Attached Storage)を実習用サーバ機として利用していたが，

図 1 で比較するとわかるように筐体が重くてかさばるの

が欠点であった。 

図 1 玄箱 (左)と Raspberry Pi (右)． 

 「玄箱」と比較すると Raspberry Pi は，教具としてか

なり優秀である。小型軽量のため，カバンの中に入れて

持ち運ぶことが苦にならない。ネットワークへの接続で

も，2016 年に発売された Raspberry Pi 3 Model B では Wi-

Fi(無線 LAN)が標準装備されているので，情報コンセン

トもしくは Wi-Fi のアクセスポイントがあれば学内のど

の教室でも使用できる，といった利点がある。

 Raspberry Pi の標準 OS は Raspbian と呼ばれるものだ

が，基本的な操作は「玄箱」で利用していた Debian 

GNU/Linux と同じであるため使いやすい。Raspbian のイ

ンストールも手順通りに行えば，難しくない。筆者は，

以前 Raspberry Pi 3 Model B に Raspbian Jessie Lite を

Windows パソコンと 1 本のネットワークケーブルだけを

用いたインストール方法を紹介したことがあるが，その

後公開された Raspbian Stretch Lite も同じ手順でのイン

ストールが可能である 2)。

また Raspberry Pi 3 Model B は，複数の Wi-Fi アクセス

ポイントに対応させることができる。他の携帯情報端末

では当たり前となっている機能であるが，例えば自宅の

Wi-Fi と大学の Wi-Fi の両方の設定をしておくと，電源

を入れた時の環境に合わせてどちらかの設定が選択され

て，自動で Wi-Fi 接続ができる。 

Raspberry Pi の Wi-Fi 設定は，OS(Raspbian)のバージョ

ンによって異なる場合があるが，Raspbian Stretch では次

の手順で行うことができる。

まず， 

iwlist wlan0 scan 

と入力し，利用可能な Wi-Fi アクセスポイントの情報を

表示させる。次に， 

wpa_passphrase (SSID) (パスワード) 

と入力し，接続したいアクセスポイントのパスワードを

暗号化する。 

次に，/etc/wpa_supplicant/wpa_supplicant.conf ファイル

を開いて，図 2 のように，network 項目に暗号化したパ

スワードを記述する。

この network 項目は，並べて記述することで，使用す

る環境に合わせた複数の Wi-Fi アクセスポイントに対応

する。それらの Wi-Fi アクセスポイントには優先順位を

与えることができるが，priority で与えた数値が小さいも

のほど優先順位が高くなる。 

図 2 /etc/wpa_supplicant/ wpa_supplicant.conf の例． 
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また，Raspberry Pi をサーバとして利用する場合は IP

アドレスを固定しておくことが望ましいが，その設定は

/etc/dhcpcd.conf ファイルに記載する。 

筆者の Raspberry Pi では，自宅と職場とでそれぞれ異

なる IP アドレスを設定している。 

図 3 のように interface wlan0 と書かれた行の後に，

SSID 別の固定 IP アドレスを記述することで，Wi-Fi ア

クセスポイントごとの IP アドレスを指定できる。

図 3 /etc/dhcpcd.conf の例． 

 また，プロキシサーバを介してインターネットに接続

させたい場合は，図 4 のような/etc/apt/apt.conf ファイル

を作成し，プロキシサーバ名：ポート番号の形式で記述

する。 

図 4 /etc/apt/apt.conf の例． 

使用中の Raspbian のバージョンは，次のコマンドで確

認することができる。 

lsb_release –a 

ちなみに筆者の RaspberryPi 3 Model B での実行結果は

図 5 のようになる。 

図 5 Raspbian のバージョン表示． 

 筆者はこの RaspberryPi 3 Model B に，表 1 のアプリケ

ーションをインストールして，実習授業に使っている。 

表 1 実習授業で利用したアプリケーションとそのバー

ジョン 
ソフトウェア パッケージ名（バージョン） 

Web サーバ apache2(2.4.25-3+deb9u8) 

DBMS mariadb-server 

(10.1.38-0+deb9u1) 

PHP 言語 php (7.0.33-0+deb9u3) 

FTP サーバ vsftpd(3.0.3-8) 

DB 管理 phpmyadmin (4:4.6.6-4) 

以前の実習授業は，次のような手順で行っていた。 

まず学生は，各自のノートパソコンにターミナルエミ

ュレータの TeraTerm をインストールする 3)。 

その TeraTerm が起動できたら，共通の ID とパスワー

ドを使って Raspberry Pi にログインする。そして OS の

シェル上でいくつかのコマンドを実行する。

例えば，mysqladmin コマンドで MariaDB サーバーの

稼働を確認したり，mysqlshow コマンドでデータベース

の一覧を表示させたりする。 

その後 MariaDB モニタを起動して，基本的な SQL 文

の書き方を実習する。 

図 6  MariaDB モニタの実行画面． 

キャラクタベースのユーザーインターフェース(CUI)

に慣れていない学生には，ここがわかりにくいようであ

る。 

エラーが発生したとの報告があって確認すると，OS

のシェル画面なのに MariaDB モニタの画面と錯覚して

SQL 文を入力していたということがあった。 

そこで今年度の授業から，ターミナルエミュレータで

サーバに接続することをやめることにした。代わりに

Web を介して MySQL の操作ができる phpMyAdmin を利

用して SQL の実習を行うことにした。

 この phpMyAdmin というのは，スクリプト言語の PHP

で記述された無料の MySQL と MariaDB の管理ツールで

ある。IT コンサルタントだった Tobias Ratschiller が 1998

年から 2000 年にかけて開発を行い，その後 2001 年から

は phpMyAdmin プロジェクトが開発を引き継いでいるも

のだが，直感的な Web インターフェースが使いやす

く，機能が豊富なので広く使われている 4)。 
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 phpMyAdmin でのログインは，図 7 のような画面で行

う。 

図 7  phpMyAdmin のログイン画面． 

共通のユーザ名とパスワードでログインするところは

同じだが，phpMyAdmin では多くの操作をコマンド入力

なしに行うことができる。画面の表示項目をマウスでク

リックするだけ，ということも多い。例えば，使用する

データベースを指定するには，MariaDB モニタではキー

ボードを使って「use データベー名」と入力するが，こ

れに対して phpMyAdmin では画面左端に表示されるデー

タベース名をクリックするだけでよい。

図 8 は，実習授業で使用するデータベースを選択した

直後の画面である。jouhou というデータベース名をクリ

ックするだけで，画面には jouhou データベースに含ま

れるテーブルの一覧が表示されている。 

図 8  データベース名「jouhou」をクリック後の表示． 

この時さらに，表示されたテーブル名をクリックする

と，今度は図 9 のように自動的に SELECT 文が実行され

て，テーブル内のデータの一部が表示される。特別な操

作をしなくても，登録されているデータを確認すること

ができる。 

図 9  テーブル名「music」をクリック後の表示． 

 学習者が SQL 文を入力する場合は，画面中央にある

「SQL」タブをクリックする。すると「SQL クエリボッ

クス」と呼ばれるテキストボックスが表示されるので，

ここに SQL 文を入力し，画面右下の「実行」ボタンを

クリックすることで SQL 文を実行できる。

SQL 文の入力の際，テーブル内のフィールド名を確か

めたくなることがあるが，図 10 のように phpMyAdmin

では直前に選択されたテーブルのフィールド一覧が画面

右のカラム欄に表示される。 

 そのため，フィールド名がわからなくて操作に困ると

いったことがない。 

図 10  SQL クエリボックス右端のカラム欄． 

 また phpMyAdmin の SQL クエリボックスでは，SQL

文を入力する際に入力アシスト機能が働く。Microsoft 

Visual Studio の統合開発環境で使用されているインテリ

センス (IntelliSense) のような 自動補完システムであ

る。

例えば，SELECT 文を入力しようとして最初の 2 文字

の「SE」と入力すると，図 11 で示したように入力候補

が表示される。マウスでクリックするか，タブキーを押

すことで強調表示された候補を選択できる。 

 この入力補助機能は，SQL の予約語だけでなく，使用

しているデータベースのテーブル名やフィールド名に対

しても有効なので，それらのスペルを正確に覚えていな

くても，SQL 文の入力が中断されることはない。 
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図 11  phpMyAdmin の入力アシスト機能． 

 また phpMyAdmin では，SELECT 文でデータ表示をさ

せても，いきなり大量のデータが表示されて困るといっ

たこともない。最初に表示されるデータ数は，25 行を初

期値として，50，100，250，500 行と必要に応じて行数

を変更することができるようになっている。 

3. phpMyAdmin の準備

実習授業で phpMyAdmin を利用するには，いくつか

のソフトウェアの準備が必要である。まず Web サーバ

が必要である。筆者の Raspberry Pi には Web サーバとし

て「Apache/2.4.25 (Raspbian)」をインストールしてい

る。 

 次に必要なものはスクリプト言語の PHP である。

phpMyAdmin 自体が PHP で書かれているので，これは必

須である。手元の Raspberry Pi にインストールされてい

る PHP のバージョンは「7.0.33-0+deb9u3」である。 

PHP のインストールは次のコマンドで実行できる。 

aptitude install php 

PHP 用の MySQL モジュール php-mysql も必要なの

で，こちらも 

aptitude install php-mysql 

としてインストールしておく。 

 そしてデータベース管理システムである MariaDB（ま

たは MySQL）も必須である。手元の Raspberry Pi には

「mariadb-server(10.1.38-0+deb9u1)」をインストールして

いる。mysql-client パッケージに含まれるコマンドライン

ツールも必要になるので，インストールする際は，

aptitude install mysql-server mysql-client 

として，それらを同時にインストールしておくとよい。 

なお，この MariaDB には注意すべき点がある。このバ

ージョンの MariaDB は root ユーザの認証に unix_socket 

認証プラグインが使われているので，コマンドラインツ

ールの MariaDB モニタを起動しようとして， 

mysql -u root -p 

と入力しても，エラーメッセージが表示されて起動でき

ないのである。 

unix_socket 認証プラグインが使われている場合は，su

もしくは sudo コマンドで OS の root 権限を取得すればパ

スワードは不要になるので，MariaDB モニタを起動する

には，

sudo mysql 

と入力すればよい。 

 この unix_socket 認証プラグインは，phpMyAdmin に

も影響を与えている。というのは phpMyAdmin もユーザ

名が root ではログインできないのである。 

そのため，当初は MariaDB の設定を変更し，従来のパ

スワード認証に戻すことを検討したが，実習授業にのみ

使うことを思えば root ユーザがログインできなくても何

ら問題ないことに気づいたので，そのままにしている。

もしも MariaDB で root 権限が必要になったら，OS の

root になって MariaDB モニタを起動すればよいわけであ

る。

インストール終了後，/usr/bin/mysql_secure_installation

の初期設定も終えたら，次のようにして phpMyAdmin を

インストールする。

aptitude install phpmyadmin 

なお phpMyAdmin にログインできるのは登録済みのユ

ーザに限られるので，ブラウザで phpMyAdmin を開く前

に MariaDB モニタを使ってデータベースユーザを登録し

ておく必要がある。 

図 12  許可されたデータベース名だけの表示． 
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4. phpMyAdmin を用いた実習授業

 phpMyAdmin では，一般ユーザがログインした場合，

表示されるデータベースはそのユーザに許可されたもの

だけである。 

実習授業で使っている Raspberry Pi には，図 12 に表示

されている jouhou データベース以外にもいろいろなデー

タベースが存在するのだが，それらは表示されないので

学習者はデータベースを選択する際に迷わなくてすむ。 

 今年度の実習授業は，あらかじめ用意した music テー

ブルを用いて SQL の働きを確認することから始めた。 

まず，SELECT 文を使ってテーブル内のデータを参照

するために， 

SELECT * FROM music; 

と入力する。画面には先頭の 25 行分のデータが表示さ

れる。 

テーブル内のデータが参照できたら，条件を指定して

データを抽出させる。 

例えば「Artist フィールドに『John Coltrane』が含まれ

る CD を参照せよ」という課題では，SQL クエリボック

スに，

SELECT * FROM music  

WHERE artist LIKE '%John Coltrane%'; 

という SQL 文を入力する。 

すると画面には，図 13 のように「John Coltrane」が含

まれる 7 件のデータが抽出される。 

図 13  LIKE 演算子を使った条件式の例． 

この際，抽出条件が「artist='John Coltrane'」ではなく

「artist LIKE '%John Coltrane%'」だったことに注目させ

る。 

その結果，抽出されたデータには，アーティスト名が

「John Coltrane」のものだけでなく，「Thelonious Monk 

with John Coltrane」や「John Coltrane & Johnny Hartman」

となっているものも含まれていることに留意させ，あわ

せてワイルドカード「%」の働きについても解説を加え

る。 

また「市町村名が登録されているテーブル city とメン

バーが登録されているテーブル member とを結合させ，

メンバーの市町村を漢字で表示せよ」という課題は，図

14 のような，複数のテーブルを結合する SQL 文を求め

る設問である。 

図 14  複数のテーブルを結合する SQL 文． 

この課題では，図 15 に示す「id, name, address」とい

うフィールドを持つ member テーブルと，図 16 に示した

「ccode, ckanji, ckana」というフィールドを持つ city テー

ブルを結合し，図 17 のようにメンバーの市町村名を漢

字で表示させた。 

図 15  member テーブル．図 16  city テーブル． 

図 17  実行すると市町村名が漢字で表示される． 

その他「CREATE TABLE」を使ったテーブル作成，

「INSERT INTO」を使ったデータ登録，「UPDATE」を

使ったデータ変更など，phpMyAdmin の SQL クエリボッ
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クスを使って SQL の基礎をひととおり扱うデータベー

ス演習を行った。

今年度の授業を，以前の MySQL モニタを利用した実

習授業と比較すると，学生が演習課題を進める速度が早

くなったことが実感された。以前は，授業時間内に終わ

らなかった作業が，時間内に余裕をもって終わるように

なったのである。 

これにはいくつか理由が考えられる。 

まず，実習手順の簡略化による効果である。 

以前のような，実習を行うために各自がターミナルエ

ミュレータをインストールする作業は不要になった。そ

のため，そのソフトウェアの使用方法を習得する時間も

不要になったので，それだけ時間が短縮できた。 

また，使用するソフトウェアがブラウザだけになった

ので，想定外のトラブルが起こりにくくなった。以前は

時折発生していたネットワーク接続のトラブルも，ほと

んど発生しなかった。phpMyAdmin の Web ページを開く

ことができれば，ネットワーク接続には問題がないと考

えてよいのである。 

次に phpMyAdmin がもつアシスト機能の効果である。

先に記したように，phpMyAdmin の SQL クエリボック

スへの入力では SQL の予約語だけでなく，テーブル名

やフィールド名の候補も表示される。また SQL 文の実

行には「実行」ボタンをクリックするなど，マウス操作

を中心としたわかりやすいインターフェースも，課題を

行う上で，時間短縮の効果を導く理由となったと考えら

れる。

5. おわりに

データベースの実習授業に phpMyAdmin を使うアイデ

ィアは，数年前にも一度試したことがあった。 

その時はサーバ機として，初代の Raspberry Pi である

Raspberry Pi 1 Model B を用いたのだが，全体の動きが重

く，10 数人の学生が実習するには，処理速度が追い付い

ていない感じがした。 

 しかし今回利用した Raspberry Pi 3 Model B では，処理

速度が断然早く，レスポンスもよかった。これならば安

心して授業で使えるレベルと感じられた。 

 この phpMyAdmin を使うことの最大のメリットは，学

習者が SQL 文に触れるまでの手順を短くすることがで

きることである。 

 ブラウザを開いて，phpMyAdmin にログインをする。

あとは使用するデータベースをクリックして SQL クエ

リボックスを表示させれば，すぐに SQL 文の入力を開

始できる。操作可能なテーブルやそれに含まれるフィー

ルドの一覧は画面に表示される。正確に構文を覚えてい

なくても，SQL クエリボックス下のボタン「SELECT」

「INSERT」「UPDATE」「DELETE」をクリックする

と，SQL 文の雛形が入力される。SQL の初心者が学習用

に使うには最適とまでは言えないまでも，かなり使える

ソフトウェアであると考える。

 今年度の授業結果を踏まえ，来年度は演習課題を見直

して，より内容を充実させるものにしたいと考えてい

る。 
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少年法改正の背景をさぐる 

渡辺 演久 

神奈川工科大学 基礎・教養教育センター 

Exploring the Background of the Revision of the Juvenile Law 

Ｎｏｂｕｈｉｓａ ＷＡＴＡＮＡＢＥ 

Abstract 

 現行少年法は、1948 年からの施行以来その基本理念や骨格は維持しているが、2000 年代に入 

って大きな 4 回の改正を行っている。1990 年代後半からのいわゆる被害者保護の必要性の高まり 

とそれまで議論されてきた事実認定手続に対する疑義が相まって、衆議院議員選挙も重なり急 

速に政治問題化するというプロセスであった。本稿では、逸脱行為を繰り返す子どもへの不信 

が根底にあると考え、当時の教育改革国民会議の提言を手がかりに少年法改正の背景をさぐる 

ものである。 

Key Words: Juvenile, Delinquency, Deviation, Distrust 

１子どもへの不信 

現行の少年法は 1948 年に施行され、2000 年、2007 年、

2008 年、2014 年に 4 回の大きな改正を行った。これまで

1960年代から 70年代にかけて、法務省、最高裁判所、弁

護士会の間で改正について大きな議論になったが改正に

はいたらなかった。 

この頃はいわゆる永山事件といって 19 歳の少年がピス

トルで連続殺人事件を犯すという出来事で世間を震撼さ

せた時期であった。そのため、1970 年の「少年法改正要

綱」には青年層の設置が盛り込まれ、18歳と 19歳の少年

は青年とし、検察官の関与した刑事裁判に近い審判をする

ように求められた。そして法制審議会で「中間答申」が出

され、18歳と 19歳はある程度異なった取り扱いをするよ

うにとされたが、実現にはいたらなかった。この頃から少

年法は常に改正せよという批判にさらされている。大きな

事件が起こるとすぐに厳罰化せよという要求は昔からな

のである。 

昨今の少年法に対する改正の声は 1990 年代の後半から

上がり始めた。この 90 年代は被害者問題が大きくクロー

ズアップされ、そこに山形マット死事件をはじめとする事

実認定の問題や、神戸連続児童殺傷事件などの凶悪犯罪へ

の対処などが重なり、政治問題化するというプロセスがあ

った。背景には「子どもへの不信」があったように思われ

る。直接、少年法とは関係ないが、2000年に当時の小渕内

閣が教育改革国民会議を設置し、次のような提言をまとめ

た。世間が逸脱行為を行う子どもやその親に対してどう思

っているのかが見て取れる。子どもに対する不信や、それ

をコントロールできない親への不信が表されている。以下

にいくつかの項目を掲載する。 

●教育改革国民会議の提言（抜粋） 平成 12年（2000年）

2月 22日 

（傍線筆者） 

（危機に瀕する日本の教育） 

 日本人や日本社会は、これまで、その時代の中で教育の

営みを大切にし、その充実に力を注いできた。明治政府発

足時、第二次世界大戦の終戦時など、幾度かの大きな教育

【研究論文】

神奈川工科大学教職教育センター年報
第3巻　2020年3月
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改革が行われてきた。そして、日本の教育は、経済発展の

原動力となるなど、時代の要請に応えるそれなりの成果を

上げてきた。  

 しかし、いまや 21 世紀の入口に立つ私たちの現実を見

るなら、日本の教育の荒廃は見過ごせないものがある。い

じめ、不登校、校内暴力、学級崩壊、凶悪な青少年犯罪の

続発など教育をめぐる現状は深刻であり、このままでは社

会が立ちゆかなくなる危機に瀕している。  

 日本人は、世界でも有数の、長期の平和と物質的豊かさ

を享受することができるようになった。その一方で、豊か

な時代における教育の在り方が問われている。子どもはひ

弱で欲望を抑えられず、子どもを育てるべき大人自身が、

しっかりと地に足をつけて人生を見ることなく、利己的な

価値観や単純な正義感に陥り、時には虚構と現実を区別で

きなくなっている。また、自分自身で考え創造する力、自

分から率先する自発性と勇気、苦しみに耐える力、他人へ

の思いやり、必要に応じて自制心を発揮する意思を失って

いる。 

 また、人間社会に希望を持ちつつ、社会や人間には良い

面と悪い面が同居するという事実を踏まえて、それぞれが

状況を判断し適切に行動するというバランス感覚を失っ

ている。 

◎問題を起こす子どもへの教育をあいまいにしない

一人の子どものために、他の子どもたちの多くが学校生

活に危機を感じたり、厳しい嫌悪感を抱いたりすることの

ないようにする。不登校や引きこもりなどの子どもに配慮

することはもちろん、問題を起こす子どもへの対応をあい

まいにしない。その一方で、問題児とされている子どもの

中には、特別な才能や繊細な感受性を持った子どもがいる

可能性があることにも十分配慮する。  

提言  

（１）問題を起こす子どもによって、そうでない子どもた

ちの教育が乱されないようにする。  

（２）教育委員会や学校は、問題を起こす子どもに対して

出席停止など適切な措置をとるとともに、それらの子ども

の教育について十分な方策を講じる。  

（３）これら困難な問題に立ち向かうため、教師が生徒や

親に信頼されるよう、不断の努力をすべきことは当然であ

る。しかし、これは学校のみで解決できる問題ではなく、

広く社会や国がそれぞれ真剣に取り組むべき問題である。  

さて、いかがであろうか。提言の一部を抜粋したもので

あるが、子どもへの不信のまなざしが読み取れないであろ

うか。逸脱行為をする子どもは許せない、それをコントロ

ールできない親は情けないとも言いたげである。現実に、

2003年長崎県で 12歳の少年が男児を殺害した事件にあた

って、当時の防災担当大臣が「（加害少年の）親は市中引

き回しのうえ打ち首にすればいい」と発言し、法改正の契

機ともなった。年配の方からみると荒れる子どもたちとそ

れをきちんと注意しないだめな親ということなのであろ

うか。教育改革国民会議の提言にしろ、防災担当大臣の発

言にしろ、問題行動を起こしている子どもたちがなぜそう

いう行動をしてしまうのか、あるいはせざるを得ないのか

ということには思いが至っていないようである。「不信」

に基づいてとにかく問題行動には力で対処しようという

考えのようである。しかし、問題はそれで解決するのであ

ろうか。子どもの問題行動を、子どもからのＳＯＳである

と考えるとまた違った見方ができるのではないか。いじめ、

不登校、学校への不適応、友人関係、親子関係、児童虐待、

精神的な病など子どもたちをとりまく問題は山積してい

る。これらの問題を解決することなしに、力で子どもに対

処し、親を打ち首にしても何の問題解決にもならないであ

ろう。 

２ 2000年の改正 

上記のように「子どもへの不信」のもとで少年法は改正

されていったと考えることができる。そして教育改革国民

会議の提言が出された 2000 年に少年法の第一次改正が行

われた。改正の内容を以下に確認していく。 

①「非行事実認定手続の一層の適正化」

非行事実認定を目的とする観護措置の特別延長制度の

創設、観護措置決定および延長決定に対する異議申立て制

度の導入、裁定合議制の導入、検察官の審判関与、検察官

による「抗告受理の申立て」制度の創設、検察官の審判関

与時および抗告受理申立て受理時における国選付添人制

度の導入、不処分決定に対する一事不再理効の付与、保護
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処分終了後の保護処分取消制度の創設 

②「被害者等への配慮の充実」

被害者等による記録の閲覧・謄写、被害者等の申出によ

る意見の聴取、被害者等に対する通知 

③「少年の処分等のありかたの見直し」

保護者に対する措置の導入、検察官送致決定の対象年齢

の引き下げと「少年院収容受刑者」制度の創設、いわゆる

「原則逆送」制度の導入、処断刑が無期刑の場合における

刑の緩和の裁量化、無期刑に刑が緩和された場合における

仮釈放の緩和の修正 

以上のように大きく 3 つに分けることができる。本稿で

は改正内容の詳細は省略するが、これらに共通するのは

「子どもへの不信」の中でも「子どもはうそをつく」とい

う考え方ではないか 1）。 

 例えば、少年の供述が信用ならないから、3人の裁判官

で判断しよう（裁定合議制の導入）、裁判官だけでは少年

のうそが見抜けないかもしれないから検察官も審判に参

加してもらおう（検察官の審判関与）という具合である。

刑事司法の原則の無罪推定ではなく有罪推定になってし

まっている。 

 さらにこの改正には捜査側へのメスはまったく入れら

れていない。①の「非行事実認定手続の一層の適正化」の

契機となった草加事件（1985年）、山形マット死事件（1993

年）は捜査側による初動捜査のミス等が指摘されているに

もかかわらずである。 

こうした改正は、少年は被暗示性が強く、捜査員に迎合

しやすいという子どもの特性を無視している。一度自白す

ると少年審判での供述の撤回がかなり難しくなるといえ

る。子どもの権利条約では、第 12 条 1 項で「締約国は、

自己の意見を形成する能力のある児童がその児童に影響

を及ぼすすべての事項について自由に自己の意見を表明

する権利を確保する。この場合において、児童の意見は、

その児童の年齢及び成熟度に従って相応に考慮されるも

のとする」と規定している。まずは捜査段階、少年審判の

どちらでも自己の言い分をしっかり発言し、大人も真摯に

耳を傾ける態度が必要といえる。「その児童の年齢及び成

熟度に従って相応に考慮されるものとする」とされている

以上、被疑者とされた少年の取調べには弁護人の立会いな

ど特別な配慮が必要と考えられる。③の改正のように刑事

処分による効果を過大に評価し、少年を脅しても効果は乏

しいし、子どもの権利条約をはじめとした国際法上の要請

を満たすことはできないと考えられる。 

３ 2007年及び 2008年の改正 

2007年の改正 

①触法少年に対する「調査」権限を警察に付与、児童相

談所から家庭裁判所への送致手続の変更、②少年院収容年

齢の引き下げ（おおむね 12歳以上）、③保護処分としての

保護観察時における遵守事項違反に対する施設収容、④国

選付添人制度の拡大 

2008年の改正 

①被害者等による記録の閲覧及び謄写の範囲の拡大、②

被害者の申出による意見聴取の対象者の拡大、③一定の重

大事件の被害者等が少年審判を傍聴することができる制

度の創設、④家庭裁判所が被害者等に対し審判の状況を説

明する制度の創設、⑤成人の刑事事件の管轄の移管等 

上記のように立て続けに法改正が行われた。とくに

2007 年の第二次改正は、14 歳未満の子どもによる重大事

件が発生したことによるものであった 2）。刑事責任年齢は

14 歳となっているため 3）、14 歳未満の少年による事件は

触法事件とよばれる。児童相談所へ「通告」し、児童相談

所が責任をもって事件を処理するという「児童福祉機関先

議の原則」がとられている。しかし、重大な触法事件につ

いては、「通告」ではなく「送致」となり、児童相談所は

原則的に家庭裁判所に事件を「送致」しなければならなく

なった。つまり児童相談所のような児童福祉機関は、少年

を家庭裁判所に送致するためのトンネル機関化してしま

った。児童福祉の中で解決するのではなく、刑事司法の中

で解決することになった。 

また、これまで少年院への収容年齢は 14 歳以上と規定

されていたが、おおむね 12 歳に改められた。先に紹介し

た教育改革国民会議の提言にあるように、「問題を起こす

子どもによって、そうでない子どもたちの教育が乱されな

いようにする」ために、悪い子は少年院に収容して隔離し

てしまおうと大人は思っているというのは考えすぎであ
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ろうか。 

重大な事件であるほど、家庭の問題や本人の抱えている

問題が深刻であることは実証的な研究で明らかになって

いる 4）。一見すると「悪い子」が、実は教育や福祉の網か

らこぼれ落ちてしまった子である可能性が非常に高い。刑

事司法的な観点から考えるのではなく、児童福祉的な観点

から考えるのはこのためである。 

 しかし、これらの改正の背景には、少年事件が増加し凶

悪化し、さらに低年齢化 5）する中で、刑事処分のできない

14 歳未満の少年が殺人事件を立て続けに起こした、さて

困ったという目に見える表面的な事実しか捉えていない

ことにある。やはり子どもへの「不信」が根底にあると考

えられる。 

 児童相談所で子どもがうそでもついたら児童相談所は

そのことを見抜けるのか。さらに、殺人を犯した触法少年

を少年院に収容しないで児童福祉施設である児童自立支

援施設への送致 6）でよいのかといった具合にである。 

 一方で、ここでも捜査側へのメスは入れられていないこ

とにも注意が必要である。それどころか、警察が押収・捜

索・検証・鑑定嘱託といった対物的な強制処分や取調べを

「調査」として行えるように規定された。黙秘権の告知や

保護者・児童福祉司・弁護士の取調べへの立会いも認めら

れない改正であった。またしても、被暗示性が強く、大人

に迎合しやすいといった子どもの特性を考慮しておらず、

真実発見の可能性を大幅に後退させかねない改正といえ

る。 

４ 2014年の改正 

 2014 年 4 月には、第 4 次改正が行われた。以下がその

内容である。 

①有期刑の上限を 10 年から 15 年へ、②少年審判への検

察官関与の拡大（窃盗や恐喝も対象に）、③無期懲役から

有期刑に減刑した場合の上限を 15年から 20年へ、④この

場合の仮釈放の条件を「3年が経過してから」から「刑の

3分の 1が経過してから」に改める。 

これらの改正は、被害者の意見を大きく反映させたもの

になった 7）。「加害者が何歳かではなく、何をやったかが

重要」8）というコメントにあらわされるように、犯罪結果

重視の方向へ舵をきったように思われる。また、少年審判

への検察官関与の拡大は、2000 年改正時の、少年が審判

で無罪主張に転じた場合、それがうそをついているという

見解の延長線上にあるのではないか。小さな事件の小さな

うそも見逃さず、「適切に」処罰せよということのようで

ある 9）。そして、「適切に」処罰するために、有期刑の上

限を延長したのである。少年の可塑性に着目するよりも、

まずは刑事的な責任を問い、大人と同じように「責任」を

とりなさいということのようであるが、残念ながら厳罰化

が犯罪や非行を減少させるという科学的な知見はない。 

５ まとめ 

 上記のように簡単にではあるがこれまでの 4 回の法改

正を概観し、背景を考察した。やはり、改正する側の大人

には、教育改革国民会議の提言（2000 年 2 月）の子ども

観が透けてみえないであろうか。子どもへの「不信」であ

る。提言は、「いまや２１世紀の入口に立つ私たちの現実

を見るなら、日本の教育の荒廃は見過ごせないものがある。

いじめ、不登校、校内暴力、学級崩壊、凶悪な青少年犯罪

の続発など教育をめぐる現状は深刻であり、このままでは

社会が立ちゆかなくなる危機に瀕している。」と現状を分

析している。 

さらに、「子どもはひ弱で欲望を抑えられず、子どもを

育てるべき大人自身が、しっかりと地に足をつけて人生を

見ることなく、利己的な価値観や単純な正義感に陥り、時

には虚構と現実を区別できなくなっている。また、自分自

身で考え創造する力、自分から率先する自発性と勇気、苦

しみに耐える力、他人への思いやり、必要に応じて自制心

を発揮する意思を失っている。」とし、子どもも親も危機

的な状況にあるとしている。モラル・パニックの様相を呈

している 10）。 

 しかし、子どもはひ弱で欲望を抑えられないからこそ子

どもなのであり、だからこそ変わる可能性すなわち可塑性

があるのである。われわれ大人は非行の結果ばかりを重視

するのではなく、科学的な知見を用いて非行の背景を探り、

解決していくことのほうが結果的に非行や犯罪を減らす

ことができると考えられる。 

子どもは小さな大人ではない。今一度、子どもとはどう
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いう存在なのかをしっかり考えていく必要があるように

思われる。 

本稿は「これまでの少年法改正の背景」（NCCD 第 54 号

49-58頁、2016）を改題し、必要な加筆・修正を加えたも

のである。 
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「法の起源としての昔話と日本人の正義観」  
～道徳教育及び社会科教育の指針として～ 

山本聡 

神奈川工科大学 教職教育センター （satoshi@gen.kanagawa-it.ac.jp） 

Old stories and the Japanese view of justice as the origin of law 

Satoshi YAMAMOTO 

Abstract 

10 年間の裁判員制度（寛刑化と裁判回避傾向）の傾向をもとに、その根拠として法の起源であ

る昔話や説話から日本人の正義感、道徳感を探り、日本の法文化に影響を受ける西洋起源の日本

の刑事司法制度を考察する。新しい道徳の指導要にある「寛大な心をもって他人の過ちを許す（相

互理解、寛容）」と「法やきまりへの放縦で自分勝手な反発を許さない（規則の尊重）」や、「理

解し合い、信頼や友情を育む（友情、信頼）」と「同調圧力に流されない（公正、公平、社会正

義）」といった価値観の葛藤の軸から考える指導指針を見出す。 

Key Words:  裁判員制度, 法の起源, 法文化, 葛藤軸, 道徳教育, 社会科教育 

１．はじめに 

「証拠に基づき、皆さんの常識に照らして少しでも疑問

があったら有罪にはできません。疑問が残っていたら無罪

にしなければなりません」。１０年前から始まった裁判員

裁判では、評議に当たり専門裁判官からそのような説示が

なされる。日弁連のホームページにある裁判員制度の説明

では、＜心にとめておきたい４つのこと＞として「法廷に

現れた証拠だけをもとに判断」「常識にしたがって間違い

ないと確信できないときは無罪とする勇気を」「自白の判

断は慎重に」「刑罰は報復だけではなく社会でのやり直し

のチャンスも考慮して」があげられている。 

これらは、被疑者・被告人の権利として現代刑事法の原

則、つまり「無罪の推定」や「疑わしきは被告人の利益に」

といわれたり、また「黙秘権」や「自白の任意性」の根拠

とされる常識でもある。法学部の学生ならば当然のことと

されるが、小中学生への法教育として「模擬裁判」や「昔

話法廷」の授業などを行うと、きまって「何で悪いことを

したのに黙秘してもいいの」「本当のことを言うべきだ」

「容疑者なのだから推定無罪なんておかしい」などの質問

が沸騰する。 

教育現場では「道徳教育」という授業があり、倫理や道

徳として人のあるべき姿を学ぶからである。ところが法学

部では「人権を侵害された過去の反省から生まれた重要な

ルールなのだ」と教え込まれ、何の疑問も持たずに原則だ

けを覚えてしまう。だから、刑事映画やドラマでは、被害

者の痛みや悲しみを認識できず「何が悪い」とうそぶく反

省のない犯人に対し、熱血刑事が胸ぐらをつかんでも何の

違和感も感じない。

刑事や検察官・裁判官さえも、まさか犯人が冤罪かも知

れないなどとは思わないのだから、従来の刑事裁判の有罪

率が 99.9％と言われるのは驚くことではない。日本の検

察・裁判文化として「悪は決して逃さない」という正義感

がそうさせるとの比較犯罪学のエビデンスもある。刑法は

人権保障の機能を持つという形式論だけが学習され、現実

との齟齬に関心を持たない結果でもある。司法の民主化の

一環として裁判員制度が開始されてから 10 年目となる。

従来の専門裁判官による刑事裁判では 99.9％と言われる

高い有罪率が、裁判員による有罪率では 99.15％（10 年平

均）に下がっている（統計数値は後述）。さらに、執行猶

予および保護観察処分の言い渡しが増えている。これに対

し、裁判員候補者の辞退率は高まり、選任手続きへの参加

率は低下し続けている。つまり、市民の法感情は同胞を裁

く責任は回避傾向（裁判員になることを逃げる）を示す一

方で、被告人の意見を真摯に聞き、市民としての正義感に

基づいて同情的に判断する傾向が見られた。そうした理由

を日本的な法文化（昔話や説話などが法の起源であると考

える筆者の前提）、民衆の道徳観や正義感の点から探って

みたいと思う。  

２. 10 年目の裁判員制度（寛刑化と裁判回避傾向）

裁判員制度がスタートして 10 年（2009 年 5 月 21 日よ

りスタート）を経過した。専門裁判官だけの調書中心裁判

から市民が参加する法廷中心の審理に、これまで 92773

人（裁判員：69240 人、補充裁判員 23533 人/2019 年 6 月

末統計）の市民が参加した。裁判所によると、12276 人の

被告人事件（殺人：2810 人、強盗致傷：2607 人、傷害致

死：1199 人、覚せい剤取締法違反：1001 人、強盗殺人：

310 人など）に対し、11915 人に有罪、105 人に無罪、12
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人の少年に家裁移送決定がなされた。（2019 年 6 月末現

在：最高裁統計） 

これにより、裁判員裁判による有罪率は 99.15％に低下

（0.７5 ポイント低下/ 殺人の有罪率 99.33％、強盗致

傷：99.62％、傷害致死：98.25％、覚せい剤：96.01％、

強盗殺人：99.03％） した。 

いっぽうで、選任手続きについてみると裁判員候補者の

内、辞退率は制度開始（53.1％）から 6.7 ポイント上昇し

２月末現在で 69.8％となっている。また、呼び出しを受

けた裁判員候補者の選任手続き当日への出席率は 83.9％

（制度開始）から年々低下し、２月末現在で 22.0 ポイン

トマイナスの 61.9％となっている 。

こうした数字は、法律専門家のように法知識や法的判断

指針を持たない法律素人が、人の生死を左右する重大な判

断をすることを避けたいという気持ちが表れている。いっ

ぽう、裁判員に選任され参加した市民の約９５％以上が参

加してよかったと答えていること。開始当初危惧されてい

たような、安易な判断や偏った判断を裁判員が行うどころ

か、むしろ、専門裁判官の司法慣習に拘泥されず、事件の

背景やいきさつを個別にしっかり判断がなされたことが

うかがえる。こうした結果は、裁判員裁判という一回性の

判断は、いつも悪人に対峙している裁判官のルーティン・

ワークを越えて、新鮮な眼を評議に与えたとみることが出

来る。裁判員は裁判の結果に対する利害関係もない。継続

的な人間関係や組織としての人事評価も受けない。さらに

素人裁判員の予見できない判断や意外性を排除するため

の専門裁判官の説示が、自らにも刑事法の原則を再認識さ

せ（合理的な疑いを超える証明・謙抑主義）、自制的な行

動をとらせる機能を持っていたのかもしれない。

裁判員制度の導入により量刑の幅が広がり、罪状によっ

ては厳罰傾向を示す判決の一方で、執行猶予の割合が増え

るなど寛大化傾向もみられた。一見矛盾するような裁判員

の判断も、従来から比較犯罪学において指摘されてきた、

厳格さと寛大さを使い分けるという日本独特の司法文化、

「ベルベットの手袋をした鉄の拳」（Cavadino & Dignan. 

2005）や「日本の犯罪者は、他人との関係で悪行に及んだ

者、米国では処罰すべき個人としての行為者」（Hamilton 

& Sanders. 1992）に通底する1。そのことが世界で最も犯

罪が少ない国のひとつとして維持し続けてきた所以とも

言われる。こうした「厳罰と寛大の使い分け」には、相応

の根拠がある。量刑傾向の変化の理由を、最高裁がまとめ

た実施状況の検証報告書の資料を用いながら、昔話や説話

の中に見られる日本独特の裁き方、市民の正義感・道徳観

を探る。 

図１．裁判員裁判の辞退率の推移

図２．裁判員裁判の出席率の推移 

図３．裁判員にやりたいか（市民の気持ち） 

図４．参加した人の感想 

図５．裁判員に参加する場合の心配・支障 

※図１～５は「最高裁裁判員裁判実施状況の検証報告書」

をもとに「NHK 裁判員制度 国民の参加を促すには」（視

点・論点）より引用。

３．有罪率の低下と参加者の真摯な対応 

制度施行前は、「法律や裁判を知らない素人が感情に流

され、厳しい刑罰が科されるだろう」との憶測があり、市
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民の間にも「裁判は専門家に任せておけばよい」といった

否定的な意見が多かった 。 

しかし、10 年間の裁判員裁判の有罪率は、99.15％に低

下したわけであるが、裁判員裁判の有罪率の低下はわずか

0.75 ポイントではあるが驚くべきことである。 

制度施行前は、「法律や裁判を知らない素人が感情に流

され、厳しい刑罰が科されるだろう」との憶測があり、市

民の間にも「裁判は専門家に任せておけばよい」といった

否定的な意見が多かった。しかし危惧されていたような偏

った判断を裁判員が行うどころか、むしろ、専門裁判官以

上に真摯な判断を裁判員は行った（性犯罪及び被害者が子

どもの傷害致死は厳罰化傾向を示す）。 

裁判員法第一条（主旨）「この法律は、国民の中から選

任された裁判員が裁判官と共に刑事訴訟手続に関与する

ことが司法に対する国民の理解の増進とその信頼の向上

に資する・・・」から「裁判を理解していない国民の側の

問題」と「裁判や法律を知れば司法の信頼が向上する」と

いう期待がうかがえる。いっぽうで「大変な判断をさせる

ことで外野を黙らせる」意図があるとの意見もある。実際

には市民をあまり信用していないのに制度自体を性急に

導入した経緯がみられた。 

結果として、ピラミッド型のヒエラルキー司法制度に拘

泥されず、人事評価に利害関係のない裁判員による一回性

の判断は、検察調書ばかりか被告人の言動を真摯に汲み取

る様子が見て取れた。執行猶予や保護観察が多用されたの

はその証左である。さらに、素人裁判員の過度な感情や判

断の意外性を排除するための説示は、裁判官自らを初心に

回帰させる働きをした可能性もある。いっぽうで、裁判員

候補者の辞退率は高まり（開始時 53.1%⇒現在 66.5％）、

選任手続きへの参加率は低下（開始時 83.9％⇒68.7％）

している。一部の市民は裁く責任を回避している一方で、

参加した裁判員は真摯な判断をし、全体として若干の寛刑

化を示しているということになる。 

新聞各社によれば、裁判員は「前例に従うよりも、事件

の背景やいきさつを個別に判断する」ようになり、判決の

幅が広がったと考えられていると報道している 。参加し

た裁判員への聞き取り調査「裁裁判員等経験者に対するア

ンケート調査結果報告書」では、90％以上の人が参加して

よかったと答えている中で、審理の分かりやすさや、裁判

官や検察官の説明や主張の分かりやすさに比して弁護人

の割合が低いとの意見があった。制度開始時には裁判官も

検察官も法廷用語の日常語化に努め、ビジュアルで分かり

やすい審理に努めたのだろうが、対象事件が増えるにつれ

検察や弁護側の書面の分量が次第に増えて行ったことが

原因であろう 。

４．日本人の道徳観と正義観 

前述の裁判員裁判の傾向と予測（専門裁判官の司法慣習

に拘泥されず、事件の背景やいきさつを個別に判断した。

その場限りの一回性の判断は、常に悪人に対峙している裁

判官のルーティン・ワークを越えて、新鮮な眼を評議に与

えた。裁判員は他の事件とのバランスを考える必要がなく、

裁判の結果に対する利害関係もない。継続的な人間関係や

組織としての人事評価も受けない。裁判員は、情報の空隙

を埋めるために被告人により耳を傾け、同情できる事情を

感じ取ったのではないか。そして、性犯罪や傷害致死事件

には、被害を受けた女性や子どもへの同情や気持ちに関心

を寄せたのではないか。性犯罪においては、男性裁判員の

感情的ともいえる厳罰発言が報道でも取り上げられてい

た が、男性はジェンダー・バイアスがかかりやすいと見

る社会の目ゆえに、無意識のうちに加害男性に同情するこ

とを否定する心理が働いていたと見ることが出来る。実際、

裁判員の男女構成が男性に偏っている場合でも、厳罰化の

傾向が見られない結果が出ている。）＝「裁判員は専門裁

判官の予見できない判断をするかもしれないという意外

性」こそが、より専門裁判官の慎重な行動をとらせ、「合

理的な疑いを超える証明」や「疑わしきは被告人の利益に」

という刑事法の原則を再確認させることに寄与したと考

えられる。 

こうした根拠の一つに、同じ事件でも日本人とアメリカ

人の憤慨する点がずれていることに注目し、日米比較調査

によって東洋教授が道徳判断の手がかりにした「日本人の

道徳スクリプト研究（東洋 2005）がある。日米道徳スク

リプト調査研究によると、日本人＝「情状や気持ち」に関

心を寄せる（family metaphor）、米国人＝「事実や結果」

に関心を寄せる（courtroom metaphor）に、タイプがわか

れ、その分析の過程で与えられた情報のみでなく、情報の

空隙を推測によって埋めながら判断していることが分か

った。統計的に日本人の場合、同情できる事情を想像する

傾向があり、米国人は同情を排除した想像をする者が多い

ことが分かっている。加害－被害関係のような人間関係の

葛藤において米国では対立・抗争・権利などをめぐるスク

リプトが、日本では偶発・自責・和解などを含むスクリプ

トが起動される確率が高いと考えられている2。

日本の法文化は法感情から生起している。たとえば、イ

ソップ童話「ライオンとねずみ」の日米の翻訳の違いを比

較すれば一目瞭然である。

▼日本の翻訳（恩返し、情けの話）

誤ってライオンの頭に上ってしまったねずみが目を覚

ましたライオンに捕まる。ねずみは無礼を詫び、涙を流し

てゆるしを請う。かわいそうに思ったライオンは、ねずみ

を放してやる。深く感謝し、ねずみは去って行く。あると

きライオンは罠にかかり、吼え声をあげる。くだんのねず

みは、恩返しとばかりにやって来る。網を食いちぎり、か

つてライオンに受けた情に応えるのである。かくして百獣

の王ライオンとちっぽけなねずみは仲間となるのである。

「情けは人のためならず」といったところであろう。 

▼アメリカの翻訳（権利主張・対等関係、取引・契約を果

たす）

 物語は、仲間のねずみに「ライオンなんか恐くない」と

強がる主人公が、ライオンの頭に飛び乗ってみせるという

前提。はたして、ねずみはライオンに捕まる。しかし、ね

ずみは謝るどころか胸を張って「私を放しなさい。そうす

れば、いつの日かあなたが困ったときに私が助けてあげよ

う」と取引を申し出る。ライオンはまともに取り合う気に

もならなかったが、ねずみ一匹食しても腹の足しにもなら

ないので放してやる。ねずみは意気揚々と仲間のところに

帰って行く。あるときライオンは人間の罠にかかり、吼え

声を上げる。ねずみが聞きつけ、かの取引（契約）を果た

すために網を食いちぎり救い出す。それからというもの、

ライオンはねずみに対し、パートナーとして小さすぎると

は思わなくなったというのである。 「同じアニマルとし

て対等な関係」と言うこと。

日本の法文化は、あやまちに関しては比較的寛容で、相

手が丁寧に謝罪すれば赦すというのが情。したがって、受

けた温情にはお返しをし、互いに助け合いながら社会が成

り立っている。したがって、ことわざ 「情けは人のため

ならず」ということになり、心情を大切にする相互依存の

寛容社会であることがうかがえる。 

いっぽう、米国では、個人の自由意思に基づいて自己決

定した結果、相手に損失を与えた場合には賠償をする。話

し合いにより取引を行い、締結した約束は果たす義務があ
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り、義務違反には訴えを起こす。したがって、ことわざ 

「情けは質に置かれず」であり、 個人の自己決定を尊重

する社会であることがうかがえる。  

５．回避傾向（裁きたくない）の正体 

裁判官は厳格な手続きに従い、法律と証拠によって裁く

限りは「最後の審判」（キリスト教におけるあの世での神

の裁き、バチカンにあるサンピエトロ大聖堂のシスティー

ナ礼拝堂の天井絵はこれをミケランジェロが描いたもの）

を受ける危険はないとされていた。証人（最初は被告人も）

は嘘や沈黙すれば神の呪いを受け、陪審員は裁くことの道

徳的責任を負うことになっていた。しかし、有罪の判断が

間違っていたら地獄に落ちることを忌み嫌った民衆は、陪

審員になることを拒否するだろう。このとき、陪審員たち

をなだめ、励まし、克服させるために生まれたのが「合理

的な疑い」であったというのだ。

つまり、検察が証明しようとしている犯罪事実に対して、

合理的な疑いがあるときは裁かずともよく、確実性の発見

の努力を導くための方策だったというのでだ。合理的な疑

いは裁く側の恐れ、おののき、躊躇、心配の発露だった。 

そもそも「人が人を裁くこと」は、真実の解明や権威に

よる判断といった神聖なるものではなく、むしろ俗なるも

の、感情に動かされるものであると考えるのが自然だろう。

ヨーロッパの刑事裁判は、中世の教会懺悔に起源を持つと

言われる。罪を反省し贖罪を語る者には神の許しがあり、

否認や嘘をつく者には教会による神判が行われた。被告人

や証人が嘘や沈黙すれば神の呪いを受け、民衆による公開

の刑罰（儀式として）が下った。刑罰は、毀損された正義

を回復するための儀式として民衆が参加して行われた。

やがて、神判に代わって人（同胞の陪審員）が裁くこと、

処罰することへの恐れ、裁くことの道徳的責任を負った。

なぜ市民が裁判に参加を求められたのか。陪審員の本来的

任務は犯罪事実がどうであったかを認定するためではな

く、被告人と同じ社会から選ばれ、隣人として被告人に刑

罰を科すことの「道徳的な責任」を担うためなのであった。

その歴史的所産が「合理的な疑い」という法律用語なので

ある。この言葉はもともと「神学」に由来し、被告人では

なく陪審員を守るためのものであった。中世キリスト教の

伝統では、罪のないものを罪人に定めることは大罪とされ、

「人を裁くな。自らが裁かれないために」（マタイ福音書

７・１）と警告されていた。６世紀の教皇グレゴリウス１

世は「事実が疑わしい時に断定的な判決を下さい」ことの

深刻さを論じており、１３世紀のトマス・アキナスは「冤

罪が起きた時の責任は、判事ではなく陪審員にある」と書

いている。したがって、陪審員は自らの魂の救いを危機に

さらされないために、隣人の断罪に際して「合理的な疑問

の余地がない」ことを確認する必要があった。だから評決

にはコモンローの伝統にもとづいて陪審員の全員一致が

求められた。（犯罪学の知見でも全員一致による事実認定

の確実性のエビデンスはない）有罪宣告を困難にして被告

人を守るためではなく、隣人を罪に貶める陪審員の道徳的

責任を全員で共有するためなのであった。たとえ事実認定

上疑問がない場合でも、隣人に刑罰を科すことへの人間と

しての自然な躊躇が陪審制度を支えてきたのである

（James Q. Whiteman, The Origins of Reasonable Doubt, 

Yale University Press,2008）。 

陪審員をなだめ、励まし、克服させる緩和措置として生

まれたものが「合理的な疑いを超える証明」なのであった

（森本あんり 2008）。それゆえ、Guilty と断定できない

ならば Not Guilty としてよい。裁く側の恐れ、躊躇と

いった心理的不安から生まれた神学的な制度であった。こ

の原則はまた、供述を強要していた裁く側の特権をも禁じ、

裁かれる側の道義的責任を問うことにもなった。被告人に

対して偽証罪や証言拒否罪の制裁を加えることによる供

述を強要していた特権を禁じることで、裁く側のミスジャ

ッジの防止の担保に資するいっぽうで、裁かれる側（被告

人）の道義的責任（真実を告白する）を果たさせる結果に

つながった。 

そもそも刑事裁判は、検察官と弁護人の主張のどちらが

正しいのかを判断する場ではなく、有罪を証明する責任を

負う検察官がこの証明に成功したのか失敗したかを検討

する場である。だが、実際に検察官がどの程度の証明を行

えば成功したといえるのか、「合理的な疑い」を残さない

程度の証明とはどの程度なのかといえば、専門家でもはっ

きりしない。最高裁の判決（平成 19 年 10 月 16 日）でも

「・・・合理的な疑いを差し挟む余地がないというのは、

反対事実が存在する疑いを全く残さない場合をいうもの

ではなく、抽象的な可能性としては反対事実が存在すると

の疑いをいれる余地があっても、健全な社会常識に照らし

て、その疑いに合理性がないと一般的に判断される場合に

は有罪認定を可能とする趣旨である。」3と述べているが、

何の説明にもなっていないように思われる。常識に照らし

て検察官の主張（被告人が有罪）が間違いないと言い切れ

るかと言うことなのだが、それでも何％以上の証明が必要

なのか、99％なのか 95％なのか、90％程度なのか明確で

ない。 

定説がないのには理由がある。①実質的にどれくらいの

確からしさを求めることが適切なのかについて厳密な論

証ができていない。②有罪について高度な「確からしさ」

を求めることで冤罪を防げるいっぽう、真犯人でも無罪に

なる可能性がある。③基準を設けることによって間違った

無罪と間違った有罪ができ、結果として「間違った有罪を

出さないもの」に限りなく近くすることが必要になる。し

たがって、この基準こそが「合理的疑い」ということにな

るが、言葉で表現することは難しい4。 

「合理的な疑い」の起源は、神判に代わって人が裁くこ

と、処罰することへの恐れから生まれたという説が有力だ
5。裁判官は厳格な手続きに従い、法律と証拠によって裁

く限りは「最後の審判」を受ける危険はなかった。証人（最

初は被告人も）は嘘や沈黙すれば神の呪いを受け、のちに

陪審員は裁くことの道徳的責任を負うことになる。有罪の

宣告を恐れて拒否する陪審員たちをなだめ、励まし、克服

させるために生まれたという。疑いがあるときは裁かず、

確実性への発見の努力を導くための方策だったという。疑

いは裁く側の恐れ、おののき、躊躇、心配なのである。 

合理的疑いとは、「犯人であると断言することにためら

いを感じる」「つじつまが合わない」「気になる点が残る」

ということ。また、「健全な社会常識に照らして一般的に

判断する」とは、多様な価値観を持った全員が一致を目指

して評議することでより客観的で妥当な結論を導き出し、

より多くの人々が納得できる判決に至るという意味であ

る。「あなたはどう考えますか」と個々人の基準による意

見を求めることで、各裁判員個人の“Sence of Justice”

が共有され、裁判が個々人の恣意に委ねられてはならない

ことが理解される6。 

 こうした法の歴史から、裁く側の心情を考慮した制度と

して「推定無罪」は生まれたのであり、被疑者・被告人の

人権を守るための刑事法の原則であるという現代刑法の

説明は後付であることが推察される。こう考えれば、昔の

民衆の方が「人を裁く」ことの神聖さ、畏れを持ち、そう

した心情を配慮して、逃げ道を作っていたのだ。 

６．カフカ「掟の前」にみえる法の神聖性 

現代社会ではどうだろうか。法の地位の変化に目を向け
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るべきだろう。カフカが『掟の前』で表現したように、近

寄りがたい「神聖性・権威性」を持った法は、デジタル・

ネットワーク社会によって「世俗化・個別化」され、今や

法は強制的に押し付けるものではなく、個人に内在するも

のとなった。したがって、判断者は法律専門家ではなく、

自らの価値観に基づき自己決定できるものとされる。「迷

惑な行為」は悪であり、不正義であり、訴え、賠償させる

べきだと判断するのだ。

「・・・法の門前に門番が立っている。そこへ、一人の田

舎者がやって来て、法の中へ入れてくれと頼む。しかし門

番は、今は入れるわけには行かないという。門はいつも開

いている。門番は笑いながら、おれが止めるのは無視して、

中へ入るがいいさという。そして、一番下っ端の門番のお

れも、三番目の奴を見ただけでも、耐えられないほどだと

いう。しばらく待つ方がいいと考え、男はそこで何年も待

つ。・・・とうとう視力が弱り、もはや男はそう長くはな

い。死を前にして、門番に尋ねたことのない問いを行

う。・・・まだ何を知りたい。貪欲なやつめと門番は言う。

みんなが掟を求めて努力しているのに、どうして長年のあ

いだ私以外に誰も門へ入ることを求めなかったのですか

と男は問う。

 門番は男がすでに臨終の際にいることを知り、消えゆく

聴力にまだ感知できるよう男にうなりかける。  

ここはお前以外のやつは誰も入れなかったのだ。この入口

はお前だけのために作られたものだったからな。おれはも

う門を閉めに行く。（カフカ『掟の前』の内容を筆者が簡

略化） 

ここには、「法の神聖性・権威性・形式性」という堅牢

な法への近寄りがたさが表現されている。しかし今、「法

の世俗化・多様化・個別化（個人への内在化）」が進み、

いまや、法は強制的に押し付けるものではなく、個人に内

在するものとなったように思える。 

誹謗中傷が溢れるネットでは、正義を振りかざす人が増

えているのはこのためだ。相手をへこませる支配欲求、ほ

んの小さな悪事であっても、まるで鬼の首でも取ったかの

ように騒ぎ立て、意見が違えば徹底的に論破して人間性ま

で否定する。まるで自分はどんな些細な「悪」も侵したこ

とがないとでもいうようにふるまう。 

教育改革国民会議（2000 年）：「教育を変える１７の提

案」の中で、文科省は現代社会を次のように表わした。

「・・・２１世紀は、ＩＴや生命科学など、科学技術がか

つてない速度で進化し、世界の人々が直接つながり、情報

が瞬時に共有され、経済のグローバル化が進展する時代で

ある。世界規模で社会の構成と様相が大きく変化し、既存

の組織や秩序体制では対応できない複雑さが出現してい

る。個々の人間の持つ可能性が増大するとともに、人の弱

さや利己心が増大され、人間社会の脆弱性もまた増幅され

ようとしている。・・・」 

まさに、現代社会は「個々の人間の持つ可能性が増大す

るとともに、人の弱さや利己心が増大され、人間社会の脆

弱性もまた増幅」されているのだろう。そこには、以前の

ような太くしっかりとした骨組み（しきたりや共通概念）

は失われ、各自が判断すればいいことという価値観が幅を

利かせる。 

デュルケームは、「法は、集合意識の外部標識・象徴」

であるとして、法言語の抽象性、多義性、曖昧さを補完す

るのは、多様な個人的判断ではなく集合的判断であり、認

知的要素のみならず感情的な要素をも含む集合意識の全

てが法の背後にあり、言葉や論理では語りつくされない集

合的意識により補完されるという。 

法は集合意識の象徴であるからこそ神聖性を持ち、人を

従わせる権威性にこそ意義がある。しかしながら、実際に

法を用いて解決を試みようとすると、その曖昧な表現に戸

惑い誤解が生じる。それを解くカギが、集合意識の背後に

ある言葉や論理では語りつくされない感情（心情）なので

あり、理にかなった感情こそが補完されるというのである。 

マーサ・ヌスバウムがその著書『感情と法』で述べてい

る内容もこのことの証左となる。 

すなわち、「・・・怒りという感情のもっとも重要な特

性は、他人の不正な行為という認知内容が含まれているこ

とである。我々は地震やにわか雨、あるいは、赤ん坊がコ

ップを割ったことに対して怒りはしない。他人の行為に対

して怒るとき、我々は他人に対し判断力を備えた人格とし

て捉えている（有責性：是非弁別能力＆行動制御能力）。

つまり、怒りという感情は高度な認知的内容を備えてい

る。・・・人間が守らなければならない共通のルールを破

ったことに対する怒りである。だから、怒りは理に適った

（reasonable）感情であり、人は怒るべきときには怒らな

ければならない。この意味で、怒りは正当な感情なのであ

る（正当防衛を想起）。・・・そしてまた、怒りは、人間と

人間の正常な関係や規範に関る重要な感情なのであ

る。・・・というのも、正義が関る領域は、身体・生命の

安全、財産、名誉などが傷つけられないこと、移動、発言

の自由など、人間の基本的な権利に関るものであり、それ

が侵犯されることに強い怒りを感じることが、こうした人

間の「基本財」を守ることに必要だからである。つまり、

怒りは、社会の公共性を支える大切な感情なのである・・・」

と述べている。 

刑事司法では排斥すべきものと考えていた感情には、社

会の結束や秩序維持に欠かせない機能があったのである。 

７．昔話にみる責任の考え方 

どこの国でも、いつの時代でも少年は成人とは異なった

扱いがなされてきた。その理由は様々であるが、明快な理

由が初版版グリム童話「子どもたちが屠殺ごっこをした話」

（KHM 22a）に描かれている。話はオランダのある村、６

歳くらいの子どもたちが役割分担をして"屠殺ごっこ"を

始めた。"屠殺"役の子が"豚"役の子の喉をナイフで本当に

切って殺してしまう事件が起きる。この子は町の議会にか

けられるが、どのように処罰すべきか見当もつかない。子

ども心でやったことは分かっていたからである。そこに村

の長老が意見を出す。赤々と熟したリンゴと一グルデン銀

貨を左右の手に持ち、どちらかを選ばせようというのであ

る。リンゴを選んだら悪意のない事故であったと見做し無

罪、銀貨を選んだら分別の備わった大人と同じ死刑にすれ

ばよいと提案。子どもは笑いながらリンゴを取り無罪放免

となったという話である。 

「昔、フリースランドにある小都市で六歳くらいの女の

子と男の子が遊んでいました。やがて、子どもたちは屠殺

ごっこのためのお料理番の役割を決め、豚をつぶす役の子

は、豚の役の男の子につかみかかってねじ倒し、小刀でそ

の子の喉を切り開き、下働き役の女の子はその血を小さな

お皿で受けました。そこへ市の議員が通りかかり、すぐさ

ま男の子を引っ立て、市長さんの家へ連れて行きました。

市長さんは、議員を残らず集め相談しましたが、男の子を

どう処置してよいか見当がつきません。ほんの子ども心で

やったのは分かりきっていたからです。ところが、議員の

中に賢い老人がいて、それなら裁判長が片手にみごとな赤

いリンゴを、片手に一グルデン銀貨をのせ、子どもを呼び

寄せて両手を子どもの方に一度につきだしてみせるがよ

い。もし子どもがリンゴを取れば無罪にしてやるし、銀貨

の方を取ったら死刑にするがよいとうまい知恵を出しま

した。 子どもは笑いながらリンゴをつかみました。それ

で子どもは何も罰を受けないですみました。」 （『グリ
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ム童話集（一）』「子どもたちが屠殺ごっこをした話・第

一話」岩波文庫より筆者要約）初版版グリム童話 1812

年

『グリム童話集』が初めて世に出たのは 19 世紀初頭の

こと。グリム兄弟は大学の法学者でもあった。当時の刑事

法の原則では、「子どもの刑事責任に関する準則は、19

世紀初頭までにはっきりと確立され、7歳未満の子供は犯

罪を侵す能力がなく、14 歳に達している場合には未成年

者に対する刑事裁判は、大人と同じ解釈方法に従うとされ

た。そして、7歳～14 歳未満の子供は、訴追者が有罪の認

識を明確に疑いの余地なく立証した場合にだけ処罰する

ことができる」とされていた。当該童話は、英米法で言う

「刑事未成年者に対する無罪推定の原則（Doli incapax）
7」が既に確立されていたことを裏付ける法的証拠でもあ

る。 

日本においても子どもの刑事責任に関する同様（それ以

上に心情に寄り添ったと思われる）の裁判説話が残ってい

る。グリム童話を遡ること 120 年ほど前である。 

「昔、京の町で子供たちが遊んでいた時、七歳の子が不

用意に小刀を手にして九歳の子を刺し、死なせてしまった。

加害者の家族は「まだ思慮分別のない子供だから、どうか

死罪にしないでもらいたい」と懇願したが、被害者の遺族

は何としても加害者を死罪にしてもらいたいと譲らない。

双方の訴えを聞いた奉行は、おもちゃの人形と小判を用意

し、「その子が小判を取ったら、価値判断の分別があるも

のと見なして死罪とし、人形を取ったら命を助ける事とす

る。明日は必ずその子を連れて出頭せよ」と告げて、その

日は一同を解散させた。家に戻った加害者の家族は、奉行

が用意したものと同じ人形と小判を加害者に見せて、「小

判を取ったら殺されるのだよ」と一晩中繰り返し教え、翌

朝にもよく言い聞かせてから奉行所に出頭した。一同が見

守る中、奉行が「人形を取れば命を助け、小判を取れば死

罪にするぞ」と言いながら加害者の前に人形と小判を出し

てみせると、加害者は歩み寄って小判を取った。これを見

た被害者の遺族は「この通り、この者は不敵な悪人でござ

います」と言って加害者の死罪を要求し、加害者の家族は

絶望のあまり声を上げて泣いたが、奉行は意外にも、「こ

の子が何の思慮分別もない子供である事がよく分かった。

小判を取れば死罪にすると言われたにも関わらず、この子

は平気で小判を取った（つまりこの子は死罪の意味さえも

分かっていない）ことから、それは明らかである」と言い、

加害者を死罪にせず命を助ける判決を下した。（井原西鶴 

「本朝桜陰比事」 巻 4の 2 「善悪二つの取物」 1689

年） 

この奉行は、京都所司代の板倉勝重と重宗の親子がモデ

ルと言われている。重宗は死刑囚に対して刑を延期にして

でも反論の機会を与えて慎重に取り調べ、言い分が全てな

くなってから刑に処したなどの逸話がある。 （西洋に比

べ、さらに寛容な判断となっている。）

時代劇では残酷な刑罰が容赦なく人々に科されている

ように描かれるが、実は庶民に対しては温情の判断が多か

った。こうした裁判の話を集めたものが、井原西鶴 「本

朝桜陰比事」である。グリム童話が世に出たのが 18１２

年、本朝桜陰比事は 1689 年である。日本人独特の心情中

心の裁きと子どもは子どもという割り切った理解との違

いかもしれない。西洋と日本の子ども観の違いもあるが、

共通して大人とは違う対応をしようという傾向が見られ

る。現代社会では、子どもだからと言って刑を減軽するの

はおかしなことだという風潮があり、大人と同等の責任を

とらせようという傾向が見られるが、自己決定・自己責任

の社会であることが寛容性を低めているのかもしれない。 

８．懲らしめと恩情の検察文化 

元日産自動車社長のカルロス・ゴーンの一連の事件で、

日本の刑事司法の特徴が露呈した。「人質司法」「中世の

人権感覚」などといわれた検察の被疑者・被告人への対応

はどこからきているのだろうか。 

「日本の検察官は犯罪を作り出すこともなくしてしま

うことも可能だ」と米国の犯罪学者 D. T. ジョンソンは、

『アメリカ人の見た日本の検察制度』の中で述べている。

日本の検察官は起訴決定に関する独占的な権限を持つか

らである。たとえば、被疑者の供述を自分の言葉で作成し

て公判で利用できる（調書裁判）ばかりか、弁護人との接

見時間や場所を指定することもできる。もちろん、不起訴

や起訴猶予にもできる。また、不利な判決（無罪や量刑不

満など）に控訴もできる8。 

日本の検察官は、捜査段階で膨大な調書を作る伝統があ

る。これは、事実認定が法廷ではなく取調室で行われると

いわれる所以である。刑事訴訟法と裁判官が検面調書を極

めて重視するためである。万一被告人や証人が公判で供述

を変えても対応できるよう必要以上の調書を取り、冒頭陳

述を補強する材料を用意する（精密司法）。公判では証拠

として提出する調書のみを開示すればいいので、多くの調

書や証拠は精密に反して杜撰に管理される。同一情報源か

ら得られた複数の調書が矛盾していようが、不利な証拠や

調書であってもあまり頓着しない。裁判所が被告弁護側の

証拠開示請求を検察に命ずることはほとんどないからで

ある。日本の刑事司法が中世のようだと言われる理由だと

される。 

また、日本の検察官は犯罪者に反省を求め、国家の強大

な力を持って畏怖させるばかりでなく、共同体の価値に対

する敬意を内面から感じさせようと努力をする。反省がな

いことは、社会に対するある種の反乱であり、共有するは

ずの人間的な資質と責任を喪失していると考えるからで

あるという。処罰と矯正可能性を評価する際に、「犯罪の

重大性と悪質性」という概念を利用している。凶悪犯罪で

起訴されている悪い奴は矯正不能か矯正を試みるに値し

ない。こうした犯罪者は矯正ではなく、当然の報いを受け

させるべきだと考えるからである。事実認定は専門的な知

識と技術の体系であるという専門家の発想は、タチの悪い

正義観（Ｄ・Ｔ・ジョンソン『アメリカ人の見た日本の検

察制度』の原書の言葉では、“ UNCOMMONLY JUSTICE”と

表現している）であり、常識ある市民ならば誰でも判断で

きる知恵を組織化された無責任（日本の刑事司法の常識）

によって歪ませているのかもしれない。 

９．おわりに 

理性の秩序とされる法律や裁判も、じつは民衆の感情

の表現の一つであり、裁判官の判決理由には長上な説明

（「遺族の処罰感情は峻烈であり、極刑を望んでいる・・」

など）がなされる。わき起こる感情や相手が抱いている感

情を配慮していては裁判は成立しない。しかし、感情は無

視しても必ずわき起こってくる。無くすことはできない。

ならば、感情をより良い方向に持って行くことは出来ない

か。感情に振り回されるから排除するのではなく、感情を

知り感情に寄り添う法が（法感情）あってもいいだろう。

あの、マーチン・ルーサー・キングは、「怒りを純化し別

の感情に導く必要がある」として、私民権運動の偉人とな

った。 

民主主義とは、自分の希望と未来が見知らぬ人々の手

の中にあることを前提としている。悪しき決定が下される

こともあり、自分の意見が常に通るとは限らないが、結果

は甘んじて受け入れる（ここに信頼が生まれる）。そのた
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めには、反対側の人々への敬意が欠かせない。相手の心情

を鑑み、寛容に振舞うことが回りまわって自分への寛容を

生む。失敗を糧にやり直しのチャンス与えることは法的判

断の根底にある人間性を再確認することになる。 

道徳教育は、歴史的経緯に影響を受け忌避されがちな風

潮があり、他教科に比べて形式的な対応が多く軽んじられ

ていること、主題やねらいの設定が不十分な単なる生活経

験の話合いや国語の読み物の登場人物の心情の読み取り

に偏った指導が行われる例がある。しかし、新しい学習指

導要領解説において、「寛大な心をもって他人の過ちを許

す（相互理解、寛容）」と「法やきまりへの放縦で自分勝

手な反発を許さない（規則の尊重）」や、「理解し合い、

信頼や友情を育む（友情、信頼）」と「同調圧力に流され

ない（公正、公平、社会正義）」などといった道徳的価値

間の葛藤の軸を示していることは評価できる。 

社会科教育においても、従来の人権教育が暗記「憲法」

であり、消費者の側の主体性を強調した消費者教育であり、

社会への貢献視点の公共教育である限りにおいては、価値

観のお仕着せ、一方通行の指導に陥る危険性が大である。 

「過去を思い起こし得ない者は、過去を繰り返すように

運命づけられている」9との名言があるように、過去積み

上げてきた人間の歴史（過ちと改善）を根底にしながら、

現代的課題に思い悩む力10こそ、現代の道徳教育や社会科

教育の重要な指針であると考えるのである。 
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裁判官の説示は、刑事法の原則に関しては大きな影響を与

えると考えられる。 
5 James Q. Whiteman, The Origins of Reasonable Doubt, 
Yale University Press,2008,また、「アメリカ法」2009(2), 

pp.353-357「合理的な疑いの起源」高倉新喜、および 参

照 
6 「証拠能力のない情報（容姿・経済状態・居住地など）

も陪審の判断に影響を与える」（Kline, F. G., & Jess, P. 

H. (1966). Prejudicial publicity: Its effect on law

school mock juries. Journalism Quarterly, 43, pp.

113-116.）が、「評議後には証拠能力のない情報は、判断

に及ぼす影響力が減少する」（M.F. Kapline, & L.E. Miller.

“Reduecing  the effects of juror bais.” Journal of

Personality and Social Psychology, 36. 1978. pp.

1443-1455 /  J. Hagan. “Extra-leagal attributes and

criminal sentencing : An assesment of a sociological

viewpoint.” Law and Society Review. 8. 1974.

pp.357-384 / F. C. Dane. & L. S. Wrightsman. “Effects

of defendants’ and victims’  characteristics on

jurors’ verdicts” in N. L. Kerr & R. M. Bray (eds).

The psychology of the courtroom. New York: Academic

Press. 1982. pp.83-115）との先行研究があり、陪審員一

人一人の判断は、話し合いによって修正されることが分か

っている。しかし、「12 人の陪審と 6人の陪審の比較研究」

（The decision processes of 6- and 12-person mock

juries assigned unanimous and two-thirds majority

rules. By Davis, James H.; Kerr, Norbert L.; Atkin,

Robert S.; Holt, Robert; Meek, David.  Journal of

Personality and Social Psychology, Vol 32(1), Jul 1975,

1-14.）によれば、「人数が多いと徹底した議論が行われる。

しかし、結論には大差がない。」とされる。したがって、

これらの先行研究によると、「個人の判断は間違うことが

あり、また、証拠能力のない情報によって影響を受けるが、

集団での議論を通じて正され結論を誤ることは少ない。し

かし、より徹底的に議論するために全員一致を求めたり員

数を増やしても、集団としての結論を左右するものではな

い」ということだ。
7 拙著『刑事法学の現代的展開』八千代出版（2005 年）

所収「少年への処罰と責任」 pp．97‐117．
8 前掲書注 5『アメリカ人の見た日本の検察制度――日米

の比較考察』参照。日本の検察や裁判所は犯罪者に反省を

求めることが多く、国家の強大な力を持って畏怖させるば

かりでなく、共同体の価値に対する敬意を内面から感じさ

せようと努力をする。反省がないことは、社会に対するあ

る種の反乱であり、共有するはずの人間的な資質と責任を

喪失していると考えるからであるという。また、検察官や
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裁判官は、刑事法上常識とされる「犯罪にみあう刑罰」（過

去行為に対する評価としての刑罰）の選択を行うのではな

く、「刑罰にみあう犯罪」（犯人の矯正可能性からまず、刑

罰をイメージし、それに見合う犯罪）の選定を行っている

と指摘。 
9 ジョージ・サンタヤーナ、（19～20 世紀米国の哲学者・

詩人、1863～1952）『理性の生活』の言葉。また、宮崎駿

『千と千尋の神隠し』劇場版パンフレットの言葉にも同様

の言葉がある。 
10 主題について異なる立場に分かれ議論するディベート

であるとか、集団でアイデアを出し合うことにより相互の

連鎖反応や発想の誘発を期待するブレインストーミング

のような学習法ではなく、自らが考えることが重要なので

ある。 
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熱力学の第一法則の理解を促進させる CG コンテンツの開発 

―高等学校工業科の生徒のための平易な理論説明に向けて―

佐藤智明

神奈川工科大学教職教育センター  (satotomo@t-ce.kanagawa-it.ac.jp)

Development of an CG Content which supports the understanding of the 
First Law of Thermodynamics

- Easy to Understand Explanation for Technical High School Students-

Tomoaki SATO

Abstract 

In thermodynamics, the first law of thermodynamics is the most important theory. In this research, 
educational content which expresses the concept of the first law of thermodynamics effective in educating 
thermodynamics by animation was examined. In this study, we studied a method to reproduce the 
movement of molecules of gas by simple movement with simplified molecular motion. And we developed 
an animation content that puts only one molecule in the cylinder and makes its motion understand the first 
law of thermodynamics from its movement. In this report, we introduce the outline of the content.

Key Words: Thermodynamics, CG Content, Educational Material, First Law of Thermodynamics

1. はじめに

技術者の育成においては，基本的な理論や原理および

構造についての概念的な理解は，新しいモノづくりのた

めの発想および創造のために非常に大切である．しかし，

対象とする事柄の本質的な概念を理解するためには，思

考的な体験を通してはじめて理解できることが多い．例

えば，数学における公式はその式をただ暗記して使うだ

けではなく，自ら誘導することではじめてその数式の本

質的な概念が理解できる．更には，こうした思考を繰り

返し行うことで，その概念に対するより深い理解を得る

ことができる．本来，教育の現場では，こうした概念教

育に十分な時間をかけて教育するべきである．

しかし，技術の発達に伴って，技術者が備えておくべ

き情報や技能は膨大となり，即戦力となる技能的な仕事

をこなせる技術者の育成を求められる工業科の高等学校

においては，ややもすれば，こうした時間のかかる概念

教育はないがしろにされ，知識のつめこみや，公式の暗

記といった表面的な理解のみに偏った教育になりかねな

い．近年重要視されている PBL 教育においても，このよ

うな基本的な概念の理解が欠如した状態では，本来の創

造教育は困難であると考える．

こうした問題に対応するためには，基本的で重要な概

念を，時間をかけずに，より効果的に学習させる必要が

ある．著者は，この問題の解決のためにはマルチメディ

アを用いたコンテンツ教育が効果的であると考えた．著

者が専門とする熱力学分野では，目に見えない熱を扱う

ために，特にその概念を理解させるためには困難を要す

る．

そこで，著者らはこれまでに，熱機関の動作原理や熱

力学第 1 法則の概念等の理解をサポートする CG アニメ

ーションコンテンツの開発と実践を行い，その教育効果

を明らかにしてきた(1),(2)．マクロ的な視点から議論する

熱機関の動作原理については，基本構成要素から成るエ

ンジンの動作に連動する形で，ポインターがそのシリン

ダー内の状態を示すために PV（圧力対温度）線図や TS
（温度対エントロピー）線図上を移動するアニメーショ

ンコンテンツは，エンジンの構造的な理解と熱エネルギ

ーと仕事間の関係の理解促進に効果的であった(1)．

一方で，分子運動論など，目で直接見ることができな

いミクロ的な現象については，教科書に書かれている挿

絵などの概念説明だけでは即時に理解することは難しく，

周辺の理論の学習や演習などを通して，時間をかけて理

解できるようになる場合が多い．こうした試行錯誤によ

る思考の過程は，基本的な概念の理解に不可欠であると

考えるが，マルチメディア等のコンテンツを用いること

で，理解の促進と学習時間の短縮をもたらすと考えた．

そこで，本報では，熱力学をミクロの視点から議論する

方法を考えた．

分子運動をコンピューターシミュレーションなどで再
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第3巻　2020年3月

【研究論文】

37



現して学習させる手法は，以前から既に多く試みられて

いる(3), (4), (5), (6)．これらは，分子動力学に基づいた計算に

よって忠実に再現されたコンテンツが多い．また，学生

や生徒に直接プログラミングを課すことで，より高い学

習効果を得ている報告もある(7)．これらは，高い学習効

果をもたらすが，同時に多くの学習時間を必要とする．

前述のように，本研究の目的は，比較的に短い時間で

効果的に基本概念を学ばせることを目的としている．し

たがって，分子運動を，理論に忠実に再現するコンテン

ツよりも，概念の本質の表現に的を絞った単純なコンテ

ンツの方がより短時間に，感覚的に理解させることがで

きると考えた．そこで，本研究では，分子運動をより単

純化して簡単な動きによって，気体の分子の運動を再現

する方法を検討し，シリンダーの中に分子一つだけを入

れてその動きから熱力学第一法則を理解させるアニメー

ションコンテンツを開発した．本報では，そのコンテン

ツの概要について紹介する．

2. 熱力学第一法則を説明するアニメーションコンテ

ンツ

Fig. 1 Animation of the Adiabatic Compression Process.

Fig. 2 Animation of the Adiabatic Expansion Process.
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Fig. 3 Animation of the Isothermal Compression Process.

Fig. 4 Animation of the Isothermal Expansion Process. 

2. 1 断熱圧縮過程

図 1 に断熱圧縮過程の再生画面を示す．本過程では，

ピストンからなされる外部からの仕事によって，1 つの

分子の速度が高められ，運動エネルギーが上昇すること

が表現されている．上部のインジケータにおいては，マ

イナスの仕事 W がなされ，その分内部エネルギーU が増

加（プラス）していることが示され，プラスマイナスが

相殺されて Q（熱の出入り）がゼロとなっていることが

分かるようになっている．

2. 2 断熱膨張過程

図 2 に断熱膨張過程を示す．本過程では，分子がピス

トンの壁に衝突して膨張させながら外部に仕事をしてい

ることが再現されている．外部に仕事をしたことによっ

て分子の運動エネルギー，すなわち内部エネルギーが低

下する．上部のインジケータには，内部エネルギーが低

下（マイナス）し，その分外部にした仕事が増加してい

ることが分かるようになっている．プラスマイナスが相

殺されて Q（熱の出入り）がゼロとなっていることが分

かるようになっている．
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2. 3 等温圧縮過程

図 3 に等温圧縮過程を示す．本過程では，右の方から

ピストンが左方向へ移動してその時に分子にぶつかり，

分子の運動エネルギー（内部エネルギーU）を一瞬増加

させるが，直ぐにその分子が左のシリンダーの壁に衝突

した時に，シリンダーの壁がクッションのように働き，

その分子のエネルギーを吸収して外部（氷）にその振動

を伝えることで，エネルギーを外に捨てるために実質的

に内部エネルギーは増加しないことが再現されている．

上部インジケータには，外部からマイナスの仕事 W がさ

れて，その分外に熱を捨てる（マイナス）熱量 Q が示さ

れている．このとき，内部エネルギーU の増減は無い．

2. 4 等温膨張過程

図 4 に等温膨張過程を示す．本過程では，左側（外部）

から熱 Q が加えられ，その熱振動が分子にエネルギーを

与えて速度が増すことで一瞬分子の運動エネルギー（内

部エネルギーU）が増加するが，直ぐに右側のピストン

の壁を押して外部に仕事 W をするために，実質的に内部

エネルギーは増加しないことが再現されている．上部イ

ンジケータには，外部から熱量 Q が与えられ（プラス），

その分外部に仕事 W を行っている（プラス）ことが示さ

れている．

3. おわりに

熱力学において，熱力学第一法則は最も重要な理論で

ある．本研究では，熱力学を教育する上で有効となる熱

力学第一法則の概念をアニメーションで表現する教育用

コンテンツについて検討した．分子運動をより単純化し

た簡単な動きによって，気体の分子の運動を再現する方

法を検討した．そして，シリンダーの中に分子一つだけ

を入れて，その動きから熱力学第一法則を理解させるア

ニメーションコンテンツを開発した．
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合科・総合学習の実践史における技術・ものづくり教育の視点 

田辺基子 

神奈川工科大学教職教育センター  (tanabe@t-ce.kanagawa-it.ac.jp) 

Perspectives on Technology and Manufacturing Education in the Practice History of 

Integrated Learning and Comprehensive Learning 

Motoko TANABE 

Abstract 

技術教育やものづくり教育は,学習指導要領における中学校「技術」分野のみならず,広く我が

国の合科学習や総合学習の実践の中に見いだせるかを J.Dewey の The Laboratory School を先行事例

として検討した.また,「総合学習」という実践概念を,問題解決学習と系統学習それぞれの特徴か

らとらえ,さまざまなタイプの合科・総合学習の実践を対象として,技術・ものづくり活動を抽出

する前提として整理した. 

Key Words:  Comprehensive Learning, Integraded Learning, Technology Education, Handicrafts 

1. 問題意識

我が国において,技術・産業・ものづくりをテーマと

した学習は,主として中学校技術・家庭科の技術分野と

いう限られた短期間のカリキュラムにしか存在しないよ

うに見える.小学校における「工作」は情操教育や美術

教育の要素を含んでおり,必ずしも技術分野に繋がらな

いこと,また高等学校では職業教育としての技術教育は

存在するが,普通教育としては行われていないことから,

我が国において,普通教育のカリキュラムとして技術教

育を行う期間は,中学校にけるわずか３年間となるから

である. 

1989 年にユネスコ第 25 回総会で決議された「技術・

職業に関する条約」(日本は未批准)を契機に,上記の問

題提起,および普通教育としての一貫した技術教育のカ

リキュラムの必要性が,様々な立場から論じられている

ことにも留意する必要がある（１）.

このように見てくると,わが国では普通教育を通して

行われる一貫した技術教育カリキュラムは「不在」なの

であるが,本稿では,合科学習・総合学習の実践に注目し

てその存在を確認する手法の意義を示したい. 

2. J.Dewey の The Laboratory School における技術・も

のづくり教育への注目

前節にて指摘したように,専門に分化した職業教育と

してではなく,普通教育としての技術・ものづくり教育

と基盤技術継承は,学校教育の重要な課題として位置づ

けられ,その実現が待たれている.そこで筆者は,ものづ

くり活動や技術教育を生活の必要にねざして発生する

「活動的学習/ occupation」として学校カリキュラムの

基盤に据えた J.Dewey (1859-1952)による「実験学校

/The Laboratory School」の実践史に注目し,現代の日

本における実践への影響や共通性を検討している（２）.  

実験学校では,「織物工房」「調理室」「食堂」のほ

かに,「作業場（workplace ないし laboratory）」が学

校に必要であるという J.Dewey の構想にもとづき,学校

を生活の場として構成し,子どもが現実の必要性から生

まれるオキュペーション(occupation/仕事,作業,活動)

に従事することを通して,自発的な興味からさまざまな

分野や知識を学んでいくカリキュラム開発を試みた.そ

のため,学習内容には必然的に,ものづくり・技術活動が

位置づいていた. 

実験学校における発達段階のグループごとの活動カリ

キュラムは, 機械や工具を使って「本物」を制作すると

いう「ひとまとまりの学習活動」を通して,当時の技

術・工学の発展を教師が与える知識としてではなく, 子

どもの内発的な興味や必然性によって進む制作活動（オ

キュペーション）の中で,生活体験として学ぶものであ

る.また, この学習経験の中で,子どもが技術や工学とい

った専門分野の学習が発生するプロセスに出会うように

構成されていた. 

【研究論文】

神奈川工科大学教職教育センター年報
第3巻　2020年3月

41



このような実践の試みは,ものづくり活動や技術教育

が学校階梯や教科区分や専門教育によって区分けされ,

あらかじめ学習や活動の内容を決定され教材が準備され

ている,今日の我が国における多くの小学校・中学校の

学習プロセスとは大きく異なっている.同じことは,中等

教育や高等教育も含んだ技術・工学教育全般に言えるの

ではないだろうか. 

J.Dewey のオキュペーションを中心においた活動カリ

キュラムの発想は,我が国の技術教育・工業教育のカリ

キュラム構造には全く見られなかったのか,実は多くの

教師たちによって実践現場では実践されてきたのか,そ

れを検討する一つの試みとして,次節で合科学習・総合

学習に注目する. 

3. 日本における合科・総合学習を技術教育・ものづく

り活動としてとらえる視点

たとえば,現在の中学校学習指導要領における技術分

野の学習では,「材料と加工」「エネルギー変換」「生

物育成」「情報」などに関わる技術の基礎を修得するこ

とを主たる課題としている. こうしたテーマは,その背

景にある学問諸領域を統合して成立していることから,

そもそも技術教育の目的と内容は総合学習の要素を孕ん

でおり,その実践は総合学習としての性格を持つと言え

る.  

また,児童・生徒の認識や技能は,生活実感や身の回り

の現象にかかわる遊びから高度な知識・技能へと発展し

ていくことから,技術・ものづくり教育とは,常に人間の

知・身体・技能などを総合する性質を持っているともい

えよう. 

そう考えるならば,技術教育という領域ではなく,広く

合科学習や総合学習の実践の中に,技術・ものづくり教

育の存在を確認できるのではないだろうか. 

 我が国の学校教育現場では,実は中学校以外のカリキ

ュラムでも,広く「技術・産業・ものづくり」をテーマ

とした学習が,自主的に,教師・学校の創意工夫によって

実践されてきた.さまざまな教科を横断または総合する

課題解決的テーマを探究したり,身近な生活の疑問を解

き明かしたりする総合学習の思想と実践史の中には, 技

術・産業・ものづくりの活動も含まれてきた. 

以上により,我が国において事実上,技術教育を代替

(教科としての系統性を保つことは難しくても,学習テー

マを共有)してきたカリキュラムとして,小学校・中学

校・高等学校における総合学習の教育実践事例を検討す

る意義がある. 総合学習およびそのルーツにあたる合科

学習の実践には,実践者が意図しない場合も含め,そもそ

も技術教育・ものづくり教育のテーマや活動が位置づい

ていたのではないかという発想から,両者の関連を検討

していきたい. 

4. 「総合学習」の概念と実践の特徴

「総合学習」とは,海外の新教育運動や教育改革論の

影響を受けつつ,我が国の教育史の中で固有に創出され

た概念である. 教育方法学会は,広く「総合学習」,「合

科学習」または「合科的指導」,さらに,環境教育や

ESD(Education for Sustainable Development/持続可能

な開発のための教育),法教育,情報教育,性教育,キャリ

ア教育,食育,防災教育などを扱う「トピック学習」「テ

ーマ学習」を挙げ,それらを包括して「教科・領域を横

断する教育実践と教育方法」として位置づけている(３).

こ こ に は 当 然 の こ と な が ら ,TVET(Technical and 

Vocational Education and Training/情報教育及び訓練

並びに職業教育及び訓練)なども含まれてくるだろう. 

本稿では,総合学習の定義を,「教科や領域を超え,生

活や社会の現実的な問題や現象を学習者自身が探究する

学習活動である」としておく. 

 今後,技術・ものづくり教育と総合学習の関係を検討

するためには,総合学習の実践の特徴をさらに細かく分

類する必要がある.そこで,「学習課題や学習プロセスの

決定を誰が行っているか」という視点から総合学習の性

格をとらえておきたい. 

筆者は, 指導者(教師)」,「学習者(生徒)」,「学習課

題とプロセス」の各要素がどのような関係にあるかをモ

デル化して「問題解決学習」と「系統学習」の実践の区

別に用いている(４).以下,それぞれの学習の要素およびそ

の学習活動の傾向をを持つ総合学習の特徴を述べる. 

4-1.問題解決学習と「総合学習」

問題解決学習(図１)において, 学習活動は,学習者の疑

問や興味からはじまり,「何をどう学ぶのか」の選択権は

主に学習者にある.(ただし,「この問題に出会わせたい」

という教師の意図を否定するものではない).そして,学習

者は自分の思考により仲間と共に現実問題の解決に取り

組む. 

図１ 問題解決学習における「指導者(教師)」・「学習 

者(生徒)」・「学習課題とプロセス」の関係(田辺 

基子「教育の方法と技術」授業テキストより) 
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その学習プロセスにおいて,教師はその問題解決の専門

家ではなく, 解決方法や結論は教師自身にも見えてはお

らず,学習者と共に並んで問題に立ち向かっている. 

この場合,教師は,問題設定,学びの段取り作成,学習の進

め方などの助言者であり,学習集団において問題が発生し

た際の調停役である. 

問題解決学習の特徴として,学習者にとっては「なぜ

学ぶのか？」が見えやすい(逆に,学習者の主体性なしに

成立しない)と同時に,課題設定から結論までのプロセス

が学習者に大きくゆだねられる.つまり,「学び方」や

「学ぶ意味」そのものの模索と獲得が学習の目標の一つ

であり,学習者の立場・態度の形成・選択が課題となっ

ている.一方で,教師の重要な役割として,終わりのない

学習を「終わらせる」という作業があり,学習集団との

検討により,どの段階で,どのような形態で学習をまとめ

るかという「学びの物語」の振り返りと意味づけを,活

動の最終段階で行う必要がある. 

 総合学習とは,最初の定義より,このようなプロセスを

持つ「問題解決学習」に近いものとしてまずはとらえた

い. 

4-2.問題解決学習と「総合学習」

 一方で, 指導者が予め学習の流れやストーリーを用意

する系統学習(図２)の要素の強い総合学習もあることに

注意しておく必要がある. 

系統学習には, 教師が設定した学習のゴール(学習の到

達目標)が必ずあり,その学習において教師だけはゴール

を知っている.ゴールにいたるために必要な一連の細か

い学習活動のステップがあり,ステップの間隔の大小や

ルートの組替えなどを,学習集団の状態や学習者の理解

度や学習内容の展開によって教師が変化させる.ゆえに,

教師による興味づけや,いわゆる「導入」「展開」「ま

とめ」といった学習時間のデザインがなされ,学習者に

とっては主体性の発揮しづらい学習方法となる. 

図２ 系統学習における「指導者(教師)」・「学習者(生 

徒)」・「学習課題とプロセスの関係」(田辺基子 

「教育の方法と技術」授業テキストより) 

系統学習の背景には系統を支える固有の学問や研究の

世界があり,教師にとっては既習であるが,その知識をそ

のまま学習者に教示するのではなく,目の前の学習者に

あわせて柔軟に再構成する.同時に,その学習で身につい

た成果や到達度の客観的な計測が可能である, 

学習者は主体性をいったん保留して学習活動に参加し,

多くの場合,活動の終了後にその意味を実感し評価をす

るため,参加にあたってはまず教師と生徒の信頼関係や

学習への興味が形成されていることが重要となる. 

 総合学習においても,この系統学習のように教師や学

校が意図してプランやカリキュラムを作成する場合は多

くある.または,問題解決の途中で新たな知識を得るため

に系統学習が必要となってくる場合もある.ただし,あら

かじめ総合学習のプランを作成する場合,系統学習の要

素を強く持つ活動になるため,それを児童・生徒による

「主体的な学習の物語」として描かないよう,実践者は

留意する必要がある. 

5. 我が国における「合科学習」「総合学習」概念と

実践史の特徴

「総合学習」の用語を使用する理由は,明治期以降の近

代学校において,教科教育の教授を中心とした教育方法

を批判的に改革しようとした「合科学習」の思想・実践

をひとつのルーツとし,第二次世界大戦後に試みられた

「コア・カリキュラム」の実践運動ともつながっている

ため,日本の教師によって主体的に編み出され使用され

た実践の要となる概念として重要だと考えるからである. 

 ここでは,それぞれの学習を検討する際に代表的な実

践を挙げておきたい(５). 

明治期に東京高等師範学校附属小学校の教師樋口勘治

郎(1872—1917)が実践した「飛鳥山遠足」は,上野公園か

ら飛鳥山にいたる遠足の中に,さまざまな教科の学習の

芽となる活動を予想して企画されていた. 

 大正自由教育期の奈良女子高等師範学校附属小学校に

おいて,主事木下竹次(1872—1946)の提唱した,いわゆる

「奈良の学習法」にもとづく「合科学習」は,多くの教

師たちによって実践記録が残された.いわゆる教科学習

ではなく,「人のからだ」「家の仕事」「選挙」といっ

た生活単位における問題をとりあげた,児童による「自

律的学習」である. 

第二次世界大戦後に民間に研究会が設立され全国で試

行された「コア・カリキュラム」は,その原点として,埼

玉県川口市助役の梅根悟(1903—1980)による地域学習を

コアとした小学校カリキュラム「川口プラン」が知られ

ている.戦後の川口市復興と鋳物業のまちづくりをテー

マに,子どもが暮らす地域の生活に根ざした「中心的な

題材をもった課題」のあるカリキュラムを,それぞれの

学校ごとに自主的に編成するコア・カリキュラム運動へ

とつながった. 

これらの実践的系譜について,今後実践史の整理を行

い,技術・ものづくり教育の学習内容を抽出し,多くの合

科学習・総合学習の実践の中に,技術・ものづくりをテ

ーマや活動内容とした事例があるかどうかを確認したい. 
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一方で,総合的な学習の時間の創設は 1996 年「第 15

期中央教育審議会第一次答申」をきっかけとしており,

「豊かな学習活動を通して〔生きる力〕をはぐくむとと

もに,国際理解教育,情報教育,情報教育,環境教育などを

学校教育の中で行う社会的要請に対応するために,横断

的・総合的な指導を行うためのまとまった時間」の設置

が必要であるとされ 1999 年の小学校学習指導要領より

導入されたものである(６).その「時間」の計画や運用が

大きく学校に任された点や,「自ら学ぶ」姿勢や「生き

る力」の養成をカリキュラムや評価に取り入れた点が創

設の大きな意図であり,教育方法史におけるオキュペー

ションや合科学習・総合学習などの展開にみられた学習

方法や概念を必ずしも踏まえていないことに注意する必

要がある. 

6.まとめ-技術・ものづくり教育の持つ「総合学習」の

要素と総合学習における「技術・ものづくり教育」の

視点-

本稿では,技術・ものづくり教育と我が国の合科学

習・総合学習の実践が重なって展開していた可能性を指

摘し, 技術・ものづくり教育を「視点」として過去の合

科学習・総合学習の実践を検討する意義を確認した. 

ただし,学校カリキュラムにおける「技術」という教

科やものづくり活動が,その特質として「総合学習」の

性質を孕んでいたことと,日本の教師・学校が技術・も

のづくりにかかわる学習活動を総合学習の重要で魅力的

な実践テーマであるととらえていたことは,必ずしも同

義ではないだろう.しかし, J.Dewey により実験学校にお

いて,家庭生活や社会活動をベースにした occupations

として,「手工」・「技術」・「工業」・「科学「もの

づくり」の活動が位置づけられていたことは明らかであ

り,我が国における技術・ものづくりをテーマとした総

合学習実践においても類似的な傾向が起こった可能性は

ある.今後の課題として,戦前から戦後にかける合科・総

合学習の実践内容を整理し, 技術・ものづくりに関する

学習を抽出して,実践内容を検討し,両者の関係を検討し

たい. 
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教職課程履修学生のキャリアイメージに関する考察 
―開放制教員養成の現状から― 
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神奈川工科大学 教職教育センター  (shios@t-ce.kanagawa-it.ac.jp) 

A study of the career image of the teacher training students: 

Forcusing on the present situation in private universities 

Shio SATO 

Abstract 

本研究は，質の高い教員育成を目指すために，私立大学における開放制の教職課程の授業等

においてどのような工夫ができるのかを考察することを目的に実施された。私立大学の教職課

程の現状把握（調査 1）より，教職志望者の減少傾向が示された。また，教職課程履修者の教

職イメージについて検討した結果（調査 2），教職志望による教職観の違いや，メディアによ

る影響がある可能性が示唆された。 

Key Words:  teacher, career image, teacher trainin student, private university 

1. はじめに

現在，文科省による学校教育の質の保証について呈示

され(1)，学校現場においては，学習指導要領の改訂によ

り，確かな学力を育成することが求められている。「主

体的・対話的で深い学び 」を実現するための具体的な

授業改善として，言語活動の充実，理数教育の充実，伝

統や文化に関する教育の充実，道徳の教科化，体験活動

の充実，外国語教育の充実として小学校における外国語

科の導入が進められた。また ICT 機器を活用した効果的

な指導やプログラミング教育の導入，子どもたちの発達

の支援としてのキャリア教育，食育や安全教育，特別な

配慮を必要とする児童生徒への指導，特別支援教育の推

進なども求められている。 

それに伴い，大学における教員養成課程においても，

よりよい教員を育てるべくその質保証の在り方について

さまざまな呈示がなされている。しかし，民間雇用の拡

大や退職教員の再任用，メディアによる教職の多忙さが

クローズアップされることによって，教職のイメージが

ネガティブな傾向にあることは否めない。さらに，教育

現場をめぐる諸問題の報道もあり，教職を志望する者へ

の影響が危惧される。 

より質の高い教員を育成するためには，教職志望者を

増やすことが必要である。そこで，まずは最近の教職志

望者の状況を把握する（調査 1）。次に，学生の教職観

捉えるために，教職に対するイメージを知り（調査 2），

教職に対するキャリア意識を高めるために，私立大学に

おける開放制の教職課程ではどのような工夫ができるの

かを考えていく。 

なお，本調査は，2019 年度神奈川・山梨地区私立大学

教職課程研究連絡協議会における講演会「教職の魅力を

見つめ直す ～人を育てる仕事のやりがいに焦点をあて

て～」の話題提供のひとつとして実施したものである。 

2. 調査１：教職課程の状況調査

2. 1 目的

最近の教職履修者の現状を知ることを目的とする。最

近 5 年間について，教職希望者数，教育実習者数，教員

採用者数の増減を知り，教職志望者の傾向を把握する。 

2. 2 方法

調査対象者 関私教協に加盟している 11大学の大学の

教員（各大学 1名）であった。 

調査時期 2019 年 12 月下旬～2020 年 1 月中旬であっ

た。 

手続き 関私教協に加盟している大学の教職課程担当

教員に，部会等を通して調査を依頼した。依頼文には，

神奈川工科大学教職教育センター年報
第3巻　2020年3月

【研究論文】
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調査の目的，方法，質問項目が呈示されていた。また，

WEBによる回答であること，回答は任意であること，大

学名が特定されることはないこと，統計的に処理される

ことが明記されていた。 

調査内容 （1）大学名，（2）貴学における取得可能

免許（複数選択式），（3）ここ5年間（2015年度～2019

年度）の教職希望者人数（教職履修登録時の人数），

（4）ここ 5 年間（2015 年度～2019 年度）の教育実習生

の人数，（5）ここ 5 年間（2015 年度～2019 年度）の教

員採用試験受験者数，（6）アンケートまたは教職履修

の学生について意見（自由回答） 

2. 3 結果と考察

 大学の取得免許の状況 回答を得られた 11大学の取得

可能免許について表 1 に示す。幼稚園，小学校から，中

学，高校の免許まで幅広い免許取得課程をもつ大学の回

答を得ることができた。 

表 1 回答大学の取得可能免許状況一覧 

（1）大学名 （2）取得可能な教員免許（複数回答）

A 中学校一種免許（理科）, 高等学校一種免許（理科）, 高等学校一種免許（情報）

B
中学校一種免許（社会）, 中学校一種免許（理科）, 中学校一種免許（技術）, 高等学校一種免許（情報）, 高等学

校一種免許（農業）, 高等学校一種免許（上記以外）, 栄養教諭

C
中学校一種免許（数学）, 中学校一種免許（理科）, 中学校一種免許（技術）, 高等学校一種免許（数学）, 高等学

校一種免許（理科）, 高等学校一種免許（情報）, 高等学校一種免許（工業）, 栄養教諭

D

幼稚園, 小学校, 中学校一種免許（国語）, 中学校一種免許（英語）, 中学校一種免許（社会）, 中学校一種免許

（保健・体育）, 中学校一種免許（上記以外）, 高等学校一種免許（国語）, 高等学校一種免許（英語）, 高等学校

一種免許（上記以外）

E
中学校一種免許（数学）, 中学校一種免許（理科）, 中学校一種免許（技術）, 高等学校一種免許（数学）, 高等学

校一種免許（理科）, 高等学校一種免許（情報）, 高等学校一種免許（工業）

F 中学校一種免許（数学）, 中学校一種免許（技術）, 高等学校一種免許（情報）, 高等学校一種免許（工業）

G
中学校一種免許（数学）, 中学校一種免許（社会）, 中学校一種免許（理科）, 高等学校一種免許（数学）, 高等学

校一種免許（社会）, 高等学校一種免許（理科）, 高等学校一種免許（情報）, 高等学校一種免許（工業）

H 中学校一種免許（理科）, 高等学校一種免許（理科）

I

幼稚園, 小学校, 中学校一種免許（国語）, 中学校一種免許（英語）, 中学校一種免許（保健・体育）, 高等学校一

種免許（国語）, 高等学校一種免許（英語）, 高等学校一種免許（情報）, 高等学校一種免許（上記以外）, 特別支

援学校教諭, 栄養教諭, 養護教諭

J
中学校一種免許（数学）, 中学校一種免許（技術）, 高等学校一種免許（数学）, 高等学校一種免許（情報）, 高等

学校一種免許（工業）

K 小学校, 中学校一種免許（国語）, 高等学校一種免許（国語）, 特別支援学校教諭, その他
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5年間（2015年度～2019年度）の教職希望者数（教職 

履修登録時の人数） 11 大学の教職希望者の合計人数を

図 1 に示す。ここ 5 年間について，緩やかではあるが教

職希望者は減少傾向であった。 

図 1 5年間の教職希望者数（人） 

 5 年間（2015 年度～2019 年度）の教育実習生数 11大 

学の教育実習生の合計人数を図 2 に示す。開放制の大学

のいては，教育実習は 4 年生での履修になる。ここ 5 年

間について大きな人数の変化はみられなかった。 

図 2 5年間の教育実習生数（人） 

 5 年間（2015 年度～2019 年度）の教員採用試験受験者 

数 教員採用試験受験者数の回答については，5年間す 

べてに回答のあった 9 大学の合計人数を図 3 に示した。

2015年度から2018年度までは大きな変化はなかったが，

特に 2019年度の教員採用試験受験者数は減少していた。 

その背景には，民間企業の就職が売り手市場であること

が関連しているのではないか。一方で教員採用の場合に

は，教員が足りないと言われながらも，退職教員の再任

用とともに，現役の採用試験合格率が低いことなどによ

って，採用試験に挑戦する学生が減少したことが考えら

れる。 

図 3 5年間の教員採用試験受験者数（人） 

 教職課程登録者の人数の変化 教職履修者が 4 年間に

おいてどの程度減少するかを検討するために，2015 年度

の教職登録者数と 2018 年度の教育実習生，また 2016 年

度の教職登録者数と 2019 年度の教育実習生を比較した

（図 4）。 

その結果，2015 年度に教職登録した学生の 61.3%，

2016 年度に教職登録した学生の 60.0%が教育実習生とし

て履修している状況であり，各大学において，教職登録

時よりも教育実習生の人数が減少していることが示され

た。 

開放制の教職課程においては，学科の授業に加えての

単位修得が求められ，その分課題などにも追われること

になる。教職を続けるという強い意志と課題などを効率

よく取り組むスキルを身につけていくことが課題となる

のではないか。 

図 4 教職希望者と教育実習生の人
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3. 調査 2：教職に対するイメージ調査

3. 1 目的

現在の教職履修学生の教職観として，教職（「学校の

先生」の仕事）にどのようなイメージや考えを持ってい

るのかについて調査を行った。教職履修学生は，教育ま

たは教職に関心を持っていることが考えられる。その分

教育に関する話題に積極的に接していることが予想され

るが，最近のメディアによる報道等の影響をより受けて

いるのではないか，そこで，情報接触の傾向と教職に対

するイメージとの関連を検討する。 

3. 2 方法

調査対象者 関私教協に加盟している大学の教職課程

履修学生 268 名であった。なお，分析の際には，回答に

不備のあったものを除いた 265名（男性 131名、女性 132

名、その他 2名）を対象とした。 

調査時期 2019 年 12 月下旬～2020 年 1 月中旬であっ

た。 

手続き 関私教協に加盟している大学の教職課程担当

教員に，部会等を通して調査を依頼した。学生は各大学

の教職課程担当教員から依頼された。依頼文には，調査

の目的，方法，質問項目が呈示されていた。また，WEB

による回答であること，回答は任意であること，匿名に

よる回答であること，統計的に処理されることが明記さ

れていた。 

調査内容 （1）学年，（2）性別，（3）取得予定の

免許（複数選択），（4）教員を目指しているか（選択

式），（5）教職（「学校の先生」の仕事）に対するイ

メージ（5件法；1あてはまらない―5あてはまる），（6）

小・中・高校時代の「印象に残っている先生」（記述

式），（7）どのような人が先生になるべきか（記述

式），（8）学校や教育にどの程度関心があるか（5 件

法；1 まったく関心がない―5 とても関心がある），（9）

学校や教育に関する情報を積極的に得ようとしているか

（5 件法；1 まったくあてはまらない―5 とてもあてはま

る），（10）最近気になっている学校・教育に関する話

題（ニュース）（記述），（11）教職の授業に関して意

見（自由回答）

3. 3 結果と考察

回答者の属性 回答者は大学 1 年生から大学 4 年生ま

で各学年おおむね同じ人数の回答を得ることができた

（大学 1 年生=30.9%，大学 2 年生=23.8%，大学 3 年生

=24.5%，大学 4 年生=18.9%，その他=1.9%）。また，現

在教職を履修している学生のうち，教員を目指している

学生は，72.8％（目指している=39.2%，またはどちらか

といえば目指している=33.6%））であった。 

学校や教育への関心 教職を履修している学生が，実

際に学校や教育にどの程度関心があるのかを尋ねた結果

を図 5 に示す。教職を履修している学生の学校や教育へ

の関心は高かった（M=4.07, SD=0.80；とても関心がある，

またはやや関心がある=81.2%）。また，あまり関心がな

い，またはまったく関心がないとの回答も得られた

（3.8%）。教職を履修している学生であるにも関わらず，

それらに関心がないという学生には，なぜ教職を履修し

たのかという疑問がある。関心がない学生は中断する可

能性も考えられる。 

図 5 学校や教育の関心の程度 

メディアへの接触 教職を履修している学生が，普段

学校や教育に関する情報を積極的に得ようとしているか

を尋ねた。その結果を図 6 に示す。学校や教育に関する

情報を積極的に得ようとしている人は半数程度であった

（M=3.48, SD=1.00）。また，学校や教育への関心の程度

（M=4.07, SD=0.80）と積極的に情報収集するかには中程

度の関連がみられた（r=.57, p<.01）。 

授業等で学生に聞くと，「新聞は見ない」「テレビで

ニュースは見ない」という回答が多い。学校や教育に関

心の高い学生ほど自分から積極的に情報収集する傾向に

あるが，関心が低い学生は，話題になっていること以外

の情報にはあまり接触していない可能性が考えられる。 
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図 6 学校や教育に関する情報の積極的な情報収集 

最近気になっている学校・教育に関する話題 最近

（2019 年 12 月末～2020 年 1 月）気になる学校・教育に

関する話題（ニュース）について得られた回答を分類し

た結果を表 2 に示す。なお，分類は，本学の教職履修 3

年生が行った。 

上位は、「教師間のいじめ」（31.7%），「大学入試

制度」（18.1%）。「いじめ（教師間以外）」（12.5%）

であった。「教師間のいじめ」は，神戸の小学校教諭の

いじめについてであった。「いじめ（教師間以外）の内

容は，学級内のいじめやいじめの事実を学校側が認知し

ていないことによって，生徒が自殺してしまったことな

どが含まれていた。話題は全体的にネガティブな話題が

多く，メディアで取り上げられることが多い話題が上位

にあがっていた。 

また，「働き方改革」（8.3%）の内容には，教員がブ

ラックということや，時間外労働や残業時間についてが

あげられていた。これらの話題は，教職を志望する学生

にとっては，不安を大きくさせるような内容でもある。

「教員志望者の減少」（1.1%）についてもあげられてい

た。教職を志望する学生にとっては，自身の進路を考え

ていく際に，自身で情報収集を行う。その際に，ネガテ

ィブな話題が多いことは，「教員はブラックだ」という

イメージを強固にさせてしまう可能性がある。

表 2 最近気になっている学校・教育に関する話題 

教職のイメージ 実際に教職履修学生は，教職「学校

の先生」の仕事にどのようなイメージを持っているので

あろうか。そこで，「教員の仕事と意識に関する調査」
(2)を参考に，15 項目の仕事のイメージについて，どの程

度あてはまるかを尋ねた。「あてはまる」と「ややあて

はまる」に回答した人数（%）を図 7に示す。

 上位は，「責任が重い仕事」（ 96.2% , M=4.64, 

SD=0.72），「忙しい仕事」（95.1%, M=4.66, SD=0.75），

「苦労が多い仕事」（93.6%, M=4.52, SD=0.84），「残業

が多い仕事」（90.9%, M=4.52, SD=0.81）であった。多く

の学生がネガティブなイメージを持っていることが示さ

れた。「子どものためになる仕事」（90.9%, M=4.59, 

SD=0.80）や「やりがいのある仕事」（88.7%, M=4.36, 

SD=0.86），「世の中のためになる仕事」（ 78.5%, 

M=4.09, SD=0.94）に対する回答も 8 割程度得られたが，

「楽しい仕事」（57.0%, M=3.59, SD=1.06）や「やりたい

ことが自由にできる仕事」（10.6%, M=2.22, SD=1.01）に

対する回答は低く，楽しく，さまざまアイディアを出し

て取り組んでいるというイメージを持っている学生が少

ないことがわかった。またこの結果は，2016 年度の「教

員の仕事と意識に関する調査」(2)結果とも共通していた。

「教員の仕事と意識に関する調査」では，「人気がある

仕事」に対する回答も大変低い結果であった。 

「忙しい」「苦労が多い」「休みが少ない」というイ

メージは，メディアによる影響等も考えられる。人を育

てる教職という仕事の楽しさについては，教職を履修し

ている学生にも伝わっていないようである。 
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注）「とてもあてはまる」と「ややあてはまる」の%を示す 

図 7 教職（「学校の先生」の仕事）に対するイメージ 

教職志望による教職イメージの違い 教職を履修して

いる学生の中でも，教員を目指しているかどうかによっ

て、教職イメージが異なるかを検討した。教員を「目指 

していない」「どちらかといえば目指していない」（72

名）を「教職志望低群」，「どちらかといえば目指して

いる」「目指している」学生（193 名）を「教職志望高

群」として，教職イメージの平均値について t 検定を行

った（表 3）。その結果，教職志望低群に比べて，教職

志望高群のほうが，教職に対して「世の中のためになる」

「楽しい」「やりがいがある」「休みが多い」「子育て

と両立しやすい」イメージを持っていることが示された

（ps＜.05）。一方，「やりたいことが自由にできる仕事」

というイメージを持っているのは，教職志望高群

（M=1.86, SD=0.86）よりも教職志望低群（M=2.37, 

SD=1.04）であることが示された（t(152.44)=4.06, p<.01）。

本来の教職は，子どものことを考えて試行錯誤し取り組

んでいくことが多い仕事である。しかし，教職を目指す

学生にとっては，教員は授業をしっかり行うことや生徒

指導に関することなど，学校という枠組みの中で決めら

れた仕事を行うという印象のほうが強いのであろうか。

教職の資質を捉える意味でも，教職を履修している学生

には，本来の教職について知る機会を得ることが必要で

あると考えられる。 

表 3 教職志望高低群と教職イメージ 

教員に対する印象 学生にとっては，小・中・高校時

代に出会った教員の印象が，教職観に影響を与えている

可能性がある。そこで，小・中・高校時代に出会った

「印象に残っている先生」について，自由記述形式で尋

ねた。その結果を分類したものを表 4に示す。 

一番多かったのは，「寄り添ってくれる先生」

（24.0%）であった。具体的には，親身になって相談に

のってくれるや，生徒のことを第一に考えてくれる，ひ

とりひとりに向き合ってくれるなど主に生徒のことを思

いやる内容が含まれていた。次に「熱心な先生」・「授

業が印象的な先生」（12.5%）があげられた。「熱心な

先生」には，部活動指導に関する内容や，何事にも全力

で取り組んでくれたという内容が多くみられた。「授業

が印象的な先生」は，主に授業における指導に関する内

容であった。授業が面白いことや，わかりやすく教える

工夫をしている先生は印象に残っているようであった。 

教員の大きな仕事は，学習指導である。そのため，授業

については特に印象に残りやすいということが考えられ

る。 

また，「印象の悪い先生」（6.5%）も多くあげられた。

これには，生徒を好き嫌いやテストの点数で差別するこ

とや，生徒を信用していないなど，「反面教師」と捉え

られる内容があげられた。それでも教職を目指そうとす

る背景には，自身の体験を将来活かしたいという気持ち

が働くのだろうか。 反面教師として，是非よりよい教

員を目指してほしいものである。 

件数は多くなかったが，「厳しく優しい」「まじめだ

けどおもしろい」など，二面性の印象もあげられた。状

況による教員の指導を客観的に捉えていたからでないだ

ろうか。 
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43.8

20.4
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1_責任が重い仕事

3_忙しい仕事

6_苦労が多い仕事

2_子どものためになる仕事

9_残業が多い仕事

10_やりがいがある仕事

4_世の中のためになる仕事

5_楽しい仕事

14_人に自慢できる仕事

7_みんなから尊敬される仕事

12_頭がいい人がつく仕事

8_給料が高い仕事

13_子育てと両立しやすい…

15_やりたいことが自由に…

11_休みが多い仕事

M SD M SD

 4_世の中のためになる仕事 3.89 0.85 4.16 0.96 2.07 * (263)

 5_楽しい仕事 3.03 1.01 3.79 1.00 5.51 ** (263)

10_やりがいがある仕事 4.07 0.86 4.47 0.83 3.43 ** (263)

11_休みが多い仕事 1.61 0.97 1.96 1.01 2.55 ** (263)

13_子育てと両立しやすい仕事 2.11 1.13 2.58 1.07 3.12 ** (263)

15_やりたいことが自由にできる仕事 2.37 1.04 1.86 0.86 4.06 ** (152.44)

** p <.01, * p <.05

教職志望高群（n =193）教職志望低群（n =72）
t (df)
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表 4 小・中・高校時代の「印象に残っている先生」 

学生が考える教員の資質 教職履修学生が考える教員

の資質は何かを知るために，どのような人が先生になる

べきだと考えているかを自由記述形式で尋ねた。その結

果，幅広い内容があげられた（表 5）。 

一番多くあげられたのは，子どもと真剣に向き合える

や，子どもの成長に喜びを感じられるなど，主に人とし

ての成長の支援に関する内容であったので，「教育への

熱意」としてまとめた（15.6%）。次に，子どもが好き

であることや子どものことを第一に考えられるという内

容であり「子どもが好きな人」であった（14.5%）。

「相手の気持ちがわかる」には，生徒に寄り添えること

や思いやりがある，相手の立場で物事を考えられるなど

の内容であった（13.0%）。 

学生が考える教員の資質には，教職の特徴のひとつと

して考えられる「人を育てる」ことがあげられていた。

また，小・中・高校時代の印象に残っている教員の影響

か，児童・生徒に寄り添えることを資質としてあげてい

る学生も多かった。相手の気持ちを考えることは，日々

の生活の中でも必要になるスキルである。教職の授業の

中では，自身にその資質がどの程度身についているかを

確認すること取り入れながら，教職の資質として必要な

ことを意識させていくことが必要であると考えられる。 

表 5 学生が考える教員の資質 

4. 考察

4. 1 教職課程の現状から

 教職課程において，より質の高い教員を育成するため

には，まずは教職志望者の母数を増やすことが必要と考

えられる。調査 1 の結果より，各大学において教職登録

者の人数が年々減少傾向にあることが示された。また，

教職登録時の約 6 割の学生が教育実習生として履修して

おり，教職登録時の約 4 割の学生は教職を中断している

可能性が示唆された。 

本調査における回答大学は，ほとんどが開放制の教職

課程である。教育実習までには，教職科目や教科教育法

など，学科の授業以外にも多くの単位修得が求められる。

また教職課程の授業も，5，6 限や土曜日に設定されるな

ど，学生への負担も大きい。そのため，学科の授業に追

いつかないことや，時間の制限により教職課程を中断す

る学生が多くなっていることが考えられる。 

今年度から，教職課程も新カリキュラムとしての授業

が開始された。新学習指導要領の改訂とともに，学校現

場における諸問題への対応等を授業の中に組み込んでい

くことが求められている。しかし，まずは，教職中断者

をできる限り少なくすることや，少しでも「教育」や

「学校」に関心を持つ人に教職課程に登録してもらうた

めの取り組みなども考えていく必要があるのではないか。

その一つとして，キャリアとしての「教職の魅力」を学

生に伝えていくことを提案したい。そのためには，学生

の学校見学などによって，生徒や先生方と接する機会を

増やす取り組みなども有効であると考えられる。メディ

アから得られる情報だけではなく，学生自身が実際に体

験を通して教職の魅力を感じることが大切ではないか。

カテゴリー

寄り添ってくれる先生 63 24.0

熱心な先生 33 12.5

授業が印象的な先生 33 12.5

印象の悪い先生 17 6.5

おもしろい先生 13 4.9

フレンドリーな先生 13 4.9

認めてくれる先生 13 4.9

観察力のある先生 11 4.2

明るい先生 10 3.8

厳しい先生 9 3.4

厳しく優しい先生 5 1.9

優しい先生 4 1.5

社会経験のある先生 4 1.5

信頼がある先生 2 0.8

公平な先生 2 0.8

まじめだけどおもしろい先生 2 0.8

その他 29 11.0

人数 ％ カテゴリー

教育への熱意のある人 41 15.6

子どもが好きな人 38 14.5

相手の気持ちがわかる人 34 13.0

公平な人 21 8.0

責任感がある人 20 7.6

意欲のある人 18 6.9

常識がある人 13 5.0

経験が豊富な人 13 5.0

教養・知識が豊富な人 11 4.2

信頼される人 11 4.2

視野が広い人 10 3.8

コミュニケーション力のある人 9 3.4

観察力のある人 4 1.5

尊敬される人 4 1.5

正義感のある人 3 1.1

忍耐力のある人 1 0.4

その他 11 4.2

人数 ％
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質の高い教員の育成には，大学の教職課程のみでできる

ことには限界がある。今後は，学校現場と連携し，大学

の教職課程において何ができるかが課題である。 

4. 2 教職履修学生の現状から

 教職履修学生の教職観について考えていきたい。教育

や学校に関心が高い学生ほど，積極的に情報収集するこ

とが示された。また気になる話題としてあげられたもの

をみると，メディアで取り上げられているものについて

の関心が高いようであった。現在，PCやスマホなどによ

ってすぐに検索できる環境にあり，学生自身も情報収集

手段のひとつとして利用している。本来は，メディアの

情報も批判的に捉えるスキルが求められるが，日頃の学

生の傾向をみると情報をそのまま受け取る場合も少なく

ない。最近の学校・教育に関する報道は「いじめ」「多

忙」「ブラック」とネガティブなものが多い。教職課程

の授業でも，積極的に学校や教育に関する情報収集をす

るようにという指導はしていることが考えられるが，特

に，その情報が本当なのか，また情報とは違う面にも目

を向けるような促しを行っていく必要があると考えられ

る。 

 また，教職のイメージについて検討したところ，「忙

しい」「苦労が多い」「残業が多い」「休みが多くない」

というメディアによる影響もあることが示唆された。確

かに忙しい状況もある。しかし，教職という「人を育て

る仕事」という面では，児童・生徒の成長の姿にやりが

いを感じることや，日々の子どもとのやり取りに楽しさ

を感じることもあるはずである。教職を目指す学生，ま

た教職に関心を示す学生には，もっと教職の魅力となる

部分を知る機会を作る必要があるのではないか。大学で

教職課程を履修するにあたっては，すべての学生にとっ

て小・中・高校時代の教員こそが「教員像」であり，ま

た教職観にも影響を与えている可能性がある。しかし，

実際の教員には，児童・生徒の立場では見えていなかっ

た面がある。実際に教育実習生の話を聴くと，実習に行

って，教員という立場を経験したことによって，改めて

教員の仕事の内容について理解するようである。教育実

習前の 1～3年生の教職課程の授業の中でも，現場の教員

に触れる機会を増やし，教職観を捉えなおしてみる機会

を設ける必要があるのではないか。学生の教職観の中に，

人を育てることの魅力，支援・指導するための工夫の楽

しさ，また，子どもたちとのやり取りの楽しさの視点が

より多く出てくるようになれば，教職の中断率を減らし，

積極的に教職を自身のキャリアとして考えていく学生が

増えていくことが考えられる。 

 「教職観」は指導して身につけさせるものではない。

さまざまな機会を通して，自身が感じ考えていくことに

よって作り上げられていくものである。そのような場を

設けていくことが，大学の教職課程にも求められている

のではないだろうか。教職履修学生の教職観に，学校や

教育に関する接触機会がどの程度影響するのか，今後さ

らに検討していくことを考えている。 

5. おわりに

本調査については，関東地区私立大学教職課程研究連

絡協議会（関私教協）の加盟校に協力をお願いした。調

査に回答していただいた大学，学生のみなさんに記して

心より感謝申し上げます。 
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A stady of improve "reading skills" and "critical thinking abilities" of teacher-training students: 

Correlation with the reading skill test 

Shio SATO, Satoshi YAMAMOTO 

Abstract 

本研究は，教職履修学生を対象に，教員に求められる「読解力」や「思考力」を高める課題

や活動とはどのようなものかを探索的に検討することを目的として実施された。リーディン

グ・スキル・テストの結果から，教職履修学生において，係り受け解析や推論，イメージ同定

などについては，大学生の平均的な力があることが示された。作成した「読解力」・「思考力」

育成の課題と RST との関連から，総合文章理解のような資料等から読み取る問題へ取り組むこ

とが，教員に必要となる相手を理解する力を育成することにつながる可能性が示唆された。  

Key Words: reading skill, critical thinking, teacher training students, RST, 

1. はじめに

1. 1 教員に求められる資質能力

文科省が呈示する教員に求められる資質能力(1)として，

①教職に対する強い情熱，②教育の専門家としての確か

な力量，③総合的な人間力がある。これらの背後には，

いつの時代にも求められる子どもに対する愛情や人間へ

の深い理解と，変化の時代を生きる社会人に求められる

ものとして，人間関係に関わるものや課題探求能力等に

関わるもの，社会の変化に適応するための知識や技術が

あげられる。 

では，これらの能力の基盤になるものとは何か。例え

ば，教員が児童生徒とコミュニケーションを行う場合に

重要となるのは，相手が意図していることを読み取り対

応する力である。また，学習指導を行う際には，その単

元の内容理解と教材を解釈する力，説明力が必要となる。

そのためには，まず「読解力」が必要であり，そして学

校教育が抱える課題に対して，教員として何ができるの

かを「思考」し取り組んでいく力が求められる。現在

Society5.0 の社会像(2)に合わせて，学校での学び方にも変

化がみられる。そこで求められる力のひとつにも「基礎

的読解力」が呈示されており，文章や情報を正確に読み

解き対話する力の育成への取り組みが進められている。 

1. 2 読解力の育成

 経済協力開発機構（OECD：Organisation for Economic 

Co-operation and Development）が実施している「国際的

な学習到達度に関する調査」（Programme for International 

Student Assessment：PISA）において，日本の「読解力」

の平均得点が，前回調査（PISA2015）より有意に低下し

ていることが示された(3)。その背景に対応させるものと

して，文科省は「読解力向上プログラム」を呈示してお

り，そこでは，1）テキストを理解・評価しながら読む

力を高める取組の充実，2）テキストに基づいて自分の

考えを「書く力」を高める取組の充実，3）様々な文章

や資料を読む機会や，自分の意見を述べたり書いたりす

る機会の充実，を具体的な目標として掲げている。これ

らの目標の対象は，主に児童・生徒であることが考えら

れるが，現在の大学生においても読解力の低さは日々感

じられる。特に，教員を目指す学生においては，これら

の育成に携わる立場を目指すことになる。そこで，教員

として社会に送り出すにあたり，教職課程を履修してい
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る学生についても「読解力」や「思考力」を育成するこ

とが求められる。 

1. 3 目的

実際に「読解力」や「思考力」を高める課題や活動と

して，どのようなものが適切かを探索的に検討すること

を目的とする。読解力や思考力の育成に向けて，教職課

程の授業においてどのような工夫をしていくか，その予

備的研究として位置づけ考察していく。そこで，学生に

とって身近な練習問題であり取り組みやすい公務員試験

や資格試験等で用いられるような問題と読解力にどのよ

うな関連があるかを検討する。また，教員の仕事は対人

職であり，子どもとのコミュニケーションから相手を読

み取る力が求められる。その背景には，相手の心情を考

える力が必要となると考えられる。そこで，本研究では，

心情を捉えるような問題として「文学的表現課題」を用

いて，読解力との関連性について予備的に検討する。 

なお，「読解力」を測定する指標のひとつとして，情

報・システム研究機構国立情報学研究所が開発したリー

ディング・スキル・テスト（RST）(4)を使用する。RST

は，さまざまなところで実施されており，全国の大学生

の平均値等が算出されている。今後その数値と比較しな

がら検討することも可能であると考え，使用することに

した。 

2. リーディング・スキル・テスト

2. 1 RST とは 

リーディング・スキル・テスト（RST）とは，情報・

システム研究機構国立情報学研究所新井紀子教授を中心

とした研究グループが，大学入試を突破する人工知能

(Al)の研究（東ロボ君プロジェクト）を通して開発，

「日本語のルールに従って教科書の文章を読むことがで

きない生徒がいるのではないか」という仮説からスター

トした「基礎的な読む力」を測るテストである。

これまで，文字や単語を読み書きできるかのテスト，

あるいは国語の論説文読解問題のように談話全体の内容

を理解できているかのテストは多数存在するが，最大で

も３文くらいからなる短い文章の構造を把握し，内容を

正確に理解できるかを診断するためのテストは存在しな

かった。リーディング・スキル・テストは，文レベルの

正確な読解ができるかどうかを最先端のテスト理論を用

いて診断する。リーディング・スキル・テストは，項目

応答理論に基づく適応型テストである。受検者の読解能

力に合わせた問題を適宜出題するため，受検者の基礎的

読解力を正確に診断する上で有効であるとされる。 

2. 2 RST が測定する基礎的読解力 

リーディング・スキル・テストは以下の 6 つのタイプ

（7 分野）の問題群から構成される。① 係り受け解析

（DEP），②  照応解決（ANA），③  同義文判定

（PARA），④ 推論（INF），⑤ イメージ同定（REP），

⑥ 具体例同定（INST）-(ア) 具体例同定辞書（INSTd），

(イ) 具体例同定理数（INSTm）である。それぞれ，以下

の能力を測る問題群となっている。

① 係り受け解析（DEP：Dependency Analysis）：文の

構造を正しく把握する。読解力の最も基礎となる能

力である。

② 照応解決（ANA：Anaphora Resolution）：代名詞が

何を指しているかを正しく認識する。

③ 同義文判定（PARA：Parapharasing）：与えられた二

文が同義かどうかを正しく判定する。語彙力や論理

力が必要となる。

④ 推論（INF：Logical Inference）：既存の知識と新し

く得られた知識から，論理的に判断する。

⑤ イメージ同定（REP：Representation） ：文と非言語

情報(図)を正しく対応づける。

⑥ 具体例同定(辞書)（INSTd：Instanitation dictionary）

辞書の定義を用いて新しい語彙とその用法を獲得で

きる。

⑦ 具 体 例 同 定 ( 理 数 ) （ INSTm ： Instanitation

mathematics）：理数的な定義を理解し，その用法を

獲得できる。

3. 方法

3. 1 分析対象者

教職課程の必修科目である「教育心理学」の履修者

（46 名）を対象とし，授業の一環として実施された。な

お，本分析では，RST の第 1 回目と第 2 回目をどちらも

受講した 38名を分析対象とした。 

3. 2 RST の実施

「読解力」の測定として，情報・システム研究機構国

立情報学研究所による RSTを用いた。RSTの第 1回目は

後期「教育心理学」の授業第 5 回目（10 月 26 日）に実

施した。第 1～第 4 回の授業において，教育心理学の授

業の目的・内容の説明，「読解力」の重要さとその測定

についての説明，心理学の研究方法， 4 年生による教育

実習の話等を聴く内容であった。RST 第 2 回目は授業第

15 回目（1 月 25 日）に実施した。どちらも PC 室を利用

し，60分程度で回答した。 

3. 3 読解力・思考力育成の自習課題

 「読解力」や「思考力」の育成に関わる課題として，

「判断推理問題」，「総合文章読解問題」，「文学的表

現読解問題」に関する内を 19問呈示した。判断推理問題

54



（5問）は，公務員試験の演習問題(5)から抜粋し，主に論

理的思考力，推理力，判断力を問う内容であった（選択

式）。総合文章読解問題（4 問）については，BJT ビジ

ネス日本語能力テスト(6)の演習問題から抜粋した。留学

生を対象としたビジネス・コミュニケーションの能力を

測るテストであり，主に，資料を正確に読み取る力を問

う内容であった（選択式）。文学的表現読解問題（10 問）

は，Bump of chicken の『魔法の料理～君から君へ～』

（藤原元央作詞）を呈示し，それを読んで回答する内容

であった。9問は選択式であり，1問は，詩を読んで感じ

たことを文章にまとめる内容であった。選択式の問題は

5 点とし，記述式の問題については 10 点とした。なお本

研究では，記述式の問題を除外し，選択式の問題 18問を

使用する。 

3. 4 手続き

「教育心理学」の授業の第 1 回目に，担当教員が教員

の資質について触れ，本授業で実施する読解力の特徴と

実施日，測定する意味を口頭で説明した。第 5 回目の授

業において，PC 教室を利用して RST に回答した。実施

前には，担当教員による簡単な説明がなされた。RST 後，

テストに対する感想・意見をポートフォリオにて回答し

提出した。 

第 2 回 RST 実施 2 週間前に，「特別課題」として自習

課題を呈示した。読解力・思考力に関する内容であり，

課題をプリントで配布し，「よく考えるように」教示し

た。回答はポートフォリオで行い，回答後，その場で点

数と正解が確認できるようになっていた。 

第 15回目の授業で，RST第 2回目の実施と，テストに

ついての感想の提出を求めた。 

4. 結果

4. 1 RST の能力値

 RST は，項目応答理論に基づいた適応型テストであり，

問題領域ごとに受検者の能力水準を数値化した「能力値」

が算出される。なお，能力値は，受検者全体（小学 6 年

生から社会人まで）の中での相対的能力を示す(4)。能力

値 0は，中学 1～3年生の平均能力値である。プラスの値

が大きくなるほど，読解力が高いことを示す。 

 また，RST の得点としては，他に機関種別偏差値

（RST を受験したすべての大学生の中での相対的な偏差

値）と全体偏差値（RST を受験したすべての中での相対

的な偏差値）が算出される。偏差値を使用しての分析も

行ったが，ほぼ同様の結果が得られた。 

 まず，本学の教職履修学生における読解力がどの程度

かを知るために，大学偏差値を示した（表 1）。その結

果，「係り受け解析」「推論」「同義文判定」「イメー

ジ同定」「具体例同定理数」はほぼ平均的であることが

示された。 

表 1 本学の読解力の偏差値 

次に，第 1 回目と第 2 回目の RST 能力値の平均値を用

いて，後期の授業等において，読解力に変化がみられた

かどうかを検討した（表 2）。その結果，後期の授業間

における授業や活動による能力値に変化はみられなかっ

た（ns）。 

表 2 RST能力値についての平均値（標準偏差）の変化 

4. 2 読解力・思考力育成の課題

 本研究のために作成した読解力・思考力育成の課題に

ついて，平均得点と正解率を算出した（表 3）。また，

各課題得点の度数分布を図 1～3に示した。なお，自習課

題については取り組む時間として 2 週間設けたが，提出

した学生は，29名であった。 

 各課題の正解率については，判断推理問題が低かった

（31.72%）。また文学的表現読解についても半数程度の

正解率であった（50.20%）。 

表 3 読解力・思考力育成の課題の平均得点と正解率 

 

能力値 偏差値 SD 偏差値 SD

DEP 52.08 11.86 49.51 11.03

ANA 49.51 8.81 50.57 7.14

PARA 49.94 6.26 50.57 7.14

INF 52.97 9.63 52.40 8.78

REP 53.66 7.44 52.33 9.19

INST 50.09 7.12 49.59 8.78

INSTd 48.87 7.52 48.38 9.21

INSTm 52.07 7.79 52.04 9.14

1回目 2回目

能力値 t値 (df )

DEP 1.02 （0.87） 0.83 （0.81） 1.27 （37）

ANA 0.95 （0.64） 0.80 （0.77） 1.06 （37）

PARA 0.80 （0.47） 0.84 （0.53） 0.45 （37）

INF 1.23 （0.79） 1.18 （0.72） 0.37 （37）

REP 1.05 （0.57） 0.95 （0.70） 0.96 （37）

INST 0.84 （0.58） 0.80 （0.72） 0.36 （37）

INSTd 0.69 （0.55） 0.65 （0.67） 0.31 （37）

INSTm 0.83 （0.69） 0.82 （0.81） 0.02 （37）

1回目 2回目

M SD min max 正解率

判断推理得点（25点） 7.93 5.59 0 20 31.72

総合文章読解得点（20点） 13.62 4.98 0 20 68.10

文学的表現読解得点（45点） 22.59 7.27 5 35 50.20
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図 1 判断推理得点の度数分布（%） 

図 2 総合文章読解得点の度数分布（%） 

図 3 文学的表現読解得点の度数分布（%） 

4. 3 RST 能力値と読解力・思考力の育成課題との関連

RST の能力値と作成した読解力・思考力育成の自習課

題に関連があるかどうかを検討した（表 4）。その結果， 

判断推理問題と具体例同定理数（INSTm）に関連がみら

れた（r=.42, p<.05）。総合文章読解問題については，

「係り受け解析（DEP）」（ r=.42, p<05），「推論

（INF）」（r=.37, p<01），「具体例同定辞書（INSTd）」

（r=.39, p<05）と関連がみられた。さらに，総合文章読

解問題は，判断推理問題（r=.44, p<05）と文学的表現読

解問題（r=.40, p<05）とも関連があることが示された。 

表 4 RSTの能力値と読解力・思考力課題との関連 

5. 考察

5. 1 教職履修学生の読解力・思考力

 本学の教職履修学生の読解力は，「係り受け解析」

「推論」「同義文判定」「イメージ同定」「具体例同定

理数」については，大学生における平均的な力があるこ

とが示唆された。「係り受け解析」や「イメージ同定」

は，文章の構造を理解し，テキストや問題文を読み取る

際に必要になる力である。日々の学修で必要になるだけ

でなく，例えば，就職や資格に関連する試験問題の読み

取りにも関連する。大学生にとってはさらに力をつける

訓練が必要である。また，「推論」や「同義文判定」は，

持っている知識等を利用しながら，情報を解釈する力に

つながるものである。特に，「同義文判定」の力がない
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DEP ANA PARA INF REP INST INSTd INSTm

ANA .726 **

PARA .603 ** .663 **

INF .542 ** .727 ** .453 **

REP .328 * .479 ** .363 * .671 **

INST .634 ** .689 ** .570 ** .759 ** .621 **

INSTd .665 ** .720 ** .668 ** .688 ** .494 ** .830 **

INSTm .464 ** .544 ** .409 .647 ** .585 ** .890 ** .521 **

判断推理得点 .226 .100 .148 .201 .117 .254 .002 .423 *

総合文章理解得点 .421 * .240 .267 .372 ** .079 .420 * .390 * .315 .439 *

文学的表現読解得点 .239 .128 .021 .131 -.057 .183 .262 .070 -.017 .398 *

** p <.01, * p <.05
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と，内容をきちんと解釈できずに，別の表現で呈示され

た際に，同じ意味だということがわからない。教員の仕

事のひとつには，子ども達への学習指導がある。その際，

相手の理解度に合わせて，言葉や表現を変えながら伝え

る必要が出てくる。「同義文判定」については，能力値

を高めていくことが必須である。 

 読解力の中でも，「具体例同定（辞書）」に関する力

が低いことが示された。これは，定義に従って正確に語

彙を獲得する力として設定されている。特に，理系科目

で出現するような表現による定義以外のものであり，長

文を読む際に重要となるものである。長文になると，大

切ところは何かを見極める力が必要になる。曖昧にする

のではなく，わからないときにはきちんと確認するなど，

日々の生活の中で意識づけを行う必要がある。理工系大

学だから必要ないということではなく，社会人として，

定義に値する内容を理解する力をつけられるように，授

業の中でも工夫を考えていくべきであると考える。 

5. 2 読解力・思考力育成課題の検討

 読解力・思考力育成の課題として設定した「総合的文

章読解」の正解率は，他の課題に比べると高かった

（68.10%）。「総合的文章読解」の問題は，「係り受け

解析」や「推論」とも関連が高い内容であったため，そ

れらの力を持っている学生にとっては比較的解きやすか

ったのではないか。教員に求められる力の育成としては，

応用的な問題ともいえる「文学的表現読解」への正解率

を高めることを考えていく必要がある。「文学的表現読

解」は，「総合的文章読解」と関連が高い。よって，授

業の中で，「総合文章読解」のような，資料やデータを

呈示し読み取る機会を取り入れていくことによって，

「文学的表現読解」の向上にもつながるのではないかと

考えられる。また，教職の授業の中では，相手が何を考

えているのか，感じているのかを実際に知るようなワー

ク等を取り入れていくことも，「読解力」や「思考力」

の育成になると考えられる。 

本研究により，半期中に学生が経験しているさまざま

な授業や活動によって，読解力が向上する様子は確認で

きなかった。「読解力」や「思考力」の育成には，育成

するためのプログラムを設け，「訓練」していくことが

必要ではないだろうか。ひとつの授業のみで訓練するこ

とは難しい。それぞれの授業において，取り入れられる

ことを工夫しながら，学生が取り組む活動全体において，

「読解力」や「思考力」の育成を考えていくことが重要

である。今後は，教職課程全体で，教員の資質のひとつ

となる「読解力」「思考力」の育成に向けたプログラム

を考えていきたい。 
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The effect of omnibus class in “Introduction to Teaching Profession” 

Shio SATO, Motoko TANABE, Tomoaki SATO, Satoshi YAMOTO, Kazuhiro MITSUI 

Abstract 

本研究は，新カリキュラム授業のひとつである「教職概論」を対象に，オムニバス授業の効

果について探索的に検討した。受講学生による授業評価アンケートの分析結果から，「教職概

論」の授業に対する評価は，おおむね授業目的を達成していることが示された。特に授業を通

して，教員の仕事への興味や教職への学びに対する興味が高まっているようであった。 

Key Words:  omnibus class, introduction to teaching profession, evaluation, 

1. はじめに

各大学には（さらに各学科・センター等）教育目的が

あり，その目的達成のためにディプロマ・ポリシー

（DP），カリキュラム・ポリシー（CP），アドミッシ

ョン・ポリシー（AD）が位置付けられている。教員に

は，各授業を通して，教育目的の達成に向けて，さまざ

まな工夫をしながら授業を組み立てていくことが求めら

れる。 

 本学の教職教育センターでは，以下のような「教育目

的」を設定している。 

「各学科が育成する高い専門性を基盤に、教育者として

の資質の涵養と高いスキルを身につけた優れた教師の育

成を目的とする。目標とする人材像は、社会の要請に対

処すべき専門性を教育に活かしつつ、免許教科に対する

理解や、教育現場において学習者の興味・関心を惹起で

きる授業実践力を持ち、地域、友人関係、家庭など個人

をとりまく多様な環境にも配慮した上で、先を見越した

生徒指導のできる自立した教師である。」 

また，教職課程のおいては，2016 年の教育職員免許法

の改正により，これからの学校教育を担う教員の資質能

力の向上を目的に，より実践的指導力のある教員を養成

すること求められている(1)。その具体的な改正の実施の

ひとつとして，教職課程における授業の大括り化が呈示

され，再課程認定が行われた。すべての大学の教職課程

において，共通で修得すべき資質能力を明確化し，教員

養成の質を確保するために呈示されたのが「教職課程コ

アカリキュラム」である。各授業について見直しが行わ

れ，2019年度より，新カリキュラムが開始されている。 

 開放性の教職課程については，複数の学科学生を対象

としている場合が多く，各学科のポリシーを考慮しつつ，

教員養成として求められているポリシーにも目を向けた

上で，授業を工夫していく必要がある。そこで，新カリ

キュラムの授業として開始した「教職概論」に着目し，

コアカリキュラムに沿って見直しを行った授業の効果・

課題を検討し，次年度の授業改善に役立てることを目的

として授業評価アンケートを行った。その分析結果を報

告する。 

2. 目的

 2019 年度前期に実施された「教職概論」の授業につい

て，学生の授業評価により，授業の効果・課題を検討す

る。新カリキュラムの「教職概論」は，「教職（学校の

先生の仕事）」に関心を持ち，「教員免許」を取得した

いという強い意志のある学生が最初に受講するものとし
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て位置付けている。「教職概論」を通して，4 年間でど

のような学修をし，各授業で何を学ぶのかを知ることで，

教員免許取得までのイメージができるような内容である。

そのため，教職の授業を担当する教員による「オムニバ

ス授業」とし，以下を目的として授業を計画した。①各

教員の専門に触れながら，学校教育や教員の仕事，その

ために必要な専門的な知識や資質について総合的に理解

することができるか。②入門授業であるため，授業を通

して教職への意欲を高め，進路選択のひとつとしての教

職の在り方を理解することができるか。③本学の特徴で

ある科学・技術・工学系大学の特性を活かした教員をめ

ざし，採用試験の準備を意識する機会となっているか。 

3. 方法

3. 1 調査対象者

「教職概論」を履修した学生 48 名（男性 41 名，女性

8名，その他 1名）であった。なお，1年生 43名に加え，

2年生から教職課程を始めた学生 3名も含まれていた（他，

未回答 2名）。 

3. 2 調査時期

「教職概論」の最終授業である 7月 24日に実施された。 

3. 3 調査手続き

15 回目の授業時間の一部を利用して実施した。履修者

には，本アンケートの目的として，教員が授業について

の改善点を把握し，今後さらに充実した授業を行うため

に実施していることを説明し，アンケートへの回答を求

めた。なお，アンケートの回答内容が成績に影響するこ

とは一切ないこと，アンケートは無記名で行われること

を口頭または書面で説明した。 

3. 4 調査内容

 受講者の授業態度 学生自身の受講態度について以下

の 2 項目を尋ねた。（1）出席状況（5 件法；「1. 50%未

満」「2. 50%以上～70%未満」「3. 70%以上～80%未満」

「4. 80%以上～90%未満」「5. 90%以上」），（2）授業

態度（5 件法；「1. まったく良くなかった」～「5. とて

も良かった」）であった。 

授業内容に関する項目 「教職概論」で呈示されてい

る授業目標，また教員に求められている資質を理解した

か，授業に対する満足度，キャリアとしての教職に対す

る興味等について 20項目（5件法；「1. まったくそう思

わない」～「5. とてもそう思う」）で尋ねた。他に，オ

ムニバス授業の良かった点，授業に対する改善点，意見

や質問について自由記述で回答を求めた。 

4. 結果

4. 1 受講者の受講態度

 受講者の出席状況について表 1 に示す。9 割弱の学生

が 80%出席しているようであった。また，授業態度につ

いては，表 2 にあるように，「ふつう」と自己評価して

いる学生が多かった（M=3.42, SD=0.92）。 

表 1 受講者の出席状況 

表 2 授業態度（受講者の自己評価） 

4. 2 授業内容に対する評価

 授業内容に関する 20項目について，平均値と標準偏差

を算出した（表 3）。また，1 サンプルの t 検定を行った

（検定値=3）ところ，すべての項目について有意に差が

あることが認められた（ps<.01）。 

 授業内容は興味のある内容であったことが示された

（M=4.15, SD=0.80）。授業を通して，教員の役割や専門

性（M=4.00, SD=0.72），学校教育の全体像（M=3.94,  

SD=0.67），教職の学びへの学科の専門科目の重要性

（M=4.06, SD=0.76）が理解できたようであった。さらに，

教職の特性と働き方についての課題を考える機会にもな

ったようだ（M=4.02, SD=0.79）。 

また，本学の教員養成の取り組み（M=4.00, SD=0.79）

や教員に求められる資質（M=3.98, SD=0.79），技術

（M=3.92, SD=0.82）についても理解できていることが示

された。 

興味については，教員の仕事への興味（M=3.98, 

SD=0.93），教職課程の学びに対する興味（M=3.73, 

SD=0.82）が高まったようであった。授業への満足度も

高いことが示された（M=3.77, SD=0.95）。 

N ％

50%以上～70%未満 2 4.2

70%以上～80%未満 4 8.3

80%以上～90%未満 7 14.6

90%以上 35 72.9

N ％

あまり良くなかった 7 14.6

ふつう 21 43.8

やや良かった 13 27.1

とても良かった 7 14.6
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表 3 授業内容に対する評価（20項目）の平均値と標準偏差 

4. 3 オムニバス授業の良かった点

オムニバス授業の良かった点について自由記述で回答

を求めた。その結果 47件の回答が得られた。内容につい

て分類を行った結果を表 4に示す。 

一番多かったのは，「さまざまな視点や考え方の習得」

（59.6%）であり，ひとつの授業を通して，教員による

考え方の違いを知れてよかった，おもしろかったという

内容であった。次に「異なる授業方法の習得」

（10.6%），「モチベーションの維持」（10.6%）であっ

た。「異なる授業方法」は，担当教員の授業方法や伝え

方についてであった。例えば，講義についてもパワーポ

イントの使用の仕方，グループワークの取り入れ方等，

さまざまであったためであろう。「モチベーション」に

ついては，教員が変わることで新しい授業のように捉え，

緊張感やモチベーションが維持できたというものであっ

た。他に，「授業内容の理解」（6.4%）として，各教員

が担当する授業の特徴を知れたというものであった。 

表 4 オムニバス授業の良かった点の分類 

4. 4 授業の改善点

 授業の改善点について自由記述で回答を求めた結果 11

件の回答が得られた。なお，授業の改善点以外に関する

意見もあったため，該当するものを抜粋して以下に示し

た。 

・グループワークをもっと多くしていった方が良いと感

じた

・グループワークをやるのがいいけど、話したがらない

人が多いのでそこを改善してほしい

・中々グループワークや発言する機会が多かったのが良

かった

・課題の提出方法を統一してほしい

M SD t値 (df )

2_ 1_授業の内容は興味のあるものだった 4.15 0.80 9.94 ** (47)

2_ 2_教員の役割や教員の専門性を理解できた 4.00 0.72 9.70 ** (47)

2_ 3_学校教育の全体像を理解できた 3.94 0.67 9.76 ** (47)

2_ 4_本学（理工系）の教員養成の取り組みを理解できた 4.00 * 0.79 8.60 ** (45)

2_ 5_教職の4年間で教員免許状を取得するための見通しを立てられた 3.42 1.01 2.87 ** (47)

2_ 6_教員に求められる資質を理解できた 3.98 0.79 8.64 ** (47)

2_ 7_教員に求められる技術を理解できた 3.92 0.82 7.74 ** (47)

2_ 8_生徒に寄り添う実践者としての資質を理解できた 3.94 0.91 7.15 ** (47)

2_ 9_同僚や専門家、保護者と連携することの大切さを理解できた 3.98 0.81 8.36 ** (47)

2_10_教員の法的地位や業務を理解できた 3.77 0.72 7.40 ** (47)

2_11_義務教育における道徳教育の在り方を理解できた 3.88 0.89 6.81 ** (47)

2_12_教員という仕事の特性と働き方の課題を考えることができた 4.02 0.79 9.01 ** (47)

2_13_特別講話によって教員の仕事に興味を持った 3.98 0.93 7.27 ** (47)

2_14_グループワーク等を通して他者とコミュニケーションをとることができた 3.98 0.96 7.09 ** (47)

2_15_教職課程の学びに対する興味が増した 3.73 0.82 6.17 ** (47)

2_16_今後の進路を考えるのに役立つ授業だった 3.98 1.00 6.79 ** (47)

2_17_教職の学びには学科の専門科目が重要であることを理解できた 4.06 0.76 9.75 ** (47)

2_18_目指す教師像を考えることができた 4.02 0.93 7.57 ** (47)

2_19_この授業を受けて満足している 3.77 0.95 5.62 ** (47)

2_20_教員になりたい気持ちが強くなった 3.71 1.22 4.02 ** (47)

注1）  N =48

注2） *N =46

注3）**
p <.01

カテゴリー N ％

さまざまな視点や考え方の習得 28 59.6

異なる授業方法の習得 5 10.6

モチベーションの維持 5 10.6

授業内容の理解 3 6.4

教職の理解 2 4.3

担当教員の理解 1 2.1

その他 3 6.4
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・レポートの出し方がバラバラなところ

・5限目はつらい…

・どのようなつながりがあるのか分からない授業があっ

た

・教職に関係のない話が多い

・教員に必要なことは分かったが、これから何をするの

かが分からなかった

5. 考察

5. 1 「教職概論」に対する評価

 授業評価アンケートの分析結果から，「教職概論」の

授業の目的として設定していた 3 点については，本授業

を通して達成できていることが示された。 

 特に，教職の入門の授業であり，総合的に教職につい

て理解することを目的に計画された内容であったが，学

生にとっては，興味のある内容であり，教員に求められ

る資質や技術等についても理解することができていた。

特に，授業の中で，本学の特徴である理工系大学の特性

を活かした教員育成を意識し，理工系大学大学で養成す

る知識や技術が，学校教育へどのように貢献されるのか

また，どのような教員が求められるのかについて 1 コマ

設定している。その内容によって，教員になるためには，

学科の専門科目の重要性の理解にもつながったことが考

えられる。さらに，教員経験者のゲスト講話を入れてい

ることも，教員の資質を考える機会になったことが考え

られる。 

 また，オムニバス授業への評価についても高い評価を

得ることができた。特に，担当する教員による異なる視

点に触れたことが評価されたようだ。さまざまな考え方

があることを理解することは，教員の資質のひとつでも

ある。オムニバス授業によって，物事を多角的に捉える

機会になったことを期待したい。また，異なる授業方法

の習得にもつながったようである。「教職概論」担当教

員によっても，さまざまな手法で授業を行っている。教

職を履修学生には，自身が授業するときのことを考え，

授業を客観的に捉える力も身につけてほしいものである。

オムニバス授業を通して，授業方法にも関心が高まった

ことは，教職の資質にもつながるよい効果ではないかと

考えられる。さらに，担当する教員としても，授業方法

を見直しながら，次年度において取り組んでいく必要が

ある。 

5. 2 「教職概論」の課題

 本授業の評価として，オムニバス授業による効果が認

められたが，「教員になりたい気持ちがよくなった」に

ついては，一番得点が低かった（M=3.71, SD=1.22）。

「教職概論」は最初に受講するものであり，入門の授業

ということを考えると，各授業についてもほんの一部に

ついて紹介する形になってしまうため，あまりよく理解

しないで終わった学生もいるのかもしれない。また，最

初の「教職」への関心の違いによっても，授業への積極

さが異なった可能性もある。しかし，「始まり」だから

こそもっと教職の魅力を伝えていく必要もあるのではな

いか。次年度の「教職概論」では，これまで学生が接し

てきた教員を振り返りながら，改めて教員とはどのよう

な仕事なのかを考える機会を増やしていくために，担当

教員の回で何ができるのかを考えていきたい。 

6. おわりに

本報告では，新カリキュラムにおける「教職概論」の

オムニバス授業について，学生の授業評価アンケートか

ら検討した。次年度は，授業評価アンケートの内容につ

いても見直しをしながら，さらによりよい授業ができる

ように工夫していく必要がある。また，各教員が担当す

る授業についても同じように検討し，実践力，指導力の

ある教員の育成について考えていきたい。 

7. 参考文献

(1)文部科学省 (1999). 教職課程再課程認定等に関する

説明会資料 資料 1-1教育職員免許法・同施行規則の

改正及び平成 29年 7月 24日版 

(https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detai

l/__icsFiles/afieldfile/2017/07/27/1388004_2_1.pdf) 

（2020年 3月 14日） 
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特　　集

再課程認定後の新しい取り組み
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再課程認定後の新しい取り組み

教職教育センターでは，新しい取り組みとして，「再課程認定に基づく教育プログ

ラムの推進」と「教職教育の質保証のPDCAサイクルの点検」のために，教育力向

上，表1に掲載する「教職課程の教育目標と教育計画」を策定し，さらにPDCAサイ

クルが十分に機能できるように各取り組みに対する検証と総括として表2～表6まで

のプロセスを策定した。

表 1 教職課程の教育目標と教育計画 

教職課程の教育目標と教育計画
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表１に掲載した教職課程の教育目標と教育計画に従った教育を行うにあたって，教

員としての能力が学生自身の身についたか検証するために，まず学年ごとの成果に対

する検証として，表２～表６に掲載した流れで，教職課程科目に対するアンケートと

教職課程科目の成績分布を通して分析を行い，課題と改善策について検討し，続いて

教職課程の取り組み全体に対する検証を教職履修者自己評価アンケート，教育実習に

おける評価ならびに教育実践演習の評価などの分析を通して，取り組み全体に対する

課題と改善について検討した上で，次年度の方針を決定することとした。

また，当センター支援室では，支援室の学生に対するアンケート，受験希望者に対

する個別面ならびに談採用試験 1 次，2 次試験の結果を通して分析を行い，取り組み

全体に対する課題と改善について検討した上で，次年度の方針を決定することとした。 
このような T センターの取り組みならびに決定事項は，各年度における教職教育セ

ンター活動報告にまとめられる。

表 2 （A）1 年次科目の成果に対する検証 

表 3（B）2 年次科目の成果に対する検証 

1 年次教職課程科目に対するアンケート 1 年次教職課程科目の成績分布 

教職課程会議での検討、

次年度の教育方針を決定

教職教育センター所員会議での報告・検討・承

2 年次教職課程科目に対するアンケート 2 年次教職課程科目の成績分布 

教職課程会議での検討、

次年度の教育方針を決定

教職教育センター所員会議での報告・検討・承

各年度の教職教育センター活動報告

各年度の教職教育センター活動報告
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表 4（C）3 年次科目の成果に対する検証 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 5（D）教職課程の取り組みに対する検証 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 6（E）支援室の取り組みに対する検証 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3 年次教職課程科目に対するアンケート 3 年次教職課程科目の成績分布 

教職教育センター所員会議での報告・検討・承

教職課程会議での検討、

次年度の教育方針を決定 

教職課程会議での検討、

次年度の教育方針を決定 

各年度の教職教育センター活動報告 

教職履修者自己評価アンケート 教育実習における評価 

教職教育センター所員会議での報告・検討・承

各年度の教職教育センター活動報告 

教育実践演習の評価 

対策室での検討、次年度

の教育方針を決定 

支援室の学生に対するアンケート 

各年度の教職教育センター活動報告 

受験希望者に対する個別面

教職教育センター所員会議での報告・検討・承

採用試験 1 次、2 次試験の結果 
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活動報告
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活動報告

教職課程FDの実施内容 

教職教育の質保証のために，今年度から 3 回にわたる教職課程 FD（SD）を行うこ

ととした。第 1 回 FD および第 2 回 FD は，表７に示す要領で運営委員会委員を対象

として行った。本学のような開放系での教職課程では，教員免許を申請する専門学科

の協力が不可欠であるため，第 1 回 FD では，「教員免許制度の概要を理解する」をテ

ーマに，教員免許状の種類をはじめ，教員免許状の取得条件，課程認定制度の概要，

2019 年度から始まる新法の骨子ならびに課程認定申請の手引きについて講習を行っ

た。

第 2 回 FD では，「教員養成の可能性を探る」というテーマで，最初に教職課程の現

状と教員養成コースの可能性について説明し，続いて今年度から始まった H 科および

R 科の工業・技術教員養成コースについての概要の説明を行った。その後，岡県立総

合教育センター長の塩崎克幸先生を招いて，教育委員会や工業高校との連携も視野に

入れた教員養成の可能性について講演を行った。

ところで，教職の教科となっている専門科目を担当する教員が，担当する科目と学

生が取得する免許の科目とどのような関係があるかを知る機会はほとんどないのが現

状である。また，教職の科目を担当していない教員に対しても，教職を希望する学生

にとって，どのような専門基礎知識が必要となるかを知ることは，授業を計画する上

で重要になると思われる。そこで，第 3 回 FD では，全学教職員を対象とし，「教科及

び教科の指導法に関する科目の担当教員の情報交換と課題検討」というテーマで，専

門教科と取得する免許との関連性，担当する教科がどのような教科指導力となってい

るかについて，実感してもらうことを狙いとしたワークショップ形式の FD を行う予

定であったが，コロナウィルスの感染拡大に影響のため，中止となった。

表 7 教職課程 FD の予定 
テーマ 講 師 日 時 会 

場

対 象

第 1

回

教員免許制度の概要を理解

する－基礎編 I－ 

T ｾﾝﾀｰ支援室 

石川 浩徳

8 月 29 日

(木) 

K1-601 

会議室

T センター運

営委委員

第 2

回

教員養成の可能性を探る

―高校との連携―

静岡県総合教育セン

ター 塩崎克幸

12 月 20 日

（木）

K1-601 

会議室

T センター運

営委委員
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※第３回ＦＤは，新型コロナの影響で，来年度へ延期となった

神奈川・山梨地区私立大学教職課程研究連絡協議会の報告

本学は，神奈川・山梨地区私立大学教職課程研究連絡協議会における今年度の幹事

校ならびに会場校となっており，IT エクステンションセンターにおいて，令和元年度

神奈川・山梨地区私立大学教職課程研究連絡協議会を開催した。当会議は表 8 に示し

たように 2 部構成からなり，第 1 部では各部会における活動内容が要約され，その後，

今年度に続き本学と鎌倉女子大学が次期幹事校となることを確認した。

第 2 部の講演会では，昨今の多忙さだけがクローズアップされ，ネガティブなイメ

ージのある教職に対し，このイメージを払しょくする意味も含め「教職の魅力を見つ

め直す」というテーマで講演を行った。

本学におけるここ 10 年間の教職希望者の数を見ると，教職希望者が減退している

ように思えるが，教職課程を持つ他大学の教職履修者の増減状況はいかなるものであ

るのか気になるところである。一方，教職という，企業では得られない人を育てる仕

事の魅力も大きいはずである。働き方改革は必要不可欠なことではあるが，同時に，

未来社会を築く子どもたちを育てる重要な職としての捉え直しを念頭に今回のテーマ

を決めた。そこで，関東地区私立大学教職課程研究連絡協議会に加盟している大学に

対し，本学が独自に教職課程状況調査（教職希望者人数の推移，教員採用試験受験者

数の推移，教員に対するイメージ調査など）を行った。

講演会は，最初に山本聡教授がアンケートの結果の報告も含め，今季テーマの趣旨

説明を行った後，以下の小学校，中学校，高等学校の各先生方が講演を行い，休憩を

挟んで質疑応答を行う形で進めた。 

第3回 教職教育センターFD研修 (予定)  
各学科「教科及び教科の指導法に関する科目」担当教員に集まってもらい、教科の指

導法の教員（教職課程の非常勤）や学校現場での指導の実際（本学OB教員）の実践を

もとに、大学での研究から見た学習指導要領や教科書の内容の検討、文科省の指摘す

る学科と教職課程の連携強化を促進させる契機になるよう企画、実施予定。

第３回 教職教育センターFD研修(予定) 
日時：2020年3月19日（木）4時限（15:00～16:30） 
場所：Ｅ3号館(ロボット研究棟)1階102教室 
研修テーマ： 「教科及び教科の指導法にする科目」担当教員の情報交換と課題検討

～学生の教科指導力を支える専門科目をどうつくるか～

内容：「教科及び教科の指導法に関する科目」の担当教科などまとまったグループで、

情報交換や課題検討を行う。

【工業機械・工業電気・技術】グループ、【情報】グループ、【中学理科・高校化学・

高校生物・栄養】グループ、

【数学】グループを予定
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講演 1：林田敬士（厚木市教育委員会 教育指導課 主査兼指導主事，小学校教諭） 
講演 2：古谷公詳（厚木市青少年教育相談センター 主査兼指導主事，中学校教諭） 
講演  3：石原英之（神奈川県小田原城北工業高等学校 総括教諭） 

 各講演者からは，確かに教職の仕事は多忙であるが，それぞれの現場で違った魅力

のあることを提示して頂いた。例えば小学校では，生徒と教師の関係が密接でクラス

をまとめ生徒を育てていく魅力があること，中学校では，生徒はより自立しようと先

生を遠巻きに見る，生意気ともいえる態度を示すが，生徒をよく見て指導するやりが

いのある仕事であることが，また，工業高校では，課題に対し生徒と教師とで共同し

て向かっていくといった感じの魅力のあることがわかった。会場からは，このような

話は，教職を希望する学生にぜひ聞かせたいとの発言も聞かれ，第２部の企画は大変

好評であった。

今回の会議の参加大学は，麻布大学，神奈川大学や北里大学をはじめ 24 大学で，参

加者は合計 41 名であった。また，参加者の部署は，教職課程の教員のみならず教職課

程主任，教職センター，教務課主任，経営戦略室，キャリア―支援室など多種に及ん

でいた。

表 8 令和元年度神奈川・山梨地区私立大学教職課程研究連絡協議会スケジュール 

13:30 -14:00 受付

14:00 -1430 
第

1 
部

開会の挨拶 三井 和博（神奈工科大学 教職教育センター所長・教授） 
議題(1) 関東地区私立大学教職課程研究連絡協議会報告

鈴木 樹（鎌倉女子大学 教育学部教育学科教授）

議題(2) 次期幹事校及び開催の詳細について

1430 -1620 

第

2 

部

「教職の魅力を見つめ直す ～人を育てる仕事のやりがいに焦点をあて

て～」

本学からのテーマ趣旨説明（10 分） 
話題提供 1 (20 分) ：小学校教員 
話題提供 2 (20 分) ：中学校教員 
話題提供 3 (20 分) ：高校教員 
ディスカッション (30 分) 

1620 -1625 閉会挨拶 鈴木 樹（鎌倉女子大学 教育学部教育学科教授）

〇第二部 

1）話題提供の各教員への質問

・教師になる前と後ではどのようなギャップがあり，どう乗り越えたか。

・教師の「やり甲斐」「働き甲斐」を感じるために初任期に必要な働く姿勢。
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・教員は新３Ｋとは言われたが，民間と教員を比較して，教職の何がよくて，ど

んな学生が向いているのか。切っ掛けがプライベートの充実（時間を有効に使え

る）であっても，教職に就いてから気がついてもよいが，教員志望者のすそ野を

広げるための魅力はなんであるか。 
・教師に必要な資質として，自分を表現できる人，人を育むことに魅力を感じる

人といったキーワードがあったが，学生（や高校生）に提案できる自分分析のヒ

ントは何か。 
・「将来なりたい職業トップ10」に教員はランクインされるのに，教員採用試験

の受験者数は減っている。教職に対するイメージアップの方法は何が考えられる

か。 
 
2）参加者からの感想・コメント 
・教師の魅力をそれぞれの校種でお話しがきけてとてもよかった。 
・久々にすばらしい先生方のお話しが聞けてよかった。 
・現場経験のある講師の方々は，大変学ぶところが多く，学生にも伝えたい内容

があった。 
・民間企業をふまえたご提案が興味深かった。教員採用試験の面接等で答えると

きのヒントがたくさんあった。教職課程のこと，他大学のことも聞かせていただ

きたい。今日のような話をどのように大学に反映させるかといった企画や構成を

希望する。（例）講演いただく先生方に大学への要望を聞く。 
・教職課程に所属学生が，学年が進むにつれ志望を断念することがあり，どうす

れば励まし継続させることができるかが直面する課題の1つ。 
・テーマ決めだけでもご苦労があるかと思います。今後さらなる質保証，自己点

検・評価等，様々な課題がありますが，会員校の皆様との情報交換等により相互

に支え合い，助け合っていけたらと思っています。 
・教職離れが多くなっている現在，いいテーマだったと思います。大学として教

職と選択する学生を今後増やしていくために，今こそいろいろな工夫をしていく

必要があります。とてもためになりました。石原先生の話がよかった。 
・教員の魅力を伝える必要性がある今日この頃ですが，本日はそのテーマに沿っ

た素敵なご発言をいただいた。学生にも本日の内容を伝えたい。ありがとうござ

いました。 
・職員で，実際の教育にはたずさわっていないが，今後のために参考になりまし

た。 
・事務職員として学生や他に対して取り組むことができることをテーマにしてい

ただきたい。全ての大学の学内での教職課程の在り方や立ち位置など大学同士の

教職課程の実情の情報交換の機会があれば幸いです（例えば，公に言いづらいこ

となど，ざっくばらんに・・・）。 
・各先生方の教員に対する熱い思いを間接的にでも伝えられるよう，職員の立場
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からもモチベ―ションアップのケアに努めていきたい。 
・第2部のプレゼンの仕方も含めて現場の説得力ある内容で感動した。教職課程

をすすめる上でヒントになることがたくさんあった。企画をありがとうございま

した。 
・小学校，中学校，高等学校の違う校種の現場経験が豊かな先生方から，「教職

の魅力」の視点で話が聞けて参考になった。今後，学生の指導（現在，教職論，

生徒指導と進路指導論，特別活動論の講義を持っています）の中で生かしていき

たい。 
・運営，ご準備ありがとうございました。先生方の現場のお話しは大変励まされ

た。本学は恵まれた状況でもあることを実感したので，苦労はありますが，支援

の手をゆるめないように努力したいと存じます。 
 
 
2019年度教職課程会議の総括と来年度の課題          教職課程会議 
 
今年度は，再課程認定後の新カリキュラムが開始され，教職コアカリキュラムの

内容・主旨に基づき，教員として不易とされてきた資質能力に加え，新しい時代

に対応できる柔軟な解決能力を身に付けた教員養成を目標とする教職課程の再構

築元年となった。これにともない，教職教育のPDCAサイクルの検証やFD研修実

施のための「教育力向上WG」を発足させた。また，R科およびH科に設置された

工業・技術教員養成コースも開始され，今後の各学部学科と教職課程の連携およ

び同コースの増加，さらには本学の改組再編に向けての教職課程の位置づけの向

上が期待される１年となった。 
 
１ 教職課程カリキュラム全般および教職課程に関係する科目について 
（１）  教職カリキュラム全般 
教職教育センターの教員が関係する科目としては，「教職に関する科目」および

「教育の基礎的理解に関する科目等」として15科目，「指導法に関する科目」と

して10科目を実施した（その他，教科に関する科目や66条の6に定める科目およ

びKセンターの基盤教育に関わる科目も一部担当）。これらの科目のシラバスに関

しては，教職教育センターのディプロマポリシー及びカリキュラムポリシーに従

った新しいシラバスに従って実施された。 
本年度から再課程認定後の教職課程の新カリキュラムがスタートした。「教育の

基礎的理解に関する科目」および「教科及び教科の指導法に関する科目」の内

「指導法に関する科目」については文科省が示したコアカリキュラムに従ってシ

ラバスが書き換えられ実施された。本年度は，新カリキュラムによる新規科目は

2年次科目から設置されているため本年度はまだ実施されていない。一方で，「学

校と教育の歴史」「教職概論」および「教育心理学」の1年生科目については新カ
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リキュラムの新規シラバスの下で実施された。来年度から「特別支援教育概論」

「総合的な学習の時間の理論と実践」および「生徒指導と進路指導」が新規カリ

キュラムの新規科目としてスタートするため，来年度の時間割の検討などを行っ

た。 
 
（２）工業科科目「工業概論」および「工業科教育法」 
工業分野の不足分を補うための一般的で包括的な内容が必要であるが，これまで

は内容が偏っていてふさわしくなかった。2018年度から，多方面（「機械」「電

気」「電子」「工業化学」「建築」「土木」「情報」）の専門領域を網羅させるため，

複数名の教員によるオムニバス形式で実践。本年度は，専門領域を包括的に指導

でき，かつ高い専門性を持った非常勤教員も含め6名の教員によるオムニバス形

式での授業を実施した。工業科教職課程では，新カリキュラムの対応および文科

省からの指針に従った内容とするために，工業科教育法Ⅰ・Ⅱに実務経験のある

教員を配置することを検討し，来年度より工業高校の教員経験のある非常勤講師

を招くこととなった。尚，技術科教育法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳについても2021年度から

として同様の対応を検討している。 
 
（３）R科H科の教員養成コースWG 
今年度よりR科およびH科に教員養成コースが設置された。教職：佐藤智明，支

援室：大畑，Ｒ科：吉留，H科：三栖によるWＧにて，コースの進め方，コース

独自のカリキュラムや学年進行に伴う指導上の留意点などを継続的に協議し協力

し，以下の変更を承認した。また，RHコースについては，6/9のオープンキャン

パスにて詳細が書かれた冊子を配布した。来年度から実施するコースのための科

目について一部カリキュラムの変更を行った。 
また，理事会においてこの教員養成コースを全学的な取り組みとすることが決定

され，2021年度から教職教育センターが主導で教員免許関係学科に広く設置する

方向となった。（2020年2月27日に第1回検討会 「教員養成コース（工業・技術

系）」が開催された） 
 
２ ＳＴＣ（サイエンスティーチャー養成コース）ＷＧの取り組み 
後期「教育実践研究Ⅲ」をもってSTCのすべてのカリキュラムを終えた。３年生

（４期生）１名では，厚木市内のサイエンス・イベントの企画・立案・運営がで

きないため，模擬授業の学習指導案作成及び授業実践を中心に行った。なお，今

年度のSTC修了証は卒業する３期生２名への発行を準備している。次年度が最後

となり４期生および留年していた３期生の２名の終了証でSTCコースはすべて完

了し廃止となる。 
今年度は，２期生（３名）が採用試験に挑戦した。成果として，教員採用試験１

次合格が２名（高校理科・中学技術），最終合格が１名（中学技術）であった。 
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ＳＴＣ所属学生数の変遷               

 
＊コースに所属して１年経過すると学科の勉強をこなすだけで手いっぱいの現

状， 
教員になりたいとの意欲だけでは継続できないことが分かった。今後に生かした

い。 
 
３ 教職課程の４年間の指導および教育実習について 
 前年度の指導をベースに，実施内容を工夫しながら教育実習を柱とした学生指

導を行った。2019年度は，後述のように１年次から教育実習へのイメージや興味

を持てるよう，専任教員の科目内で４年生の報告を聞く機会を設けたり(２年目の

実施)，模擬授業などへの参加を１・２年生も可能にしたりと前年度の工夫を継続

発展させた。来年度も，教育実習に関連した指導の参加対象を下級生に広げるこ

とや，実習成果を下級生の教材として活用する取り組みを進める。 
 
(１)各学年指導の構成・ガイダンスの実施 
昨年度を踏襲し，〇支援室および教員によるガイダンス，〇専任教員による必修

科目での指導，〇教育実習を核とした長期的指導 を中心とした４年間を通した

指導を以下のように整備・継続している。前年度に続き，実習生指導において実

践的な改善を進めた。外部への成果発表も含め来年度に継続したい。また，教職

ガイドブックや学生手帳の記載内容については，教員と支援室で日常的なガイダ

ンスに使いやすいように改善を進める。 
・１年次…教職課程の履修開始 ※履修者の減少傾向(L科は0名） 
・２年次…介護体験申し込み 
教育実習説明会(教員)」←「教育実習申し込み許可願い」（４月提出）を配布 
      〔栄〕栄養教育実習申し込み  ※小学校見学は実施せず（３月）  
・３年次…介護体験の実施 
教育実習申し込み者の確認(教員)→教育実習申し込み(支援室)→実習校確定→教育

実習事前指導①～④ 

ＳＴＣ 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

１期生 ２０ ８ ８ ８ ― ― 

２期生  １１ ５ ５ ３ ― 

３期生   １１ ６ ３ ２（１） 

４期生    １（＋１） １ １ 

５期生     ０ ― 

合計 ２０ １９ ２４ ２０ ７ ― 
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〔栄〕指導主事講話(6月に早期化)，小学校見学の実施（９月），栄養教育実習・

教職実践演習（栄養）指導

・４年次…直前ガイダンス「最終確認事項」（支援室）→事前指導（教育実習

Ⅰ・Ⅱ）→教育実習

→事後指導（教育実習Ⅰ・Ⅱ）→教職実践演習

※４年次科目の履修登録確認，一括申請手続きの確認

2019年度の取り組みの概要を以下に示す。 
① ポートフォリオの活用

各学年で，科目担当教員のポートフォリオおよび教育実習予定者（３年次）・教

育実習生（４年次）の専用ポートフォリオのコースにより，課題提出や教員から

の連絡を行っている。今年度は昨年度からの課題を活かし，教職課程履修者全員

のコースを新たに開設し，学年や免許教科を越えて，特別授業やイベントの案

内，協力のお願い，注意喚起などを行うことができた。各学年の履修者全員のコ

ース作成については，今年度は該当年次の必修科目の担当教員のポートフォリオ

を活用して対応した。

② 教職履修カルテ「自己評価アンケート」

今年度も，各学年で教職履修カルテの「自己評価アンケート」を実施した。適切

な実施時期と回数，およびアンケート内容を学生自身が蓄積し振り返るための方

法を，さらに検討する。アンケートをデータ化し，教職科目や実習指導の改善に

繋げる研究を目標にし，継続中である。同じ質問項目によるアンケート実施の完

成年度には，いったん研究報告をまとめたい。また，アンケートの評価項目の検

討は別途進める。

③教職学生の縦のつながりの形成

１年生から４年生までが縦の交流ができるような教職カリキュラム（課外含む）

の検討は，今年度は可能な内容から工夫を始めた。以下に要約する。来年度も，

学科や学年を超えた活動を検討・導入し，学生の縦のつながりの形成，教職への

あこがれや興味の喚起を図る。センター関係者も可能な範囲でご参加いただき，

学生に刺激を与えていただきたい。

〇STCパフォーマンス講座を，全学年の参加が可能な日時に設定し，各学年の必

修科目(専任教員担当)の特別授業と 
して実施。今年度は，10月19日（土）4限に実施（講師：宇田川豪大／テーマ：

教師力と演劇-演劇的手法と教師教育-）。学生の反応は大変良かった。同日，佐藤

史緒により，2限お昼休みの「4年生による教育実習の話」と「教職交流会」も行

った。

〇教育実習・教職卒研などに関わって，下記の取り組み・行事を教職履修学生に

広く告知して行った。

・「４年生の模擬授業」10月4日（金）4・5・6限 教育実習事前指導 
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模擬授業の撮影動画については，欠席者や授業者への貸し出し以外にも有効活用

するため大容量ハードディスクにライブラリとして動画を保存し，学生が自由に

視聴できるようにした。 
・例年の４年生の「教育実習反省会」(カフェテリアでの立食形式)」について今

年度は行わず，来年度から「後輩との交流会」としてお茶菓子等を用意し，縦の

つながりを作る機会のひとつとして実施していくこととした。 
・教職センター卒研発表会（2月20日（木）K２-１４０６）については後述。 
 
(２)３年次指導(教育実習申し込み，事前指導１～４) 
 2020年度実施の教育実習申し込みを完了した学生は科目等履修生１名を含め３

６名である(M科７名，E科６名，C科６名，I科３名，N科２名，D科３名，Ｖ科

１名，H科２名，B科５名，Ｌ科１名)。教科としては，中高理科が合計９名，技

術が３名，工業は電気・機械・化学合わせて１０名，情報が８名。Ｌ科の栄養教

諭の履修者限について対策を検討する。 
 ３年の実習予定者への事前指導１～４(各２コマ)を，以下の内容で実施した。

出席状況・課題提出状況は良好である。 
① 10月 ４日(金) 今年度実習生による模擬授業の受講 ※会場を４つに分け，

３年生は２教科を見学 
② 11月27日(水) 神奈川県総合教育センター指導主事による講話「学習指導案

の作成と授業のすすめ方」 
③ 12月17日(火) 学習指導案の検討と実習生自己紹介（教科グループ） ※教育

実習Ⅰ・Ⅱの準備 
④ 1月28日(火) 生徒理解のロールプレイ 
 
なお，ロールプレイ指導については毎年内容の改善を進めている。学生にとって

課題の難しさもあり，授業時間が足りない傾向があるため工夫が必要である。ま

た，模擬授業を授業時間外でも相互検討できるような方策・環境整備，１年次か

ら事前指導に参加できる体制などは手付かずなので昨年度の課題をそのまま来年

度にひきついで検討していく。 
 
(３)４年次指導(教育実習・教職実践演習) 
 2019年度は，29名が教育実習を行った(M科７名，E科７名，C科４名，I科３

名，N科１名，D科１名，R科３名，B科３名)。中学校8名，高校21名で，全員に

ついて，実習校への教職センターの担当教員による参観・指導の訪問を行った。 
実習継続が危ぶまれるような実習校でのトラブル，指導教諭と実習生の良好な関

係構築が非常に難しい事例は今年度は発生しなかったが，予想通りに実習校評価

の低い学生が若干見られた。教科の専門性，生徒とのコミュニケーションについ

て不十分な学生がいる。後期期間中に全員に対し担当教員の面談・指導を行っ
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た。民間企業の面接日と重なりそうであることを指導教諭に相談をした学生の件

がうまく伝わらず，校長に「教員希望でない実習生」と判断され，支援室にお叱

りの連絡を入れてきた事例があった。実習生担当教員が直接校長と話をして理解

をいただいた。その後の実習においては，良好な指導関係であった。  
今年度は確認を丁寧に行ったが，それでも「教育実習Ⅰ・Ⅱ」の履修登録ミスが

出ており，その原因は後期になってからの取得免許の変更(追加)のようである。

来年度はガイダンスで工夫したい。 
「教職実践演習」は，教育実習のふりかえり検討と模擬授業の実施，教科グルー

プごとの指導力育成，生徒指導のロールプレイ，下級生への教育実習事前指導の

資料作成などを行った。特に資料作成では，模擬授業や先輩のお話しの会などで

のポスター掲示を充実させ，新年度のガイダンス資料として冊子や映像資料を作

成してもらっている。より実践的に活用したい。新たな取り組みとしての実習を

踏まえた現職教員による講話は行わなかったので来年度に検討する。 
来年度の教育実習テキストは，より授業での使用効果を高めることを目的に編集

している。実習日誌も実習生や指導教諭の声をもとに改善する。 
 
(４)栄養教育実習・教職実践演習(栄養) 
 2019年度は５名が栄養教育実習を実施（11月）。全ての研究授業を担当教員が

参観した。病院実習をはさみ，現在，教職実践演習（栄養）を行っている。来年

度の実習予定者は１名(厚木市小学校への依頼は0名)である。3年次では学校見学

（9月）を実施した。また，昨年度の反省を活かして，3年次の前期授業期間中(5
月)に指導主事講話を行い，夏休みを利用して教材研究・模擬授業を課題とした。 
 
４ 教職教育センター研究報告書の刊行と教員の研究について 
本センターの目的の一つである「優れた教師の育成に貢献する」のためにも，本

センターの教員（非常勤講師含）が充実した教育・研究を遂行することは重要で

ある。2019年度の本センター所属の研究に関わる総括を以下に記す。 
 
（１）教職教育センター研究報告の発刊 
①研究報告第３巻の発行準備 
教職教育センターの業務の一つである所属教員（非常勤講師も含め）の研究，お

よびアンケート調査や実践報告を内外に紹介する目的で研究報告を発刊予定（3
月末刊行）。募集方法および内容は以下であった。発刊に向けさらなる投稿募集

と内容の充実を図るため，Kセンター教員（非常勤を含む）にも周知，1名の非常

勤の投稿あり。確認漏れを防ぐため投稿先（t-paper@ccml.kanagawa-it.ac.jp ）
を変更。 
②研究報告概要 
・募集内容：研究成果の論文（過去3ヵ年）：本センター所定の書式によるオリジ
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ナル論文に加えて，既に他学会等で発表済みの論文や口頭発表要旨など

も学会の承諾を得られれば掲載できる。

・締切り ： 2019年12月31日（のちに2020年1月末に変更）

・発行日： 2020年3月31日
・内容  ：本学の専任教員をはじめ，非常勤講師の方からも投稿いただき，全部

で9報の研究報告集と関私教協加盟校へのアンケート調査の集計分析などを予定

している。

・発行部数：100部
・送付先：国会図書館に1部，筆頭著者に各5部，共著者には各1部，その他各学

科，センター，支援室，関係近隣大学の教職センターなど。

５ 教職教育教材開発研究室の卒業研究指導に関する総括

2017年度から教職教育センターでは，将来教員になる希望を持つ教職課程の学生

を対象として，教員採用後の役に立つ教材や教育手法の開発を主なテーマとした

卒業研究を受け入れている。2019年度の受け入れ学生は，M科6名，E科2名，C
科2名，D科1名（計11名）。うち1名は学科での卒研発表および卒論提出断念。ま

た，C科からの卒研生徒とC科卒研担当教員との間のトラブルがあり，各学科へ

の教職卒研希望条件について再確認を行った。その結果，次年度よりC科からの

卒研生の受け入れがなくなった。

今年度は，人数が多く卒研室を2つに分けたこともあり，合同ゼミ及び合同合宿

など相互の交流が不十分であった。このため，学生間での情報交換や採用試験自

主ゼミなどが行われず，採用試験を受験しないものなど自分本位の傾向がみられ

た。今後は，配属の際に教職課程履修学生を優先とするのはもちろん，教職卒研

の意味，採用試験受験への強い意思，ゼミ生同志の協力，自主的な活動などにつ

いて再確認をする必要がある。

来年度は，教職教育センター卒研として，合同ゼミ，教職中間報告会，教職卒研

発表会などを実施するかどうか早い時期に検討する必要がある。

（1）過去の卒研テーマ

2017・2018年度 教職教育センター研究室卒業論文テーマ 

研究室名 卒論題目 学科

山本 2017年度 インクルーシブ教育の実現を目指して－中学校技術分野にお

ける指導の提案－

R科 

山本 2018年度 中学教員の指導場面調査からみえてくる教師と生徒の関係性 M科 

佐藤（智） 2017年度 フーリエ解析の基礎概念の理解を助ける教育コンテンツの検

討

E科 

佐藤（智） 2017年度 技術遺産のデジタルコンテンツ開発 －札幌時計台の時計メ M・H
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カニズム再現CG－ 科

佐藤（智） 2018年度 技術教育における機械構造の説明手法に関する研究 －エネ

ルギー変換の技術スターリングエンジンに着目して－

E科 

佐藤（智） 2018年度 立体視CGによるエントロピーの感性表現 C科 

田辺 2017年度 探索活動における『手助け行動』の発生と親密な関係の形成

および継続

E科 

田辺 2018年度 中学校数学における身近な事例を用いた教材開発 －中学１

年「平面図形」「空間図形」を題材に－

M科 

田辺 2018年度中学軟式野球における打者指導の研究 －「理論」・「身振り」・

「オノマトペ」三要素の効果の検討－

M科 

佐藤（史） 2017年度 チームワークに関する要因の検討―パフォーマンスを高める

チームとは―

H科 

佐藤（史） 2017年度 「信頼できる教員」に関する要因の検討―視点の違いによる

大学生のイメージ調査から―

M科 

佐藤（史） 2018年度 生徒の主体性を高める授業の検討―高校数学における「別

解」を取り入れた授業案の試み―

M科 

佐藤（史） 2018年度 他者比較による劣等感の解消―積極的対処の提案― E科 

（2）2019年度卒業研究テーマ ※１

No 学科
学籍番

号
研究室 卒 業 研 究 題 目

1 M 1611038 佐藤（智） 電気加熱ガスタービンの開発とその教育的活用の検討

2 M 1611048 佐藤（智）
フーリエ変換の概念の理解を助けるマルチメディアコンテンツの開

発

3 M 1611086 田辺
レスリング競技に用いるトレーニング機械の開発

-基本動作における反応速度の向上-

4 M 1611099 佐藤（智） 偏微分の概念の理解を助けるCGコンテンツの開発 

5 M 1611101 佐藤（史） 「やる気」に関する心理的要因の検討 ※２

6 M 1611143 佐藤（史） やる気を高める「声かけ」の検討 -効果的な"ほめ"と"叱り"- 

7 E 1612022 佐藤（智）
ブラシ付きDCモータの作動原理の理解を助けるアニメーションコ

ンテンツの開発

8 E 1612038 佐藤（智）
技術科教育における動画活用 －リンク機構の理解を促進するCGア

ニメーション－
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9 C 1613022 佐藤（智）
粒子概念教育法を用いた混合液の概念を理解させる授業設計 -粒子

の動きを再現するアニメーション教材の開発- 

10 C 1613033 佐藤（智）
粒子概念教育法を用いた物質の相変化の概念

～粒子の動きを再現するアニメーション教材の開発～

11 D 1623032 田辺
野球マンガを用いてゲーム要素を取り入れた高校野球の技術練習の

効果

(※１)2月14日(金)を４研究室合同の教職卒研発表会としていたが，教育的配慮に

より中止。のち学生主体で2月20日（木）に実施された。 

（3）2020年度卒業研究受け入れ学生

2020年度の卒業研究指導は以下の配属となっている。M科4名，D科1名，V科1名
（3月確定予定） 計6名。

No. 学科 学籍番号 研究室

1 

M 

1711077 佐藤（智）

2 1711096 佐藤（智）

3 1711043 田辺

4 1711099 田辺

5 D 1723101 佐藤（史）

6 Ｖ 1731015 佐藤（智）

６ 2019年度教員の業務担当について 
詳細は毎月の所員会議で報告・検討しているため，大まかに今年度の活動をふり

かえる。 2019年度の教員の業務を以下（１）に示す。 
2019年度の教職センター教員の業務担当については，今年度の担当の継続を基本

として，（２）の活動のふりかえりを基に検討中である。ただし，（１）のうち，

「学内委員等」「その他学内担当」欄の業務については，2019年度も本年度の担

当を継続することが決定している。 ※なお，学科担任・アドバイザー業務につ

いては，再来年度はTセンター教員のB科アドバイザー担当枠が削減されることが

確定している。

（1） 2019年度教職課程教員役割分担

学内担当

学内委

員等

教職教育センター所長 三井

教職教育センター副所長（教職課程会議長） 山本

教務委員会委員 佐藤（智）

学生部委員会委員 田辺

キャリア就職委員 佐藤（史）
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教職教育センター運営委員会委員長 三井 

教職教育センター運営委員会委員 山本 

その他

学内担

当 

工業・技術教員養成コースWG主査 佐藤（智） 

学科アドバイザー 

B科：山本，R科：佐藤

（智）， 

L科：田辺，L科：佐藤（史） 

※大学院機械システム工学専攻修士および博士課程

専任教員 

（情報工学専攻修士および博士課程兼任） 

佐藤（智） 

※修士・博士課程の講義・研

究指導を行う 

                                            

教職教育センター教員の担当 

教員 分担（主査） 

山本 

教職課程教員組織のとりまとめ（教職に関する科目，人事，予算，文科省対応等）， 

教職課程会議の開催，Ｋセンター（共通基盤科目・入試業務）との連絡，STC主査，

FDＷＧ，教職共通予算管理，研究報告集編集委員長， 

佐藤

（智） 

教職課程時間割，非常勤講師および専門学科との教職課程教務連絡，教職研究室

(E303)・STC室(W508)設備管理（LAN・HP・PC等），情報教育研究センターとの連

絡，KAIT工房の連絡，研究環境整備，R・ＨＷＧ，FDWG 

田辺 

教育実習・栄養教育実習関係（教育実習，事前・事後指導，教職実践演習等）主査， 

支援室との連絡（ガイダンス，教育実習，事前指導講師依頼等），L科との連絡（栄養

教諭），卒業アルバム，ＦＤＷＧ 

佐藤

（史） 

学生指導主査，教職卒研合同研究室指導主査，教職課程データ管理（教職カルテ，名

簿，指導記録，等），教職会議内の記録，manabaフォリオコース管理，ＦＤＷＧ 

 
（２） 活動のふりかえり 
〇昨年までの教職課程WGの名称を教職課程会議に変更し，専任教員による長期

的な取り組み事項全般や教職カリキュラムの充実，学生指導・評価などの検討，

さらには教職カリキュラムのPDCAサイクルの実施，FD研修の企画なども含め幅

広く検討・相談するグループとしてスタート。月に1～2回ペースで開催すること

で諸問題に柔軟に対応することができた。 
〇今年度行った検討内容 
教職課程会議としての記録や教育実習指導教材の作成・開発と蓄積，特にＥ３０

５A室のデータベース機能の充実，本学の教員養成カリキュラムの研究活動など

を進めていきたい。 
研究活動として，教職学生を対象にした，学年・学科を超えた活動や特別授業に

ついては，４年間の積みあげを実践中。アンケート作成やデータ・資料とりまと

めは，佐藤史緒が担当している。また，新たな試みとして，新井紀子教授（国立
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情報学研究所社会共有知研究センター長）開発によるリーディング・スキル・テ

スト（RST）の定常的な実施と検討を山本が中心となって試みることにした。

１） １年生：授業評価（PDCAサイクルの確認）アンケートは，7月24日
（水）教職概論最終回に実施。

２） ４年生：自己評価アンケートは，11月28日(木)教職実践演習最終回に実

施。

３） ＲＳＴテストを１０月・１月の２度試みとして行った。今後は，次年度

の教育計画の予算申請を行っており，ロールプレイの教育効果を含め，読

解力・表現力と教職履修者の指導力向上につなげていきたい。

〇教育実習および栄養教育実習に関する業務は，「実習前年度の実習生確定と事

前指導」，「教材や日誌・テキストの

作成」，「教育実習から教職実践演習までの継続的な指導・相談・評価」，「履修状

況確認」…と，主査の業務が増大し

ている。現在も担当教員４名で協力しているが，業務分担を進め，それぞれの指

導内容の充実を図りたい。

〇今年度は，再課程認定や実施視察準備のための科目の改善や担当教員の変更，

それに伴う時間割の見直し，R・H 
 科教員養成コースの検討などにより，教職センター教務委員の負担が激増とな

った。来年度も相当な量の業務が予想

 されるため，通常の教務委員業務を超える負担については教員間の協力体制を

とっていきたい。

７ 教職教育センター就職指導

各学科が育成する高い専門性を基盤に，教育者としての資質やスキルを身につけ

た優れた教師の育成を目標に教員採用試験合格までの指導支援を行う。

（1）教職教育センターに配属された卒研生への支援

①教材開発，教育心理および教育手法の研究など，教師教育に関係したテーマの

研究を指導

②各ゼミ（教員4名の研究室ごと）で個々の学生に合わせた，教員採用試験にお

ける実技，個人面談および集団討論に備えた指導

③定期的に教職卒研合同ゼミを開催し，教育や教師について議論する機会を提供

する。これによって，学生に教育や教師の仕事に対するしっかりとした考えを持

たせ，採用試験での面接などでそれを伝えられる力を身につけさせる

（2）教職教育センター支援室としての取り組み（教員採用試験対策）の支援／

授業での周知や教員参加など

①教員採用試験対策講座（前期・後期・春期休業に実施）

②全国公開模試・校内模試（12月～6月まで毎月1回実施）
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③東京アカデミーによる出前講座（夏期・春期・直前に実施）

④教員採用試験受験希望者個人面談の実施（4年生4月，3年生9月に実施）

⑤2次試験対策講座（1次試験合格者に対して8月初旬に実施）

⑥教員採用試験2次試験対策に向けた模擬授業指導

⑦教員採用試験合格者報告会の実施（2月）

⑧授業見学（中学高校は4月，11月，L科(小学校)は9月，3月に実施）

⑨教科別グループによる模擬授業や試験勉強（各教科月2回隔週実施）

⑩現役生と卒業生の採用試験対策のための支援として「教職相談日」（毎月第2
土曜日）を設定し支援室を開室

88



教職関係資料

89



90



表1　年度ごとの学科別免許件数及び取得人数 （学科の記号と学科名の説明は次ページ）

人数 人数
合計 中学 高校 技術 数学 理科 工業 数学 情報 理科 栄養 合計 中学 高校 技術 数学 理科 工業 数学 情報 理科 栄養

M 45 31 40 8 23 0 19 21 0 0 0 11 4 7 - 4 - 3 4 - - -
E 50 28 51 7 21 0 30 21 0 0 0 14 5 9 2 3 - 6 3 - - -
C 48 29 47 1 0 28 9 0 0 38 0 9 4 5 1 - 3 2 - - 3 -
I 24 0 29 0 0 0 10 0 19 0 0 5 0 5 - - - 2 - 3 - -
N 14 0 22 0 0 0 10 0 12 0 0 1 0 1 - - - 1 - - - -
D 9 0 9 0 0 0 1 0 8 0 0 1 0 1 - - - - - 1 - -
V 7 0 7 0 0 0 7 0 0 0 0 1 0 1 - - - 1 - - - -
R 22 13 18 13 0 0 18 0 0 0 0 4 2 2 2 - - 2 - - - -
H 11 4 14 4 0 0 9 0 5 0 0 0 0 0 - - - - - - - -
B 69 59 69 0 0 59 5 0 0 64 0 6 3 3 - - 3 - - - 3 -
L (57) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (49) (8) - - - - - - - (8)

299 164 306 33 44 87 118 42 44 102 (49) 52 18 34 5 7 6 17 7 4 6 (8)
※院生１含まず（高専免　工業）

人数 人数
合計 中学 高校 技術 数学 理科 工業 数学 情報 理科 栄養 合計 中学 高校 技術 数学 理科 工業 数学 情報 理科 栄養

M 10 12 7 5 7 - 2 5 - - - 10 6 11 1 5 - 5 6 - - -
E 6 5 7 2 3 - 3 4 - - - 4 3 5 1 2 - 2 3 - - -
C 4 3 4 - - 3 0 - - 4 - 2 2 2 - - 2 0 - - 2 -
I 2 0 2 - - - 1 - 1 - - 5 0 6 - - - 1 - 5 - -
N 1 0 2 - - - 1 - 1 - - 2 0 3 - - - 1 - 2 - -
D 1 0 1 - - - 0 - 1 - - 1 0 1 - - - 0 - 1 - -
V 0 0 0 - - - 0 - - - - 3 0 3 - - - 3 - - - -
R 1 1 0 1 - - 0 - - - - 6 5 6 5 - - 6 - - - -
H 1 1 1 1 - - 1 - - - - 2 2 2 2 - - 2 - - - -
B 9 7 9 - - 7 0 - - 9 - 7 7 7 - - 7 0 - - 7 -
L (4) - - - - - - - (4) (8) - - - - - - - (8)

35 29 33 9 10 10 8 9 3 13 (4) 42 25 46 9 7 9 20 9 8 9 (8)

人数 人数
合計 中学 高校 技術 数学 理科 工業 数学 情報 理科 栄養 合計 中学 高校 技術 数学 理科 工業 数学 情報 理科 栄養

M 1 0 1 0 0 - 1 0 - - - 2 1 3 0 1 - 2 1 - - -
E 5 2 7 0 2 - 5 2 - - - 10 7 12 2 5 - 7 5 - - -
C 9 8 10 - - 8 1 - - 9 - 5 3 5 - - 3 3 - - 2 -
I 3 0 3 - - - 0 - 3 - - 4 0 7 - - - 3 - 4 - -
N 1 0 2 - - - 1 - 1 - - 5 0 8 - - - 3 - 5 - -
D 3 0 3 - - - 0 - 3 - - 0 0 0 - - - 0 - 0 - -
V 0 0 0 - - - 0 - - - - 1 0 1 - - - 1 - - - -
R 3 1 2 1 - - 2 - - - - 3 0 3 0 - - 3 - - - -
H 4 0 5 0 - - 3 - 2 - - 3 0 4 0 - - 2 - 2 - -
B 13 12 14 - - 12 1 - - 13 - 10 10 10 - - 10 0 - - 10 -
L (4) - - - - - - - (4) (9) - - - - - - - (9)

42 23 47 1 2 20 14 2 9 22 (4) 43 21 53 2 6 13 24 6 11 12 (9)

人数 人数
合計 中学 高校 技術 数学 理科 工業 数学 情報 理科 栄養 合計 中学 高校 技術 数学 理科 工業 数学 情報 理科

M 5 4 5 1 3 - 2 3 - - - 6 4 6 1 3 - 4 2 - - -
E 5 2 4 0 2 - 4 0 - - - 6 4 7 0 4 - 3 4 - - -
C 10 4 12 - - 4 2 - - 10 - 9 5 9 - - 5 1 - - 8 -
I 3 0 4 - - - 2 - 2 - - 2 0 2 - - - 1 - 1 - -
N 1 0 2 - - - 1 - 1 - - 3 0 4 - - - 2 - 2 - -
D 2 0 2 - - - 0 - 2 - - 1 0 1 - - - 1 - 0 - -
V 0 0 0 - - - 0 - - - - 2 0 2 - - - 2 - - - -
R 5 4 5 4 - - 5 - - - - 0 0 0 0 - - 0 - - - -
H 1 1 2 1 - - 1 - 1 - - 0 0 0 0 - - 0 - 0 - -
B 12 12 13 - - 12 1 - - 12 - 12 8 13 - - 8 3 - - 10 -
L (9) - - - - - - - (9) (15) - - - - - - - (15)

44 27 49 6 5 16 18 3 6 22 (9) 41 21 44 1 7 13 17 6 3 18 (15)

※（）内数の栄養免許は個人申請の為、卒業時の申請有資格者数。合計数は（）内栄養免許を含まず

2013～2019年度教員免許取得者数合計 （7年間） 2019年度卒業生（16生）
免許数 中学校 高等学校 免許数 中学校 高等学校

高等学校

(57) (8)

470 52
2018年度卒業生（15生） 2017年度卒業生（14生）

免許数 中学校 高等学校 免許数 中学校

高等学校

(4) (8)

62 71
2016年度卒業生（13生） 2015年度卒業生（12生）

免許数 中学校 高等学校 免許数 中学校

高等学校

(4) (9)

70 74
2014年度卒業生（11生） 2013年度卒業生（10生）

免許数 中学校 高等学校 免許数 中学校

(9) (15)

76 65
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表2　年度別学科別免許取得人数　（人） 表3　年度別免許件数　（件）

　　年
度
学科

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

M 6 5 2 1 10 10 11 技術 1 6 2 1 9 9 5
E 6 5 10 5 4 6 14 数学 7 5 6 2 7 10 7
C 9 10 5 9 2 4 9 理科 13 16 13 20 9 10 6
I 2 3 4 3 5 2 5 計 21 27 21 23 25 29 18
N 3 1 5 1 2 1 1 工業 17 18 24 14 20 8 17
D 1 2 0 3 1 1 1 数学 6 3 6 2 9 9 7
V 2 0 1 0 3 0 1 情報 3 6 11 9 8 3 4
R 0 5 3 3 6 1 4 理科 18 22 12 22 9 13 6
H 0 1 3 4 2 1 0 計 44 49 53 47 46 33 34
B 12 12 10 13 7 9 6 (15) (9) (9) (4) (8) (4) (8)
L (15) (9) (9) (4) (8) (4) (8)

年度計 41 44 43 42 42 35 52 65 76 74 70 71 62 52
※合計数は（）内栄養免許を含まず ※合計数は（）内栄養免許を含まず

表4．各年度の履修者数（学科別）　※入学年度ごと ＊学科の記号と学科名

※在学中の中断者を含み、退学者は含まない。

表5．各年度の採用試験受験者・合格者数（現役/卒業生）

現役

卒業生

合計

現役

卒業生

合計

現役

卒業生

合計

※卒業生データは確認がとれている範囲に限る。

22

58

80

4

18

22

0

12

12

17

54

71

4

20

24

1

12

13

21

46

67

5

15

20

1

7

8

27

45

72

10

12

22

3

10

13

17

51

68

8

15

23

2

11

13

22

52

74

9

10

19

6

6

12

201920182017201620152014

高校

栄養

年度計

年度
校種・教科

中学

合計

受験者/
合格者

受験者

N

D

V

R

H

学科

M

E

C

I

10

8

10

12

1

1

1次
合格

2次
合格

2019

11

6

6

2

7

3

1

3

4

5

0

48

2018

B

L

2016

16

11

17

9

2

52

2017

13

8

9

15

10

5

3

0

4

9

10

86

1

1

2

4

3

2

10

20

6

94

4

3

1

4

3

学科名

17

9

122

6

6

5

15

5

2014

21

14

13

11

13

8

89

2015

14

14

14

4

5

2

記号

M

E

C

I

N

D

V

R

応用バイオ科学科

栄養生命科学科

H

B

L

機械工学科

電気電子情報工学科

応用化学科

情報工学科
情報ネットワーク・

コミュニケーション学科

情報メディア学科

自動車システム開発工学科

ロボット・メカトロニクス学科

ホームエレクトロニクス開発学科
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編集後記 

「神奈川工科大学教職教育センター年報（旧教職教育センター研究報告）」第 3 巻

をお届けします。一昨年に創刊号を刊行し，はや第 3 号となりました。本号は研

究論文のみの従来の研究報告に加え，教職課程再課程認定後，新カリキュラムの教

職課程の実践報告と 1 年間の教職課程の活動報告（ＦＤやシンポジウムなど）に

ついても掲載しています。Ｒ科・Ｈ科に教員コース（工業・技術）を設置するなど

教職教育センターの活動範囲が広がり，全学的にも教員養成の専門部署としての

真価を問われる年になるでしょう。今後は，更により多くの，より優れた教員の輩

出を目指して，学生の指導にあたると共に，より優れた教育手法や教材の開発につ

いても引き続き行っていきたいと考えています。本号には，専任教員ばかりでな

く，非常勤講師の先生からもご投稿いただき，全部で 9 報の研究論文と 1 報の実

践報告が掲載されています。ご投稿いただいた皆様方には心よりお礼申し上げま

す。次巻以降も引き続き奮ってご投稿くださいますよう，今後ともよろしくお願い

申し上げます。 

2020 年 3 月吉日 

神奈川工科大学教職教育センター年報 編集委員長 山本 聡 
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編集委員長 

山本 聡（教職教育センター 副センター長 教授） 

　　編集委員 

佐藤 智明（教職教育センター 教授） 

田辺 基子（教職教育センター 准教授） 

佐藤 史緒（教職教育センター 准教授） 

　　事務局担当 

大畑多津雄（教職教育センター支援室 室長） 

望月   正大（教職教育センター支援室  副室長） 
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